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この事業は、競輪の補助金を受けて実施 したものです。

KE'R'NO

(ク



序

デ ー タベ ー スは、 わが 国の情 報化 の進展 上、重要 な役 割を 果 たす もの と期 待 され てい る。

今 後、 デ ータベ ース の普 及 によ り、 わが国 におい て健 全 な高度 情報化 社会 の形 成 が期 待 さ

れ る。 さ らに海外 に対 して提供 可能 なデー タベ ー スの整 備 は 、国際 的な情 報化 へ の貢献 お

よ び 自由な情報 流 通の 確保 の観点 か らも必要 であ る。 しか しなが ら、 現在 わが 国 で流 通 し

て い るデー タベ ー スの 中でわが国 独 自の もの は1/3に す ぎな いのが現 状 であ り、 わが 国

デー タベ ースサ ー ビス ひ いてはバ ラ ンス あ る情報産 業の健 全 な発 展を 図 るため には 、わ が

国独 自の デー タベ ースの 構築 およ びデー タベー ス関連技術 の 研究 開発 を強力 に促 進 し、 デ
ー タベ ー スの拡 充 を図 る必要が あ る

。

この よ うな要 請 に応 え るた め、(財)デ ータベー ス振 興 セ ンター では 日本 自転 車振 興会

か ら機械 工業 振 興資金 の交 付を受 けて、デ ータベ ー スの構築 および技術 開発 につ いて 民 間

企 業 、 団体等 に対 して委 託事 業 を実施 して いる。委 託事 業の 内容 は、社 会 的、 経済 的、 国

際的 に重要 で 、 また地域 および産業 の発展 の促進 に寄与 す る と考 え られて い るデー タベ ー

スの構 築 とデ ー タベ ー ス作成 の効率 化、流通 の促進 、利用 の 円滑化 ・容 易化 な どに 関係 し

た ソフ トウ ェア技 術 ・ハ ー ドウェア技 術で あ る。

本 事業 の推 進 に 当 って 、 当財 団 に学識経験者 の方 々で構 成 され るデー タベ ー ス構 築 ・技

術 開発促 進委 員会(委 員 長 山梨 学 院大学教授 蓼 沼良一 氏)を 設置 してい る。

この 「関西広 域 デ ータベ ースセ ンター設立の ための 調査研 究」 は平 成5年 度 の デー タベ

ー スの構 築促 進 および技 術 開発 促 進事業 と して
、 当財 団が 関西 デー タベ ー ス協 議会 に対 し

て委託 実施 した課題 の一 つ であ る。 この成 果が、 デー タベー ス に興 味 をお持 ちの方 々や諸

分 野の 皆様 方の お役 に立 てば幸 い であ る。

なお 、平 成5年 度 デー タベ ース の構 築促進 および技 術 開発 促 進事業 で実 施 した課題 は次

表の とお りであ る。

平成6年3月

財 団法人 デー タベ ー ス振 興 セ ンター





平成5年 度 データベース構築 ・技術 開発促進委託課題一覧

分 野 課 題 名 委 託 先

社 会

1CD-ROMに よるテ レビ視聴率データベースの構築

2輸 入畜肉貨物の規格 ・重量等の検証用データベースの構築

3知 的資源型データベースの調査研究

4ビ ジネス雑誌記事データベースの共同構築 とその利用に

関する調査研究

5新 しい電子情報サービスに関する調査研究

6研 修用教材データベースのプロ トタイプ作成

7マ イクロマシン技術情報データベースの構築調査

㈱ ビデオ ・リサーチ

五十嵐冷蔵㈱

㈱ ジャパ ンコ ミュニケーションズ

インスティテユー ト

経済文献研究会

㈱日本経済新聞社/㈱ 日経データ社

(財)大 阪科学技術センター

(財)マ イクロマシンセンター

中小企業振興

地 域活 性化

8異 分野研究のための知的オ リエンテーション ・データベー

スシステムの構築

9関 西広域データベースセンター設立のための調査研究

10地 域活性化のための産 ・学交流支援データベースのプ ロト

タイプ作成

11中 小企業技術情報データベースの構築

12地 域情報を対象に した分散協調型データベースシステムの

開発

㈱けいはんな

関西データベース協議会

東北インテ リジェント・コスモス

学術機構

㈱オーネ ット

㈱エマーズ

海 外

13電 子デバイス情報の海外提供サー ビスに関する調査

14某 日キー ワー ド変換機能を もつデータベース検索システム

の開発

15CD-ROMに よる5ヶ 国対訳特許用語辞典及び関連諸制

度一覧の構築

電子デバイス情報サービス㈱

カテナ㈱

丸善㈱

技 術

16人 体形状画像データ合成のための技術開発

170CRを 利用 したキー ワー ド自動抽出に関する調査研究

18既 存画像データのフォーマッ ト変換システムのプロ トタイ

プ作成

19安 全研究における多重シソーラス ・システム構築のための

基本安全用語データベースの開発

20デ ータベース検索サポー トシステムのプロ トタイプ作成

21グ ループ ワーク支援のための分散型 トランザ クション管理

方式の調査研究

(社)人 間生活工学研究セ ンター

㈱エ レク トロニ ック ・ライブラリー

㈱ジー ・サーチ

㈱紀伊國屋書店

セン トラル開発㈱情報図書館

RUKIT

㈱新世代 システムセ ンター
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は じめ に

関西 デ ー タベ ー ス協議 会 では、平成3年 か ら調 査研究事 業 の一 つ と して、 デー タベ ー ス

関連の 事業 で社 会 的に貢 献 しうる対象 を探 ってきた。 そ して 、平成5年 度 に(財)デ ー タベ

ー ス振 興 セ ンター か ら 「関西広 域 データベー スセ ンター設 立の ための 調査 研究 」 を受 託 し

て行 った研 究成 果が本 報 告書 であ る。

関西 広域 デ ー タベ ー スセ ンター は、 これ まで関西デ ータベ ース協議 会が 行 って きた関 西

地 域 にお け るデ ー タベ ース に関す る調査 ・研究 、啓 発 ・教 育活動 を引 き続 き行 うとと もに、

現 在 そ して近 い将 来 に必要 とされ る社会 的な要請 を受 けて、 データベ ー スの統 合的 な供 給 、

デー タベ ース 開発 、 デー タベ ース教育 ・コ ンサル テ ィ ングを よ り一 層 推進 す るための 組織

と して 位置づ け る。

本 報 告書 では 、以上 の よ うな役 割のなか で、行政情 報の 円滑 な利 用促 進 を支援 す るた め

の機 能 面 につ い ての研 究調査 を行 った結果 を特 に取 り上げ て述べ てい る。具 体 的には行 政

文書 情報 の 電子 「標準化 」 に関 わ る業務的支援 で ある。

それ では、行 政情 報 の 円滑 な利用 促進が 叫ばれ るには どの よ うな背景 が存在 す るのか 。

国 民の活動 に関係 す る行 政の 範 囲は、単 に一 省庁、一 部課 に とどま らず 、複数 の 部署 に渡

るこ とが多 くな りつ つ あ る。 ま た民間の諸活動 の ス ピー ドに呼応 して 、行 政 に 関す る情 報

の入 手 に対す る迅速 さへ のニ ーズ も高 くな って きている。一 方、眼 を国 外 に向 ける と経 常

収支 の黒字 によ る輸入 拡 大や 市場 開放 の圧 力 が高 まる とと もに、円高 によ る生 産拠 点の 海

外移 転が 急速 に進展 してい る状況の 中で、欧米 のみ な らず ア ジア諸 国か ら も日本 に関す る

情 報 の流通へ の ニ ーズが 高 ま りを見せ てい る。

この よ うな 環境 の もと、90年4月 の 第2次 臨時行 政 改革 推 進審 議 会 は 答 申の 中で 、

「情報 処理 ・通 信技術 の進 展 に対応 し、政策 の企 画立案 、調査分 析、 窓 口業 務 、その他 各

種 行政 事務へ の情 報処 理 ・通信技 術の利用 の拡大 ・高度化 を推進 す る」 と情 報化 への対 応

の 必要性 を述 べ てお り、行 政の情 報活動の よ り高度 な支援 、効率化 、 そ して国 民へ の行 政

サ ー ビスの 向上 を含む情 報化 の推 進を図 る ことが要 求 され て いる。特 に昨年 の行 政改革 推

進審 議 会で は、行 政の情 報化 につ いて 「情報 は政策判 断の基 本で あ り、多様 かつ 高度 な情

報 の蓄積 、分析 、加 工 、総合利 用等 が行 政の 意識の統一 を助 け、行 政の 総合性 を確保 して

い く。 さらに行 政 の情 報 化 は、行政 を効率 化 し、開か れた行政 の実現 や 国民 の利 便の向 上

に も資す る」 と し、 「行 政情報 公 開の推 進 につ いて も、更 に検 討 を進 めるべ きで ある」 と

提言 、 これを うけて今 年 の政府 の行政大綱 で 「行 政の情 報化 の積極 的な推 進 を図 るため 、

各省庁 を通 じ政 府 と して 中期 的、計画 的に これ に取 り組 むた めの推進 計画 を策 定す る こ と

と し、本格 的 な検 討 を進 め る」 ことが 明示 された。

これ らの行 政へ の要 望 は、先 に も述べ た行政へ の情報化 ニ ーズの高 ま りの 中か ら生 ま れ

て きた とと もに、昨今 の情 報技術 の急速 な る進展 が、行政 にお け る情 報 に対す る考 え方 を

基本 か ら考 え直す ことを迫 って い る。す なわ ち、 これ までの 多 くの行 政の事 務処 理が 、基

本 的 には紙 をベ ース に した考 えか ら構 築、 実施 されてい るこ とに対 す る見直 しであ る言 え

る。国民へ の迅 速 な情 報の 伝達 、 そ して行 政情報へ のよ り容 易 なア クセスの た めには 、省

庁 間を結 ぶ横 断的 な情 報ネ ッ トワー ク、 中央行 政 と地方行 政 間を結 ぶ縦 断的 な情報 ネ ッ ト
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ワー ク、そ して 海外か らの情報ニ ー ズに対 す る電子的 な情 報 の提供 と い った、新 たなメ デ

ィアを 中心 とす る統合 的な情報 システ ムの 開発 が必要 にな ってい る。

そ してこの よ うな統合 的情報化 の基礎 にあ るのが、情報技 術 の行政へ の導入 とと もに 、

行政情 報 、特 に文 書情報 の 「標準化 」 であ る。

情 報化の 進展 は、以下 の3つ の進展 が相 ま ってな され る。

(D情 報技術 の普及 情 報機 器 の普及 とネ ッ トワー ク環境 の整 備

(2)利 用ニ ーズ の高 ま りと操作 ・活用 の知識 の普及

(3)(情 報機 器 、利 用 ソフ ト、情 報の)標 準化

特 に、情 報が一 組織 あるいは一 個入 内で 完結す る場合 は別 に して、組織 間、個 人間 で利

用 され る場 合 には、(3)の 「標準化」 に対 す る認識が 重要 にな って くる。

情 報技術 の利用 に関 して、従来 の機器 と大 き く異 な る ところはハ ー ドの 標準化 にと どま

らず 、 その 上で利用 され るソフ トの共通 化 、そ してその ソ フ トを利用 した情 報 の標準化 が

普及 に欠 かせな い ことであ る。 これ まで規格 化 ・標準化 が議論 され て きた のは 、多 くはハ

ー ドお よびそれ に付随す る基本 的な ソフ トにつ いてで あ った 。

しか し、効 率化 の観点 か らは 、情 報技 術 を用 いて処理 を行 う情報 その ものの 標準化 が 欠

かせ な い。例 え ば、本報 告書は8人 の委 員 に よ って書か れた が、多 くは異 な る ワー プ ロに

よ り原稿 が書か れ、そ してパ ソ コ ン通信 に よ って文 書の や りと りが な され、 その過程 で 調

整 され なが ら完成 され た もので あ る。 この よ うな作 業が 円滑 に行 われ るのは、 文書の 書 式

か ら、文体 の統一 、そ して電子 的な送受 信 の標準化 が な され てい るか らに他 な らな い。

行 政の情 報化 につ いて も同様 の ことが言 え る。行 政 で作 り出 され る多 くの文 書情報 は 、

紙ベ ー スで行 わ れ ることか ら、行 政 内に多 くの煩雑 な事務 が発 生す る だけで な く、行 政 、

民 間両者 に渡 ってむ だな コス トと時 間を発 生 させ て いる。行政 の文書 情報 に対 す る標 準化

の必 要性 は、 これ らのむ だを省 くことが主 な 目的であ るが、文 書が 標準 的な書 式 に従 って

電子化 され 、デ ータベ ース化 され るこ とに よ って、国 内外 で の行政情 報 の流 通 の 円滑 化 が

図 られ るこ とにな るな どの効果 を発生 させ る。

行 政の文 書情報 の標準化 の過程 で は、関係 す る多 くの組 織 間での 協議 ・調整 が必要 で あ

るこ とは言 うまで もな いが、 その実施 にあ た って も多 くの業務 が発 生す る。 その業務 を 支

援す るの が、 関西広 域デ ー タベ ースセ ンターの機能 で ある。

行 政文書情 報 の標準化 に対す る地方 自治体 への 支援 を行 うこと もセ ンターの 大 きな役 割

とな るが 、現 在 、東 京一極 集 中の見直 し、行 政機能 の地 方へ の分散 が言 われ てい る中、 ま

た 国際化へ の情報発 信の 場 と して関西新 空港 の 開港 を含 め国 際社会へ の対 応 を進め てい る

関西 にセ ンター を設立す ることは、将来 の行 政の あ り方 と して大 きな意 味を持 つ ことに な

るであ ろ う。
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1.新 た な 情 報 流 通 へ 向 け て

1.1国 民 生 活 にお け るデ ジタル メデ ィアの 加 速 的 普 及

人 々の意 識改 革か ら、 国、経済 、社 会の構 造転換 まで、21世 紀 を 目前 に して、い ま大

きな変 革が 求 め られ て いる。情報 通信技 術 の発展 とと もに、70年 代 初 頭か ら着 実に構 築

され て きたわが 国の情 報化社 会 もここに来 て、大 きな転換 期 を迎 え よ うと してい る。 マル

チ メデ ィアやバ ーチ ャル ・リア リテ ィ とい った話題の キー ワー ドに代 表 され るよ うに、 こ

れ まで の文字 や 数値 を 中心 とす るデ ジタル情 報伝達の範 躊を 超 えて、 画像 や音声 のデ ジ タ

ル化 に よ る統 合 型情報 処理 および情 報通 信 が、現代の技術 的 標準 に なろ うと してい る。

しか も、情 報技 術の革 新 と低価格 化 に支 え られて、 この情 報 メデ ィアの 融合化現 象 はハ

イエ ン ドのユ ーザ ーか ら徐 々に普及 す るの ではな く、む しろ エ ン トリー レベ ル にあ る一 般

消費者 の 製 品購 入 に伴 って、短 期 間で急 激 な普及 が可能 にな る。一 昨年 の製 品導入 後、 市

場 規模 が爆 発 的 に拡大 したCD-ROMは 、 その好例 と して挙 げ られ る だろ う。大 手企 業

や銀行 、 あ るい は官庁 な どが先行 した過去 の 「大 型 コ ンピュー タ導入 型の情 報化」 とは 異

な り、今 日の情 報化 社会 の変革 は 、 「生活 道具」 と しての情 報通 信機 器 のエ ン ドユ ーザ ー

であ る個人 が その鍵 を握 って いる よ うに思 われ る。

例 え ば、 デ ー タベ ースへ の ア クセ スメデ ィアと して、 また新 たな コ ミュニ ケー シ ョンの

手段 と してのパ ソコ ン通信 は、今 後社 会 システ ム と して大 きな存 在 にな る。現在 、 わが 国

のパ ソ コ ン通 信 人 口は約200万 人。PC-VANやNIFTY-Serveな ど、情 報

通信 ネ ッ トワー クへ の加 盟者 数 は今後 さらに増加す る と予想 され る。 コ ン ピュータ を通 信

端末 と して使 用 す るデ ジタル情 報 交換 は、 国民の間 に確 実 に浸透 しつ つ あ る。利 便性 の あ

る情 報 伝達 、情 報獲得 の普及 の視 点か ら捉 えれば、現状 で は、デ ー タベ ース提供 者側 の イ

ンフ ラよ りも、利 用者側(こ の場 合 と くに個 人)の イ ンフ ラの方 が よ り先行 して整 備 され

つ つ あ るよ うに考 え られ る。 ただ し、提供 者側 の技 術的 な標 準化 の問題 点 も含 めて、 それ

は まだ、 「潜在 的な」 とい う意 味 にお けるデ ータベース利 用者 で あ る。

どち らか と言 えば、 これ まで電子情 報 と しての データベ ー スは、 ビ ジネ スや学術研 究 に

おけ る専 門的 な利用 がお もにイ メー ジされ て きた。 しか しこれ か らは、 浅 く広 く、使 用料

設 定の 問題 も含 め て、一般 の利用 者 のポテ ンシ ャル とニー ズ に対 応 した、誰 もが いつで も

ど こか らで も 自由にア クセスで き る、いわ ば 「情 報公 開型生 活者 デ ー タベ ー ス」の構 築 と

整 備 に も、 非常 に大 きな社会 的必 要性 と市場性 があ ると考 え られ る。

1.2国 際 化 、 文 化 化 す る 関 西

「関西広 域 デ ータベ ースセ ンタ ー」の戦 略 的優 位性 は、 「国際化 」 と 「文 化化 」 とい う

2つ の 時 代的 、地域 的 に特 定化 され た有効 な戦 略要 因を 、質 的な問題 と して、 いか にデ ー

タベ ー ス 開発 に取 り込 め るのか 、 とい うこ とにか かわ ってい る。

これ ま での議 論 では、[情 報 消費量/情 報供給量](通 信 白書)の 比 較 に代 表 され るよ

うに、 その 多 くが首都 圏 との量 的 な情 報格 差の問題 に終始 して いた よ うに思 われ る。

しか しなが ら、規 模の メ リッ トと その シナ ジー効果 を考 慮す れば 、東 京へ の情 報一極集 中
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現象 は 、否 定で きな い事 実 であ り、 また例 えば、 わが 国の行 政 システ ムによ ほ ど大 きな 改

革 が起 こ らない か ぎ り、 まだ今後 も東 京一極集 中の状況 が今 後 もさ らに継続 す るこ とは 容

易 に予想 でき る。

量か ら質 の問題 へ 。 これか らの課題 は、稀 少性 の ある情報 価値 の創造 にあ るだ ろ う。 そ

の ために、 ここで は2つ の大 きなキ ー ワー ドを挙 げ てお こ う。1つ は 「ア ジアの玄 関」 、

もう1つ は 「文 化首 都」 で ある。

前者 の 「ア ジア の玄 関」 とい う視 点か ら捉え れば 、今 年9月 に開港す るわが国 初の24

時 間空港、 関西 新 国際空 港 によ って、 関西 が 日本 の空 の玄 関 口に、 さ らには国際 ハ ブ空港

と して機能す れば 、関西 が ア ジア各地 への ゲ ー トウ ェイ にな ろ うと して いる。 この 関西新

国 際空港 とい う 「真 の 国際化 」の ための情 報装 置を どの よ うに活用 でき るのか 。 グ ローバ

ル な人、金 、モ ノの移動 だけを みて も、非 常 に大 きなデ ー タベ ース 開発の可 能性 が 秘め ら

れ て いる。同 じよ うに、 ア ジア ・太平洋 トレー ドセ ンター、 大阪 ワール ド トレー ドセ ンタ

ー 、 イ ンデ ックス大阪 とい う国際 交易 ビジネ ス拠点 、 あ るいは大阪 中之 島に建 設 され る新

国 際会議場 、 これ らも関西 の経済 活性化 に と って は非 常に重要 な情 報交流 の拠 点 な る。

後者 の 「文化首 都」 とい う視 点で は、様 々な文化 や学 術研 究 にか か わるプ ロジ ェク トが

関西 に集 中 してい る。そ の一つ が 「京 阪奈 ・関西研 究学 園都 市」 であ る。 関西 研究 学 園都

市 構想 の 目指す もの が、 大 まかな表現 をすれ ば 、 これ まで の 自然科 学 や科学技 術 の発想 を

超 え て、文化 、芸術 、哲 学、宗教 な どの分野 ま でを包 括 した、 いわゆ る 「感性 科 学」 の リ

サー チパー クであ る ことは、 ここで詳 しく説 明す る必 要 はな いだろ う。 この 関西研 究 学 園

都 市 のプ ロジェク トで も明確 な よ うに、大 きな枠 組 みの なか で、関西 にお け る科 学研 究 の

戦略 的 な位置 付 けを考 えれ ば、ハ イテ ク(科 学技 術)志 向の対極 に位 置す る、人 間 ・文化

研究 、つ ま りハ イタ ッチ志 向であ るよ うに理 解 で き る。

この 関西 が 目指 すハ イ タ ッチ志 向を、 デー タベ ース に どの よ うに活 用 でき るのか 。あ ら

ためて 、 「情 報(=デ ー タ)」 と 「文化」 の イ ンター フ ェー スが問 われ始 め てい る。 これ

まで情報処理 や デー タベ ースの 問題 は 、統 計解 析 や検索 システ ムとい うよ うな言葉 で も分

か るよ うに、 どち らか といえば 、理 工 系の発想 で解 決 されて き た。 しか し、数 値情 報や 機

械 的検 索だけで 、 この広 義 の 「文 化」へ の アプ ロー チが可能 であ る とは考 え られ ない。 画

像 、音声 、イ メー ジな どを統合 で きる、新 しい発想 の"ホ リステ ィ ック"(=分 離 分析 的

に対す る時空統 合 的)な デー タベ ー ス開発 が必要 とな るだろ う。

ま た、上 に述べ た国際化 、 グ ローバ ル化 の問題 は 、異文化 間 におけ る情 報交 流 、デ ー タ

交 換の 問題 で もあ る。 こ こで も、情 報イ ンフ ラの整 備 とか情 報交流 ・流 通拠 点 の構 築 、 あ

る いは技術 的標 準化 な ど、合理 性 や効 率性 の範疇 を は るか に超 えた、 「い ったい情報 とは

何 な のか」 とい う情 報そ の ものの本 質的、 文化 的 「意味」 が 問われ る ことにな る。 「技術

か ら文 化へ」 の シフ トは 、非 常 に大 きな課題 であ る と同時に 、非 常 に大 きなチ ャ ンスで も

あ るのでは ない だろ うか 。

1.3デ ー タ ベ ー ス の 社 会 的 ・経 済 的 役 割

近 年、 わが国 の情報提 供 サー ビス業 にお け る市場 規模(約2千 億 円)の 成長 率(年 率 約

24%)を 捉え て も明 らかな よ うに、デー タベ ース ・サー ビスは産業 と して一 本立 ち しつ
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つ あ る。 ただ しその急 成長 の なか で、例え ば、デ ィス トリビュー タや検 索代 行業 者(サ ー

チ ャー)の 不 足 が指摘 されて いる。 また、情報 提供 サー ビス業 の市場 シェアに おけ る関東

と近 畿の地 域格差 も非 常 に大 き く、伸 び率 では近 畿 が高 い もの の、全体 の市場 占有 率 で は

関東 の約75%に 対 して 、近 畿 は約15%と い う現状 も指 摘 されて いる。 この意 味に お い

て、 マ ク ロ、 ミク ロ、両 方 の視 点か ら、当セ ンター の果 たす 経 済的 な役 割 に大 きな期 待 が

持て る。

この 一方 で、最近 の 「情報 公 開」 とい うキー ワー ドに代表 され るよ うに、 国民サ イ ドか

らの行 政や企業 に対 す る情報 ニ ーズの発生 は、経 済 的な理 由か ら社 会 的な理 由へ と拡 大 さ

れて きて いる。 ここでは 、経 済財 と してのデー タベー スでは な しに、公共 性 の強 い新 しい

社 会資 本 と してのデ ー タベー ス、 そ してそのあ り方につ いて議 論す る必要 が あ るだろ う。

情報 が 公 開され るこ とに よ り、 また、 その情 報検 索やア クセ スが簡 単 に行 え る ことで、 大

き く社 会的 コス トが 削減 され た り、国民生 活に有形 、無形 の利 便性 が還元 れ る ことは、 予

想す るに難 しくない。

特 に 、情 報公 開が求 め られ てい るよ うな行政 機 関や大企業 にお いては 、いわ ゆ るOA化

あ るい はFA化 が以 前 か ら展 開 され てお り、大 型 コ ン ピュー タの利用 な ど、か な りの レベ

ル での情報 のデ ジタル化 が ハ ー ド面 では実現 しつつ あ る。 しか しな が ら 「社 会 的な利用 の

ため のデ ータベ ース構 築 」 とい う概念 やア イデアは 、 これ ま で行 政機 関や企業 の 間 には 、

それ ほ ど浸透 して いなか った、 と言 え るだ ろ う。 ここに問題 と課題 が 存在す る。 ま った く

利 用 されず に眠 ってい るデ ー タベ ー スでは、大 きな社 会的利 益 に反 す る ことに な って しま

う。 「社会資本 と しての デ ー タベ ー ス」 とい う概 念 を、 どの よ うに広 く啓 発 し、 醸成 して

ゆ くのか。 当セ ンターの 今後 の新 しい事業 と して位置づ け る ことがで き るだろ う。

デ ータベ ースを構築 し、維 持 して ゆ くため には、情報 の収集 、蓄 積 、加 工 に際 し、か な

りの投 資 とコス トが必 要 で あ る。 しか し、 商用 デー タベ ース にお いて は、情 報検 索 や情 報

加工 の サー ビスを付加 す る こ とに よ って、 「商品」 と しての ユー テ ィ リテ ィ(効 用)を 具

体化 して、オ ンライ ン使 用料 の徴 収 やパ ッケー ジ販売 とい う形 で、 経済 的な コス ト回収 や

利 潤 の確保 が行 われて い る。 と ころが、非営利 の活動 が原 則 とな る 「情報公 開 型デ ータベ

ー ス」 において は、あ る程度 までは コス トの利用 者負担 をル ール 化す ることが可 能 であ っ

て も、 フ リー ・ユ ース が基本 と考 え られ、すべ ての コス トを回収 す る ことは不 可 能 であ。

しか しなが ら、情報化 時代 にお け る公共性 の見地 か らす れば 行政機 関や企 業 が デー タベ ー

スを 自 らの コス ト負 担 で構築 す る ことは、 あ る種 の社会 的責 任 で もあ る。高度 情報化 社 会

にお け る国民の 共有財 産 と しての デー タベ ース(=知 的生 産 の ための イ ンフラ)を 正 し く

理解 し、構築す ることが 必要 であ る。

社 会資 本 と しての デー タベ ース構 築は、 直接的 な経済 的利 益 は発 生 させ な いが、す で に

述べ た よ うに、浅 く広 い 国民生 活の デ ジタル化 に支 え られ て 、 とてつ もないデ ィメ ンジ ョ

ンで の情 報流 通 が実現 し、その デ ジタル情報 の高速 大量 移動 にあわせ て、 さま ざまな間接

的な情 報 サー ビス、す な わ ち付加 価 値が生産 、消費 され るこ とにな り、結果 と しては 、非

常 に大 きなマ ク ロでの経 済波及 効 果が期 待 でき る。
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2.グ ロ ーバ ル 化 と 情 報 流 通

2.1日 本 の 国際 化 と世 界 経 済 にお ける 日本 の貢 献

第2次 世界 大戦以 降の わが 国経 済 は 、GATT(関 税 貿易一般 協定)を 軸 とす る 自由貿 易

体 制の もと、欧米諸 国か らの基礎 技 術導入 と発展途 上国 か らの資 源提 供を受 け、高度 の 生

産技 術 を背 景に著 しい発 展を遂 げ て きた ことは周知 の通 りで ある。 しか し、 この経 済成 長

の 過程 は平坦 な ものでは な く、戦後 の 日本 経済の歴史 は大 き く変 化す る内外 経済環 境へ の

適 応努 力の歴 史 であ った ともいえ る。 これ らの適応 努力 の結 果 は、 わが国の産 業構 造 を変

化 させ 、適 応過程 での情 報 ・通 信技 術 の革 新 を受 けて産業 の情 報化 や情 報 の産 業化 、 さ ら

には社 会 の情 報化 が進展す る とと もに 、 日本経済 の国際化 の流 れの 中で企業 経営 の グ ロー

バ ル化 を もた ら した。

また、経 済力 の世界 に 占め る地 位 の 向上 を受 けて、政 府開発援 助 な どの経 済協力 は もち

ろん の こ と、わ が国の国 際連合 常任 理事 国入 りの気 運が 国際 的に高 ま るな ど、経 済以外 の

側 面 での 国際的貢 献 も大 き く期 待 され てい る状況 にあ る。

しか し、1991年 か ら始 ま ったバ ブル 経済の崩壊 に よる内需不振 によ る構造 不 況に加 え て、

停滞 す る世 界経 済の 中での突 出 した貿 易収支 の大幅黒字 を背 景に市場 開放 ・輸入 増大 を求

め る国際 的圧 力 が一段 と高 ま る一方 で 、過去最高水 準の 円高 によ る生 産拠 点の 海外移 転 が

加 速化 して産業 の空洞化 が 問題 とな るな ど、国際化 の もとで 日本 は新 たな内外環 境変化 に

直面 してい るの が現状 であ る。

2.1.1経 常 収 支 の 黒 字 と輸 入 拡 大 ・市 場 開 放 圧 力

(1)世 界 経 済 で 比 重 を 増 す 日本 経 済 の 地 位

戦 後の経 済発 展の 中で、 日本が 世界 経済 に 占め る比重 は次 第 に高 ま って きた。1980年 代

以 降は 、円高 によ る評価 上 の嵩上 げ効 果 もあ り、 この比 重の 高 ま りが さらに進 ん だ。1991

年 時点 では、 日本のGNPが 世界 に 占め る割合は15.6%で あ り、EC(28.9%)と アメ リカ

(26.3%)に 次 ぐ大 きな経 済力 を有 す るに至 ってい る。

また 、貿易面 にお いて も、 日本 の 占め る比 重はます ます高 ま って きてい る。1992年 の 時

点 での 日本 の輸 出が全世 界 の輸 出に 占め る シェアは12.1%、 輸入 は7.9%と な ってお り、

いず れ もア メ リカ とECに 次 い で第3位 の地位 を 占めてい る。加 えて 、国際金 融の 面 でみ

て も、 日本 の地 位は確実 に高 ま って い る。 世界の資本供 給(資 本 収支 の流 出額)に 占め る 日

本 の シ ェア は1990年 で16.4%で あ り、世界 第1位 の資本 供給 国 とな ってい る。

さ らに、政府 開発援助(ODA)に っ い て も、1992年 の暫定 値 であ るが、多 国間 な らび に

二 国間 を合 わせ た額 で、 日本 の シ ェアはOECD開 発援 助委 員会(DAC)諸 国 中18.2%で

あ り、世 界第1位 の供与 国 とな って い る。

(2)経 常 収 支 の 大 幅 黒 字

レー ガ ノ ミックスを背景 と したア メ リカ経 済の成長率 の 高 ま り、 円安 ・ドル 高 の進行 等

を受 けて1980年 代の前 半 を通 して大 幅な拡 大をみせ た 日本 の経常 収支 黒字 も、1985年9月

の プ ラザ 合意後 、大 幅な 円高が進 行す る中で、 当初 はJカ ー ブ効 果 もあ って黒 字 が増加 し、
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1986年 度 に は ピー クの941億 ドル に まで達 したが 、その後 は 着実 に黒 字が減 り続 け、1990

年 度 に は337億 ドル に まで縮 小 した。 これは、基本 的 には、 円高 の純輸 出削 減効果 に、 内

需の拡 大 を基調 と した高 成長 の影 響等が加 わ ったためで あ る。

しか し、1991年 度以 降 は、世 界 経済が低迷 して いる 中で、高 付加 価値化 で輸 出が増 加 す

る一 方 、景 気調整 下 で輸入 が伸 び 悩ん だこ とな どによ り、 日本 の経 常収 支黒字 は再 び増勢

に転 じ、1991年 度 には902億 ドル に急増 した後 、1992年 度 には 前年比 で39.7%増 とな り、

過去 最 高の1,259億 ドル に達 して い る。

(3)輸 入 拡 大 と市 場 開 放 圧 力

世 界 経済 に 占める 日本 経済 の地 位 が向上す る一 方 、世 界経 済が 低迷 す る中で 、先進 国 中

で は 日本 だけが経 常収支 の大 幅 な黒字 を達 成 してお り、輸 入 拡大 と市 場開放 を求 め る国際

的圧 力 が従来 に も増 して高 ま って きてい る。

こ う した国際 的圧力 に対 して、 日本 は国内の社 会資本 の充 実 な どの 内需拡 大 によ る輸入

促 進 や対 外経済 援助 な どに よ って 経常収支 の黒字 の有効 な利用 を 図 ろ うと してお り、平 成

5年 度 通 商 白書 では、 自由貿易 体 制のル ールづ くりで 日本 が指 導力 を発 揮 でき るよ う、 国

内の経 済構造 を開放 的に して い く必 要性 を説 いて い る。

2.1.2円 高 と生 産 拠 点 の 海 外 移 転

(1)直 接 投 資 の 推 移

1980年 代 に世界 的な直 接投 資の 急増 が生 じる中で、 日本 の 対外 直接 投資 も、①1985年 の

プ ラザ合 意 を受 けた急 激 な 円高の 進展 ・定着 に伴 う生産 コス トの 急上 昇 と投 資事業採 算 の

改善 、② 欧米等 との貿 易 摩擦へ の 対応 、③企 業 の グローバ ル な経 営展 開な どを要 因に、19

86年 以 降は飛躍 的な増 加 を示 し、1988年 と1989年 の両年 には年 間投 資額 で 日本 は世 界最 大

の 対外 直接 投資 国 とな って いる。

しか し、1980年 代後 半 に急増 した 日本の 対外直接 投資は1990年 には ピー クの480億 ドル

を記 録 したが、1991年 と1992年 に は減少 に転 じ、1992年 で は ピー ク時の4割 以 下の172億

ドル まで に減 少 してい る 。特 に、1989年 に は、投資額 の シ ェア では 北米 向けが約50%、 欧

州 向け が約20%、 ア ジア 向けが約10%と な っていたの に対 して、1990年 以 降は ア ジア向 け

を除 い て投資額 は減 少 してお り、1992年 の北米 向けは1989年 の4割 強 までの水 準 に落 ち込

んで い るのが特 徴的 であ る。

(2)直 接 投 資 の2つ の 類 型

平成5年 度 経 済 白書 に よれば 、1985年 以 降 に急増 した直接 投 資 は、大 き く2つ の類 型 に

分 け る こ とがで き ると してい る。

第1の 類 型は 、市場 志 向型の直 接投 資で あ る。貿 易摩擦の 結 果、輸 出数量 規 制等 が実施

され て輸 出が困難 とな った場 合 や、市 場統 合によ る市場拡 大 の メ リッ トをイ ンサイ ダー に

な る こ とに よ って享受 しよ うとい うもので 、北米 や ヨー ロ ッパへ の輸 送機械 や 電気機械 産

業 の水 平 分業 型投資 が これ に当 た る。

これ に対 して、第2の 類型 は、 コス ト追求 型の直接投資 で あ る。 円高等の結 果 、生産 コ

ス トが 相対 的 に安 くな った地域へ の投資 が これ に相 当 し、 「ア ジア渡 り鳥企業 」 と椰楡 さ

れ るケ ー ス も見 られ るよ うに、ア ジアへ の直接投資 は基本 的 には この タイ プであ る。
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なお、1980年 代 後半の ア ジアへ の投 資 は、 グロー バル な視 点か ら生産 ・販売 体 制の再 編

成 を図 る中で、 ア ジア を生産拠 点 と位 置づ ける もの であ り、 その 中には 日本 との 間 に生 産

工 程 間分業 を行 ない、 日本 に部品供 給 を行 な うア ウ トソー シ ング型 も含 まれ て いる。

2.1.3世 界 経 済 の ブ ロ ッ ク 化 と ア ジ ア との 関係 を 強 め る 日本

(1)世 界 経 済 の ブ ロ ッ ク化

世界 経済 にお いては、EC、 北米 ・メキ シコ、ア ジア ・日本 とい う3極 へ の グル ー プ化

が進 展 してい る。 この よ うなグル ープ化 の 中で、特 に、ECに お いては、1993年 に人 ・サ

ー ビス ・資本 の 移動 が 自由な統一 市 場 が誕生 し
、北米 ・メキ シ コにおいて も、1993年 にア

メ リカ、 カナダ 、メキ シ コの3ヶ 国に よ る北米 自由貿 易協 定(NAFTA)が 発効 し、地 域 統合 が

進 ん で いる。 .

これに対 して、 日本 を 含む東 ア ジア にお いては、 アセア ン 自由貿易地 域(AFTA)が 合意 さ

れて い る。 しか し、1990年 におけ るASEANとNIEsを 合 わせ たア ジア地 域の 域外 貿

易 と域 内貿易 との比率 は3.5倍 であ り、貿易の域 外依存 度 は極 めて高 く、 しか も域 外貿 易

の うちでア メ リカとECと の貿易 が 約半分 を 占めてお り、ASEANな らび にNIEsの

経 済 ブ ロ ック化 は、現在 の市場規 模 や産業 構造 では不可 能 であ る と見 られて い る。

(2)貿 易面 で ア ジアとの関係 を強 め る 日本

世界経 済の3極 化の傾 向の 中で、 日本 はア ジア との 関係 を強 めて きてい る。 貿易 面 では 、

日本 を相 手国 と してNIEsか らみ る と、NIEsの 全 輸入 の うち、 日本か らの輸入 は19

91年 で22.7%で 第1位 とな って お り、輸 出で も日本 は10.5%の シェア を有 してい る。 さ ら

に、ASEANに つ いて は、1991年 で輸 出 と輸入 と も、そ れぞれ22.9%と26.1%で 日本 が

第1位 とな って いる。 ち なみ に、 ア メ リカか ら日本 を み ると、 アメ リカの全輸入 に 占め る

日本 の 割合は1992年 で18.2%と カナ ダ に次 いだ地位 を 占め てお り、全輸 出に 占め る割合 も

10.7%と1割 を越え てい る。 また、 日本の 二国間ODAを 地 域別 にみ る と、特 にア ジア地

域へ の供与 は約65%を 占 め、DAC21ヶ 国 の 中で も第1位 とな ってい る。

(3)日 本 企 業 の ア ジ ア へ の さ らな る 展 開

平 成5年 度世 界経済 白書 によ る と、 これ までのASEANへ の投 資の急 増は 、既 に指摘

したよ うに 日本企業 が プ ラザ 合意 後の 円高 を克服 す るため に生産拠 点の海外 移 転を進 め た

結 果 であ ったが 、1993年 春 か ら続 く今 回の 円高への 日本企 業 の対応 と して、1993年6月 か

ら7月 にか けて実施 され た 日本機械 輸 出組合 の会員企 業 に対す る円高の影響 に 関す るア ン

ケー ト調査結 果 をふまえ て、 よ り一 層 の コス ト削減 を 目指 し、 中国を含 めたア ジア での生

産 拠 点の拡 大を 図る ことに よ り、 グ ローバ リゼー シ ョ ンを進 めよ うと してい ると してい る。

2.1.4世 界 経 済 に お け る 日本 の 貢 献

(1)経 常 収 支 の 黒 字 と 日本 の 政 策 課 題

世界 経済 に大 きな影 響力 を及 ぼす だけの地位 を 占め るに至 った 日本 は、 もは や 自国だ け

の ことを考 えるの ではな く、世 界経 済全体 への影 響 を考慮 しなが ら政 策決定 を行 な うべ き

段 階 に達 してい る。 この事 実 を踏 まえ た上 で、経 済 白書(平 成5年 度 版)は 、 日本 は、① 貯
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蓄の活 用 と内需の拡 大、② 構造政 策の推 進 と市場 ア クセスの 改善 、③ 効率 的 ・効果 的 な資

金循環 システ ムの形 成、④ 多角 的 自由貿 易体制の維 持 ・強化 を政策課 題 と して対処 して い

く必要 が あ る と してい る。

(2)市 場 ア ク セ ス の 改 善

市場 の 開放 と輸入 の促 進は、外 国企 業 の 日本市場へ の参入 によ る競争 を もた ら して市 場

を効率化 させ る とと もに、規制の緩和 ・撤 廃な どを通 じて 内外価格 差 の是正 な どに も通 じ、

さらには経 常収 支が改 善 され るこ とにな り、 日本 自身 の国民 生活 の向上 ・多様 化 を もた ら

す だ けで な く、 国際社 会 との調和 に も資す ることにな る。 この ため、市 場の 開放 と輸入 の

促 進へ と向 けて輸入 ア クセスの一層 の改善 を図 ってい くことが必要 で あ る。

{3)市 場 の 閉鎖 性 に 関 す る 誤 解 の 解 消

経 常収 支 の大 幅な黒字 に関連 して、 日本 市場の 「閉鎖 性」 が指摘 されて いる。 この 点 に

つ いて 、平成5年 度 版経 済 白書は、 『そ もそ も 「閉鎖性 」が 意味す る ところは広 範か つ暖

昧 であ り、輸入 障壁を指 す 限 りでは 、関税 負担率 あ るいは数量 制 限品 目数 の点 で 日本 は世

界 で も最低 水 準 にあ り、 閉鎖 的であ る とい う言葉 は 当た らない。 また、 「閉鎖 性 」 と言 う

場合 には 、広 く日本 独 自の歴史 、文化 、慣 習を背景 と した 日本 の市場 経 済 システ ム まで を

も含ん で言 う場 合が あ る。 しか し各国 の市場経済 シス テム に特 徴が あ る ことは 当然 で あ り、

どれか 一つ の型 に収敏 してい くべ き もので もない。 したが って、市場 経済 システ ムにつ い

ては、 相互 に メ リッ トを認 め合 い、 そのメ リッ トを活か しなが ら調和 を 図 って い くことが

必 要 であ る』 と して 、狭義 の意 味での 日本 市場の 閉鎖性 を否定 し、広 義の 意味 で 閉鎖的 と

と られ るか も しれな い 日本 の市場 経済 システ ムの特徴 を 国際的 に理 解 させ る方 向を 示 して

い る。

すな わ ち、 日本 市場 の 閉鎖性 に関す る国際的な誤解 が あるな らば、 この誤解 を解 き、保

護主 義 につ なが る無用 な批判 を避 ける ために も、 日本 の経済 社会 シス テ ム全 体 を、 国際社

会か ら非 難 され る余 地の な い、透 明かつ 開放的な もの に してい くことが必要 とな る。

(4)資 本 の 供 給 と人 材 育 成

日本 は 、そ の経済 成長 の過程 で資本 を蓄積 して きたが、世 界経済 の発 展に と っては 、 日

本 が蓄 積 して き た豊 富な 資本 を還 流 させて い くこ とが世 界各 国か ら強 く期 待 され て いる。

また、資 本 の供給 とと もに、各 国の人材 の質 的 レベル を引 き上げ る ことを 目的 と した 日

本 的 な経営 技術 の移転 は 、長期的 な観点 か らみれ ば相手 国経済 の基盤 を強化 す る上 で非 常

に大 きな役 割 を果 たす ことにな る。

2.2国 際 化 と情 報 流 通

日本 経 済の 国際化 、 日本企業 の グ ローバル化 に伴 って、人 、金、 モ ノの 国際 的移動 が活

発 化す るが、 人、金 、 モ ノの 移動 に伴 って情報 も国際 的 に移動 す る ことにな る。 しか し、

ここで注 意 しな けれ ばな らな いこ とは、人、金 、モ ノの移動 に伴 う情 報 の移動 は 、必ず し

も同時 ・付随 的では ない とい うこ とであ る。

人、 金、 モ ノの移動 に先 だ って移動す る情報 もあれば 、人、 金、 モ ノの移動 に遅 れ て移

動す る情 報 もあ る。例 えば 、企業 が海外展 開を図 るにあ た っては、事 前 に展開先 の 市場環

境 に関す る情 報 を収集す るが、 これは人、 金、 モノの移動 に先立 つ情 報の 移動 であ る。 場
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合 に よ って は、市場調査 の結 果 と して海外 展開 をあ き らめる とい った場合 の よ うに、情 報

の移動 の結 果 、人、金 、 モノは移動 しない ことにな るとい うこと も生 じる。 また 、情 報 が

移動(獲 得)し に くい ため に、人、金 、 モノが移動 しに くいとい うこ ともあ りうる。 あ るい

は、人 、金、 モ ノの移動 に先 だ って移動(獲 得)し た情 報が不 完全 であ ったため に、後 か ら

の人 、 金、 モノの移動が 阻害 され る とい うこと もあ りうる し、場合 に よ っては 国際 的な 摩

擦の 原 因 と もな りうる。

国 際 的な人 ・金 ・モノの移動 の前提 とな る情 報 の 国際的 な移動を 円滑 に進 め るこ との必

要性 が 叫ばれ てい るが 、 この ため には、単 に情 報 の受発 信機能 を強化 す るだ けでは な く、

情報 の 円滑な流通 を促進 す るための システ ムづ くりが必要 とな る。

2.2.1日 本 情 報 の流 通 の 実 態 と 問 題

{1》 輸 入 偏 重 の 情 報 流 通

前 節 で も触れ たよ うに、1992年 度の 経常収 支は過 去最 高の1,259億 ドルの 黒字 、 その う

ち貿 易収 支は1,361億 ドルの 黒字、長 期資本 収支 は476億 ドルの 赤字(そ の うち対外直 接投

資は172億 ドル)で あ り、短期 の資本 取 引の合計 は644億 ドルの流 出超 過 とな って いる。 ま

た、1990年 のデ ータでは あ るが 、法務 省の入 出国管 理統 計に よる と、新 規入 国外 国人 数 は

293万 人(う ち短期 滞在 目的は270万 人)で あ るの に対 して、 出国 日本人数 はL100万 人(う ち

観光 等 が909万 人、短期 商用 ・業務 が144万 人)で あ り、 人、金 、モ ノの移動 は 、 日本 か ら

の流 出の方 が 日本へ の流入 を上 回 ってい る状 況 にあ る。

これ に対 して、情 報の 移動 に関 しては、定量 的 には把握 す る ことが 困難 であ るが 、 「日

本は情 報 の一方 的輸入 国 であ る」 とい った批 判が海 外か ら生 じてい るよ うに、流入 が流 出

を上 回 ってい る もの と考 え られ る。例 えば、NSF(NationalScienceFo皿dation:全 米

科学 財 団)が 発表 した1993年12月 の1ヶ 月間 のイ ンター ネ ッ トにお け る 日米 間 の情報 移動

量は 、 アメ リカか ら 日本へ が757億 ビ ッ トで あ るの に対 して、 日本か らア メ リカへ はその

半分 を下 回 る318億 ビ ッ トであ る。

(2)日 本 情 報 の 供 給 の 実 態

情 報流通 のた めの イ ンフ ラス トラクチ ャと しての機 能 は、① ネ ッ トワー ク、② 各種情 報

関連機 器、③ ソフ トウェア、④ デ ー タベ ース の4類 型 に分類 され るの が一般 的 であ るが、

日本情 報の供給 源 とな るデー タベ ー スの供 給 に も輸入 超過 の実態 が明 瞭に現 われ て いる。

す なわ ち、通 商産業 省 の 「デ ータベ ース要覧 」 によ ると、1991年 に 日本 で利 用 可能 な実

数 ベ ースの商用 デ ータベ ース2,686種 の うち、海 外企 業製 のデ ー タベ ー スはL794種 で66.8

%を 占め ているの に対 して、海外へ 提供 され てい る 日本企業 製デ ー タベ ー スは808種 の う

ちで226種 と28.0%に とどま ってい る状 況で あ る。 しか も、海外 提供 日本企業 製 商用 デ ー

タベ ース226種 の うち、 日本 語以 外(英 語 ある いは数値)で 提 供 されて い る もの は38種 に し

かす ぎず、 さらに 日本情 報 を提供 して いる もの とな ると20種(経 済 ・ビジネ ス ・金融情 報

7種 、一般 ・その他情 報13種)と 激減す る ことにな る。

(3)日 本 情 報 の供 給 サ イ ドの 問 題

デ ー タベ ースの海外 提供 を阻む供 給サ イ ドの 問題 と して は、言語 の 障壁 と国際通 信網 な

どの イ ンフラス トラ クチ ャの不 備 が指摘 され てき たが、デ ー タベ ー ス 白書1992に よ る と、
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日本製 デー タベ ースへ の海 外か らの物理 的 ア クセスを 可能 とす るイ ンフラス トラ クチ ャは

ほ ぼ整 備 された と して い る。

しか し、海 外か らの 日本製 デー タベ ースの利用 は必ず しも伸 びてお らず 、デ ータベ ー ス

の海外 提供 に関 しては、 日本 デー タベ ース協会の調査 結果 と して 、① 言語の 問題 、② サ ー

ビス およ び システ ム運 用 上の 問題 、③ 日本製 デー タベー スに 内在す る問題 点 、④料 金 の問

題 、⑤ 通信 の 問題、⑥ 人材 の 問題 、⑦ 日本語 端末の入 手 に伴 う問題 、⑧ その他 の 問題 の8

項 目に分 けて 問題 点が 指摘 され て い る。 この 中で、特 に 日本 製 デー タベ ース に内在 す る問

題 と しては 、 「海外か ら直 接国 際 回線 で利用 でき る国産 の英 文 デー タベ ースが少 な く、 大

部分 の デー タベ ースは 国 内市場 の みを対象 に構 築 ・提供 され てい る。 と くに、 国や政 府 あ

るいは研 究機 関 の保 有す る有 用 なデ ータの商用 デー タベー ス化が 、欧米 に比べ て遅 れ て い

る」 とい うこ とが指 摘 され てい る。

(4)ア メ リカ に お け る 日本 情 報 の 需 要 の 実 態

ア メ リカでの 日本情 報 の利用 に関す る需要実態 につ いては 、(財)デ ータベ ース振 興セ ン

ターが1991年10月 にア メ リカで実施 した 「ア メ リカのデ ー タベ ー スに 関す るユーザ 意識 調

査 」 によ る と、 日本情 報 に対す るニ ー ズについて は、全 回答件数263件 の うち 日本情 報 が

必要 であ る との 回答は200件 で76.0%に の ぽ って お り、 中で も電気通 信 ・電子情 報 サー ビ

ス部門(87.5%)な らび に 日本企業 と激 しい競争 を展 開 して 電気 ・一般 ・輸送 機械 部 門(81 .

0%)で 日本情 報へ のニ ーズ が高 い ことが示 されて いる。

しか し、 日本 情報 の供 給源 は、 日本 国外 で発行 され た参考 文献 が76.4%、 日本 国外 で製

作 され たデー タベ ースが71.3%で あ るの に対 して、 日本 で発行 された 参考文献 は35.4%、

日本 で製作 され たデ ー タベ ースは21.0%と 低 く、 「エ ン ド ・ユーザ の入 手情報 源を 日本 で

製 作 され た もの と、 日本 国外 で製作 され た もの とで比較す る と、人脈 によ る入 手を 除 き、

参 考文 献 な どの 印刷物 、 デー タベ ース、大使 館 ・政府 関係機 関 と もに 日本 国以外 の もの に

多 くを依 存 して い る」 と い う状 況 とな って お り、 日本 か らダ イ レク トに発 信 された情 報 の

入 手利用 度が 低 い ことが 明 らか に されて いる。

(5)ア メ リカ にお け る 日本 情 報 の 需 要 上 の不 満 理 由

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンター の 「アメ リカの デー タベ ー ス に関す るユ ーザ 意識 調査 」

では 、 日本情 報 のデ ー タベー ス ・サー ビスにつ いての満足度 につ いて も調査 を行 な ってい

る。 その結 果 によれば 、57.1%が 満足 、43.9%が 不満 で あ る と してお り、産業 部門別 で は 、

あ る程度 の 日本 市場へ の進 出 ・参 入 を果 た してい る電気 通信 ・電子情 報 サー ビス業 では 満

足度 は 高 くな ってい る もの の、 その他製 造業 、電気 ・一 般 ・輸送 機械 、非 営利 団体 ・政 府

で は満足度 が 低 い とい う傾 向が示 され てい る。不 満の理 由と しては、 モデ ム、端末 機 、通

信 、利 用料 金 が高 い とい う経 済的理 由の 回答率 は低 く、 「全 文が利 用 で きない(68 .6%)」 、

「英 文抄録 が不 十分(58.8%)」 、 「必要情 報 が収録 され てい な い(51 .0%)」 、 「デ ー タベ
ース に関す るガ イ ダ ンス が不十 分(41

.2%)」 、 「よ く使 われ て いるベ ンダを通 して入 手 し

に くい(39.2%)」 、 「原 文情 報 の入 手に 時間がかか る(35.3%)」 とい った理 由の回 答率 が

高 くな って い る。

(6)ヨ ー ロ ッパ に お け る 日本 情 報 の 需 要 の 実 態

ヨー ロ ッパ での 日本 情 報 の利用 に 関す る需要 実態 につ い ては 、(財)デ ータベー ス振 興 セ
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ンターが1991年10月 に ヨー ロッパ のデ ータベ ース業 界97社 を 対象 に実施 した 「ヨー ロ ッパ

・デ ー タベ ース産業 の実 態調査 」 が参考 に なる。 この調査 に よ ると、 ヨー ロ ッパ にお け る

デ ィス トリビュータは 、回答企 業42社 の うち32社(76.2%)が 何 らかの 日本情 報 を提供 して

お り、情報 源は 日本 で製 作 され たデー タベ ース(22社)よ りも 日本 国外で製作 され たデ ータ

ベ ース(23社)に 若干 偏 って い る。 ま た、 日本製 デ ー タベ ース の提供 分野 は、主 に産業 情 報 、

企 業 ・信用情 報 、科学 ・技術情 報 であ る。

一 方 、 ヨー ロ ッパの エ ン ド・ユ ーザ の 日本情 報 の入手 源 と しては、新 聞 ・雑 誌(48.6%)、

情報 ブ ロー カ(35.1%)、 日本 の情 報源 に直接 コ ンタ ク ト(27.0%)、 日本 に住 ん で いる 日本

人(27.0%)な どが主要 な情報 源 とな って いる。

(7)ア ジ ア にお け る 日本 情 報 の 需 要 の 実 態

ア メ リカおよび ヨー ロ ッパ とは異 な り、 ア ジア地 域 にお け る 日本情 報 の需要 実 態を示 す

調 査研 究は見つ か らない 。そ こで、今 回の 調査 にあ た って、 我 々は 中国広 東 省広 州市 にあ

る広東 省科学技 術情報 研究 所 を ヒア リング調査 した 。同研究 所 の国際オ ンライ ン検 索 セ ン

ター はア メ リカのDIALOG、ORBIT、BRSや 香港 のDialcomと 接 続 されて お り、FAXに よ る

企 業 か らの検索 依頼 に応 じて代行 検 索を行 な ってい る との こ とであ り、実際 に技術 導入 に

あ た っての技術 情報 や合弁 先の企 業情 報 を得 たい地 元企 業か らの依頼 で代行検 索を行 な っ

た結果 、 日本企 業が 紹介 され た とい う事例 を聞 くこ とがで き た。

この よ うに、ア ジア にお いて も状 況は基 本的 には アメ リカや ヨー ロ ッパ と同様 であ り、

日本 国外 で製作 されたデ ー タベ ー スを通 じての 日本情 報の入 手 が主 であ る と思 われ る。

(8)日 本 情 報 の 国 際 的 流 通 を 阻 害 す る 要 因

以 上か ら、 日本情 報の供 給 ・発 信 サ イ ドか らみ る と、①海 外 か らの 容易 なア クセ スの実

現、② 英文 によ る情 報提供 、③ 海外 の利用 者の観 点 か らの情 報 提供 、④ 官 公庁情 報の デ ー

タベ ー ス化 の遅れ とい う点 におい て、情 報の 国際的流 通 を阻害 す る要 因が 存在 して い ると

指摘 で きよ う。

一 方、 日本情 報 の需要 ・受信 サ イ ドか らみる と、 ア メ リカ だけ での 調査結 果 に基づ くも

の であ るか ら注意 は必要 で あるが 、ア クセ スに関わ るコス トはそれ ほ ど大 きな 問題 では な

く、 供給 ・発 信サ イ ドで指摘 され た問題 を反映 す る形で、① フルテ キス ト型デ ー タベ ー ス

の提供 、② ニー ズを満 たすデ ー タベ ー スの構築 、③ サポ ー ト体 制の整 備 な どが 課題 と して

浮か び上 が って くる。

2.2.2日 本 情 報 の 流 通 化 の 必 要 性 と課 題

{1)市 場 の 閉鎖 性 に つ い て の 国 際 的 誤 解

これ までに見 てき たよ うに、経 済成 長を遂 げて世 界経済 に おけ る地 位 も飛躍 的 に向上 し

た 日本の役 割に対 す る期 待 は大 き くな る一方 で、 日本の実 態 や 日本 が 国際的 な期待 に応 え

て い るこ とを示す 日本 か ら発 信 され た 日本情 報が 国際的 に流 通 してい るか とい うと、 そ こ

には多 くの問題が 存在 して い るこ とが 明 らか とな った。 そ して、 この こ とが 、 日本 に 関わ

る多 くの誤解 を生 ん でい る ことは多 くの人 々が指摘 す る ところで あ る。

経 常収 支の大 幅な黒字 に伴 い、 海外 か らの 日本市 場の 「閉鎖 性 」を指 摘す る声 が従来 に

も増 して高 まってき てい るが、 こ こに も日本 情報 の流通 上の 問題 が 関わ ってい る と考 え ら
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れ る。

す な わ ち、既 に指摘 したよ うに、輸入 障壁の観 点か らは 、決 して 日本市場 は閉鎖 的 であ

るわけ では ない。 ま た、広 く日本 独 自の歴史 、文化 、慣 習 を背 景 と した 日本 の市場 経済 シ

ステ ム とい う観 点 か らす る と、 そ こには企 業系列 間取 引、談 合 、複雑 な流通 システム な ど、

「閉鎖 性 」 と結 び 付け られ るよ うな慣 習や制度 も残 存 して い るが 、 これ らの 問題 につ いて

も、規 制 の緩和 ・撤廃 や制度 の見 直 しが行 なわれ てい る。

しか し、 この よ うな 日本 の市場 経済 システ ムの実 態 と対 応 を示 す情報 が国際 的 に流 通 し

てい るか とい うと、前 項 で指 摘 した よ うな要因 によ って流 通 が 阻害 され てお り、 その結 果

と して、事 実 と認識 との 間の ギ ャップ に基 づ く 「閉鎖 性」 に 関わ る誤 解 がかな り生 じて い

る と考 え られ る。

(2)国 際 的誤 解 の 解 消 へ 向 けて の 課 題

既 に、 日本 情 報の供給 ・発信 サ イ ドか らの問題点 と して 、① 海外 か らの容 易 なア クセ ス

の実 現 、②英 文 によ る情 報 提供 、③ 海外の利用 者の観 点か らの情 報提 供、④ 官公 庁情 報の

デ ー タベ ー ス化 の遅れ とい う4点 を指 摘 したが、 日本 市場 の 「閉鎖性 」 に関す る誤解 を解

消す るための 日本 の市場 経 済 システ ムに 関す る情 報の発 信 ・流通 を行 な うに際 して も、 こ

れ らの 問題 点へ の配慮 が必要 に な る。

第1に 、 日本 の市場 経 済 システ ムは、法律 や規 則 によ って規定 され てい ると ころが大 で

あ るか ら、 これ らの法 律 や規 則を 含 めた 「文書」 と して記録 され て きた官公庁 の行 政情 報

のデ ー タベ ー スを早急 に構築 す る ことであ る。

第2に 、海外 の利用 者 の観 点か ら、 日本 の場合 には特 に縦 割 り行 政の影 響で 関連す る行

政情 報 が複 数の 官公庁 に ま たが って いるケースが多 い ため、 官公庁 別の データ ベー スで は

な く、 キ ー ワー ドに よ って関連 の行 政情報 が全て得 られ るよ うに 、デー タベ ー スの統 合 を

図 る こ とで あ る。

第3は 、 海外 か らの容 易 な ア クセ スを実現 す るため、 そ こに接続す れば必要 な情 報 が得

られ る とい うフ ァース ト ・ア クセ ス ・ポイ ン トを設 ける こ とであ る。 しか も、需要 ・受 信

サ イ ドか らの問題 と して挙 げ られ て いた よ うに、 この フ ァー ス ト・ア クセ ス ・ポイ ン トで

のサ ポ ー ト体 制を確立 して お く必 要 があ る。

最後 は 、英文 に よる情 報提供 につ いてであ るが 、すべ ての行 政情 報 を英 文化 す る ことは

コス ト的 に も時間的 も困 難な 問題 を含 んで いる。 したが って 、 当面は要 点だ けを英 文化 し

て提供 す る ことにな ろ う。 しか し、需要 ・受信サ イ ドか らの不 満 と して トップ に挙 げ られ

てい るよ うに フル テキ ス トへ の ニ ーズが高 い ことか ら、技 術上 の 問題 は あるに して も、英

語 のキ ー ワー ドあるい は抄録 付 きの 日本語 によ るフルテ キス トを含 む フ ァク ト型 デ ータベ

ー ス と しておき、必要 で あれば 翻訳 サー ビスが可能 とい うよ うなサ ー ビス形 態 を考 え て お

く必 要 があ ろ う。

以 上の よ うな取 り組 み は 、行政 情報 のデ ータベ ー ス化 と情 報公 開 とい う政府 の 方針 と も

一 致す る上、 日本の市 場 経済 システ ムを透明 に して 日本 市場 の 「閉鎖性 」 に関す る誤解 を

解 消 し、保 護主 義につ な が る無用 な批 判を避 けるため に も有効 とな ろ う。
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2.2.3外 国 企 業 の 日本 市 場 参 入 支 援 の た め の 情 報 流 通

臼 》外 国 企 業 の 日本 市 場 へ の 参 入 支 援 の 現 状

市場 の 開放お よび輸入 の促進 とい う政 策課題 を押 し進 め るにあた っては、対 日投資 促進

モデル 地 区、外資系企 業事 業支援 会 社 、輸 入促 進地 域、総 合保税地 域 な どの構想 が あ り、

一 部 は実現へ と向 けて動 き始 めて い るが、 日本 市場 に参入 を希望 す る外 国企業 、お よび 日

本 市場 に参入 した外 国企 業 に対 す る情 報 面での 支援 も考 える必要 があ る。

ところ で、 この よ うな外 国企 業 に対す る情報面 で の支援 は、商社 や銀 行な どの民 間企 業

を別 にす る と、 日本 サイ ドで は、在 外 公館 、 日本 貿 易振興 会 をは じめ とす る貿 易振興機 関

とその 在外事 務所 、 自治体 とその在 外事務 所 、経 済連 合会 や商工 会議所 な どの 経済 団体 お

よび業 界 団体 が、各 国サ イ ドでは 、在 日公館 な らび に通商 担 当官公庁 や貿易振 興機 関の在

日事務 所 な どが行 な って お り、電子 化 され ているか どうかは別 と して 、各機 関 ・団体 に は

日本市 場 および地域 市場 に関す る情 報 や引 き合 い情 報お よび投資情 報 な どが イ ンハ ウス ・

デー タベ ース と して蓄 積 され てい る。 また、企業 情 報や製 品情報 な どの ビジネス情報 を提

供 す る商用 デー タベ ース も利用 可能 で あ る。

(2)市 場 参 入 支 援 の た め の 情 報 の 流 通 化

しか し、 これ らの商用 デー タベ ー スやイ ンハ ウス ・デ ータベ ースは それ ぞれが独立 して

存在 して い るのが現状 で あ る。そ の ため、外 国企 業 に と って は、 どこを フ ァース ト・ア ク

セ ス ・ポイ ン トとす るか に よ って 、他 のポ イ ン トで は入 手 可能 な情 報 が入 手 で きなか った

り、 引 き合い情 報 や投 資情 報 の流通 範 囲が地域 的 ・組織 的に 限定 され るな どのデ メ リッ ト

が発 生 し、 この デメ リッ トを 回避す るには複数 の機 関 ・団体 にア クセ ス しなければ な らな

い とい う別のデ メ リッ トが発 生す る こ とに なる。一 方、 引き合 い情 報 や投資情 報の 受 け手

とな る 日本企 業側 に も、 ア クセス可 能 な機 関 ・団体 が限定 されるた め、 同様 のデ メ リッ ト

が発 生す る ことにな る。

したが って、 これ らの デ メ リッ トを解 消 し、外国企 業 の 日本 市場へ の参入支 援 を強化 す

るため に も、各機 関 ・団体 に独立 に存在 す るイ ンハ ウス ・デ ータベ ースの共通 化 と共 有化

を図 り、 関連 す る商用 デ ー タベ ー ス も含め て、 ワ ン ・ス トップ ・シ ョ ッピングを可 能 にす

る こ とが必 要 となる。

(3)関 西 に お け る 日本 市 場 参 入 支 援 の 動 き と今 後 の 課 題

関西 で は、1994年9月 開港 予定 の 関西国際 空港 を は じめ と して、 ア ジア太 平洋 トレー ド

セ ンター(ATC)や ワー ル ドトレー ドセ ンターを含 むテ クノポー ト大 阪な ど、外 国企 業 の

日本 市場 参入 を促 進す る物 的 な イ ンフ ラス トラ クチ ャの構 築 が進め られて い る。

一方 、 この よ うな物 的 イ ンフ ラス トラクチ ャの整 備 と ともに、情報 流通 の側 面 か らの 支

援 の動 き も関連す る機 関 ・団体や 自治 体の 間で見 られ るよ うにな った。例 えば、 大阪府 で

は、 府 内の在 日公館 を含 め た各機 関 ・団体 の保有 す る海 外 ビ ジネ ス情 報の一 元化へ と向 け

た協議 会 を設置す る方向 で準 備を 進 めて いる。ま た、 日本 貿易振 興会 、大 阪市、 大阪商 工

会議所 は 、企 業情 報提供 に加 えて ビ ジネス相 談に も対応す る 「ビジネスサ ポー ト」の ため

の情 報セ ンターの 設置を 進め て い る。

もちろん、 このよ うな動 きは歓 迎 され る ものでは あ るが、情 報が一 元化 され て流 通範 囲

が拡 大す る ことによ るメ リッ トを考 え るな らば、地 域や 組織 の境 界 を超 えて、 関西、 そ し
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て 日本 全国へ と広 範 囲 に この よ うな動 きが進 んで い くことが期 待 され る。

2.2.4日 本 企 業 の 海 外 進 出 支 援 の た め の 情 報 流 通

(1)生 産 の 海 外 シ フ トに伴 う問 題 点

生産 の海 外 シフ トの流 れ に伴 う日本企業 の海外進 出は 、1985年 のプ ラザ 合意 に よる 円高

に よ って急 速 に進 み、1993年 春以 降の再度 の円高 によ り、海 外進 出の動 きは 中小企業 に ま

で及 ぶに至 ってい る。 しか も、今後 の国際 展開 と しては 、市場 志向 ・水 平分 業 型投資 が主

であ った北米 か ら、 コス ト追 求型の 中国を 含めたア ジアへ の シフ トが特 徴 とな って い る。

ところで 、海 外進 出企 業 は、 海外 進 出を順 調に進 めて い るわけでは な く、東 洋経 済新 報

社 の1993年 海 外進 出企業 総覧 国別 編 によ ると、海外進 出企業 は過 去15年 間で50.1%が 消滅

して いる ことが示 され て いる。

(2)不 完 全 な 情 報 収 集 によ る 撤 退

海 外進 出 日本 企業 の撤 退 の原因 は さま ざまであるが 、東洋 経済新 報社の1993年 海外 進 出

企 業総 覧 国別編 は 、今 後 の 日本企 業の 国際 展 開先 と して注 目を集 めて いるア ジア におけ る

撤退原 因 と して、進 出先 の市場 と組織 に関連 した情 報収集 の不 足 に基 づ く要 因 、具体 的 に

は 「製 品需要 の不 振 ・悪化 」 、 「現地 パー トナー との不調 和」 、 「市 場調査 、 フ ィー ジ ビ

リテ ィ ・スタデ ィの不 完 全 ・失 敗」 、 「設備 と生産技 術の不 適性 」、 「品質 管理 の困難 」 、

「マー ケテ ィング活動 の不 足」 、 および 「競争条 件 の悪化 」 を挙 げて い る。

ま た、今後 の 国際展 開先 と して特 に注 目を集 めて い る中国 において は、① イ ンフ ラス ト

ラ クチ ャの整 備の遅 れ 、②原 料 ・部 品現地 調達 の障害 、③厳 格 な外貨バ ラ ンス、④行 政 の

介入 、⑤ 各種許 認可 の遅 れ 、な どの問題 があ り、中国市 場の ポテ ンシ ャ リテ ィと低廉 ・豊

富 な労働力 の みを求 めて これ らの 問題が未 だ に改 善 され て いな ことを認識 しない で進 出 し

た場 合 には、早期 撤退 の 危険性 が 高い ことが指摘 され てい る。

(3)海 外 進 出 企 業 の た め の 情 報 支 援

今後 は、 日本企 業、特 に情報 収集 能力 に おいて大企 業 に大 幅に劣 る中小企 業が コス トプ

ッシュ要 因 によ って海外 展 開 を迫 られ るケ ースが増大 す る と予想 され る。 しか も、 コス ト

プ ッシ ュに よる海外 展 開の 場合 には、展 開先 は中国 を含 め た東南 ア ジア地 域 が 中心 とな ろ

う。

この よ うな流 れの 中で 、上 述の ア ジア地域 に おけ る不 完全 な情報 収集 によ る早 期撤 退 の

轍 を踏 む 中小企 業 を増 や さないた めに も、海 外進 出予定企 業 のため の情報 支援 が不 可 欠 と

な る。

この ため には、 進 出予定企 業 の ア クセス ・ポイ ン トとなる 日本 サ イ ドの在 外公館 、 日本

貿 易振興 会な どの 貿易振 興機 関 とその在外 事務 所、 自治体 とその在 外事務 所 、経済連 合 会

や商工 会議 所 な どの 経済 団体 お よび業界 団体 、各国サ イ ドでは、在 日公館 な らび に通商 担

当官 公庁 や貿易振 興機 関の在 日事務 所な どに蓄積 され たイ ンハ ウス ・デ ー タベ ー スの電 子

化 、共 通化 ・共有 化 、そ して これ らのデー タベ ース と関連 す る商用 デー タベ ー スを含 め た

ワン ・ス トップ ・シ ョピ ングを可能 に して 、利用す る企 業 に使 いやす い環境 を提 供す るこ

とが必要 にな る。 ま た、 アメ リカや ヨー ロ ッパ と比較 して デー タベー ス整備 が遅 れ てい る

ア ジア地域 での 、 デー タベ ー ス構 築 を支援 してい く必要 もあ ろ う。
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2.3関 西 の 国際化 と地 域 に根 ざ した情 報 の 国 際 交流

東 京一極 集 中化 の流 れが は じま った中で 「地方 の時代」 が 叫ばれ た1970年 代 、経済 成長

を達 成 して モノか らココ ロへ と価 値観 の転換 が起 こ り始 めた 中で 「文化 の時代 」が 叫ばれ

た1980年 代を経 て、1990年 代 に入 ってか らは地方 と文化 とい うキー ワー ドが融 合 し、地 方

文化 あ るいは地 域の生 活 とい う地 方 固有 の文 化基 盤 に 目が向 け られ は じめて い る。 また 、

地域 固有 の文化 基盤 か ら生 まれ る地 域 固有 の情報 の交流 によ り、心 の豊 か さを実現 して い

こ うとい う動 きが各地 で始 ま って いる。 もとよ り、 関西 は歴史 的風 土 に恵 まれ、 国際交流

を通 じて独 自の文化 を育 んで きた地域 で あ る。

この よ うな新 たに生ま れた地 域 に根 ざ した情 報交流 の流 れ の 中で、 関西 では、 関西国 際

空港 をは じめ と して、ア ジア太 平洋 トレー ドセ ンターや ワー ル ドトレー ドセ ンターを含 む

テ クノ ポー ト大阪 な ど、 海外 に開か れ た情 報通 信 ・交通 基盤 が ま さに整 備 されつつ あ る。

関西 広域 デー タベ ース セ ンターが 、 「関西 にあ る」 デー タベ ースセ ンター と 「関西の 」

デ ー タベ ースセ ンター とい う二 面性 を持つ とす る な らば、 「関西 の」 デ ータベ ースセ ンタ

ー と しての機 能 には、個 人 レベ ル あ るいは地域 レベ ルの 関西 情報 の発 信 ・流 通 を通 じて国

際 交流 を実現 してい くとい う機 能 を持 たせ うる と考 え られ る。梅樟 忠 夫氏 は、 国際交流 と

外交 を 区別 し、外 交の担 い手 は国家 であ るの に対 して、国 際交流 の担 い手 は個 人であ る と

して い る。 「関西 にあ る」 デー タベ ースセ ンター が 日本市場 の 「閉鎖 性 」 とい う誤解 の解

消を 目指 す経済 外交の ための デー タベ ース であ るとすれば 、 「関西の 」 デー タベー スは個

人 レベル あ るいは地域 レベル の情 報の 国際交流 か ら日本社 会の 「閉鎖 性 」を解 いて い くた

めの デ ータベ ース と して位置 づ け られ よ う。

2.3.1情 報 に よ る 国 際 交 流

情 報 に よる国際交流 とは 、今 ま さに 関西 に 出現 しよ うと して いる情 報 通信 ・交通基 盤 の

上 に、 関西 固有 の文化基 盤 に根 ざ した 「顔 のあ る」情報 を双 方向 で国際 的 に流 通 させ、 相

互 に国 際理解 を深 める ことに他 な らな い。

日本製 品が 海外市場 に広 く行 き渡 り、企 業の海 外進 出や海 外旅行 客 の増大 に もかかわ ら

ず 、 「顔 の ない 日本 」の レ ッテ ルが 依然 と してつ き ま とい、 自然 の流 れで あ るはずの 「国

際化 」 を キー ワー ドと して敢 えて謳 わ なければ な らない とい う日本 の 国際化 の実 状。 この

背 景 には、TOKYO(東 京)発 の形 式化 が容易 なモ ノ と金の 移動 に付 随す る ビ ジネス情 報

偏 向の 情報流通 が あ った ことを認識 しなければ な らない。経 済原 則 に基 づ く発想 で 関西 広

域 デ ータベ ース セ ンター を構想 しては実現 可能性 が低 い ことは 、市場 メカニ ズムの もとで

は売 上高 で み てデ ー タベ ー ス ・サ ー ビスの83.4%が 東 京 に集 中 して お り、近 畿の 比率 は

7.3%、 大阪 では5.6%し か な い こと(デ ー タベ ー ス 白書1993)が 如 実 に示 して いる。

2.3.2関 西 に お け る 国 際 交 流 の 流 れ と課 題

(1)さ ま ざ ま な 国 際 交 流

国際交流 が拡 大 した要 因 と しては 、海外旅 行や ビジネス ・留学 のた めの人 の移動 の国 際

化 によ る海外 での交流機 会 の増大 と就労 目的や留 学 目的の在 留外 国人 の増加 に よ る国 内で
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の交 流機 会 の増 大 があ げ られ る。

国際 交流 基金 と(財)大 阪 国際交流 セ ンターが共 同編集 した 「入 門 国際交 流」 によ ると、

国 際交 流 の形態 と して は、 ホー ムステ イ、善意通 訳、留学 生 ホス トフ ァ ミリー、外 国人へ

の情 報 提供 、 日本語 学習 、 芸術交流 、姉妹 都市交流 、姉妹校 交流 、 シル バー世 代 の交流 ・

協力 、 青少 年交 流 、地 域 の 国際化 、草の根 国際協力 、 国際理 解教 育 、 スタデ ィー ツア ー、

情 報 ネ ッ トワー クが挙 げ られて い る。

(2}姉 妹 都 市 提 携 の 動 き

世界 の各 都市 と姉妹都 市 提携 を結ん でい る 日本 の 自治 体は500団 体 を 超え てお り、提 携

数 は700組 以上 に達 して い る。提 携先 国は、 アメ リカが約3分 の1を 占めて い るが、 その

他 に もア ジア 、 ヨー ロ ッパ 、南米 、 中近東 など、広 い地 域 にわた って いるが 、 関西の都 市

での103の 提携 先 の特徴 は、地理 的 ・歴史 的関係 か ら、大津=牡 丹 江、 京都=西 安 、舞 鶴

=大 連 、 宇治=威 陽、 宮津=秦 皇 島、 向 日=杭 州 、長 岡京=寧 波 、大阪 二上海 特 別市 、堺

=連 雲 港 、池 田=蘇 州 、高 槻=マ ニ ラ ・常州、守 口;中 山、 茨木=安 産 、八尾=上 海市 嘉

定 県 、神 戸=天 津 、姫路=太 原 、尼 崎=鞍 山、明石=無 錫、伊 丹=仏 山、西 宮=紹 興 、奈

良=慶 州 ・西安 、和 歌 山=済 南 ・済州 、橋 本=泰 安 とい うよ うに 、ア ジアの 国 々、 中で も

中国の 都 市 との姉妹 提携 が 多 いとい うことである。

しか も、最近 では、 関西 国際空 港の 開設 に伴 って ア ジア諸 国 との リンケ ー ジが 強化 され

る ことを 前提 に、 関西 国際 空港 と新 たに結 ば れ ることにな るモ ンゴル をは じめ と して、 ア

ジアの 国 々か ら姉妹 都市 提 携の打 診が 関西の都 市に寄 せ られ て いる。

とこ ろで、 前 出の 「入 門国際交 流」 によ る と、姉妹都 市 間での交 流 内容 は相 互 に市 民を

招 い ての イベ ン ト開催 、児 童 ・生 徒 や教 師の派遣 な どが 中心 であ るが 、 中には実質 的 な活

動 は ほ とん ど してお らず 、姉妹都 市提携 が形骸化 してい る例 もみ られ る と して い る。

初期 の 国際化 の流 れ の 中で姉妹 都市 提携 を結 ぶ ことが 目的であ った 時代 は終 わ り、今 後

は姉妹 都 市 との交流 の 内容 が問 われ る時代 にな って きて いる といえ よ う。

(3)国 際 交 流 財 団 設 立 の 動 き

関西 は 、歴史 的経緯 か ら、 もと もと外国人の人 口に 占め る比率 が高 い とい う特 徴 を有 し

てい る。 この 外 国人 の比 率 が高 い こと、な らびに関西 国際空港 の 開港 を控 えて い るこ とを

背 景 に、 関西 の 自治 体の 間では 、外国人 向 けの行 政 サー ビスの充実 や市 民意識 の 国際化 を

目指 した国際交 流 を 目的 とす る財 団法人 を設立す る動 きが広 が ってい る。

大阪 府 では 、既 に大阪 市 、八尾 市、 吹田市、高 槻市 、箕面 市、守 口市 、豊 中市 で 国際交

流 を 目的 とす る財 団法人 が 設立済 み で、枚 方市 、茨木 市、泉佐 野市 、東 大阪 市 で財 団設立

の 動 きが あ る。 また、兵 庫 県で は神戸 市、姫路市 、加 古川市 、西 宮市 に、京都 府 で は京都

市 と園部 町 に、滋 賀県 で は近 江八 幡市 と大津市 に財 団が設立 され てお り、近 畿の 府 県 レベ

ル で も、 唯一 財 団を もっていな か った京都 府 が1996年 度 を め どに設立 す る方 向 で検 討 中 で

ある。

(4)自 治 体 の 国 際 化 対 応

各 自治体 では、 姉妹都 市提 携 や国際交流 財 団の設立 な どの他 、各 種 の国際交 流 活動へ の

補 助 ・支援 な どを行 な ってい るが、在留 外国人 が多 く居 住す る地域 の 自治体 では 、在留 外

国 人向 けの さま ざまな対 応 を採 り始 めてい る。 それ らの うちの情報 提供 サ ー ビスを みる と、
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外 国語 によ る府 県市 区町村政要 覧 、府 県市 区町村地 図、生活 情報案 内、行政 情 報案 内な ど

の提供 が行 なわ れて いる。 また、 国際交 流財 団 も外 国人向 けの イベ ン ト情報 、観 光情 報 、

日本文 化紹 介な どの各 種のパ ンフ レ ッ トや リー フ レ ッ トの提 供を行 な ってい る。

(5)外 国 人 へ の 提 供 情 報 の デ ー タ ベ ー ス 化 と ネ ッ トワ ー ク 化

旅行 は もとよ り、外 国人の通 勤 ・通学 や買 い物 と い った生 活行動 も、行政 区域 を超 え て

行 な われ る ことが多い。 自治体 内の み で情 報 を流通 させ るの ではな く、外国 人へ の提供 情

報 をデ ー タベ ー ス化 し、 さらにこれ をネ ッ トワー ク化 して、要 所に設 け る情 報セ ンターや

パ ソコ ン通信 な どを介 して提供す る ことに よ り、情 報の流 通範 囲を拡大 させ る こ とが可 能

にな る。な お、デ ータベ ース化 に際 して は、英語 と 日本語以 外 では問題 が生 じるか も しれ

ないが 、そ の場合 には、 画像情報 と して マルチ メデ ィア でデ ータベー ス化 し、 フ ァク シ ミ

リと組 み合 わせ るな どの工 夫が考 え られ よ う。

また 、 この よ うな情 報 セ ンターの ブ ラ ンチを 関西 国際空港 な どの交通 ター ミナル に設 置

す る ことに よ り、短期 滞在 外国人 の 便に供 す るこ と もで きる であろ う。 さらに、適 当な頻

度 で フ ロッ ピーデ ィス クやCD-ROMに 記録 して 、姉妹都 市 や姉妹校 、海外 へ進 出 した

企業 な どを通 じて海外へ 提供 してい くことによ り、生 活情 報 も含 めた地域 に密 着 した 日本

情報 が流通 してい くこ とにな る。

2.3.3ア ジ ア と の 「顔 の 見 え る 」 情 報 交 流

(1)ビ ジ ネ ス に お け る 関 西 と ア ジ ア と の 関 係

既 に 指 摘 した よ う に 、 関西 とア ジア との 結 び つ き は 、 地 理 的 ・歴 史 的 関係 か ら古 く、 関

西 国 際 空 港 開港 に よ り、 ア ジ ア 諸 国 と の リ ンケ ー ジは ま す ま す 強 ま る こ と に な る。

ま た 、 ビ ジネ ス 分 野 で は 、 関 西 企 業 の ア ジ ア 地 域 へ の 展 開 は 、 不 況 と 円 高 の 影 響 を 受 け

て ます ます 進 展 す るで あ ろ う。 他 方 、 ア ジ ア企 業 も、 日本 経 済 新 聞社 が 韓 国 、 台 湾 、 香 港 、

シ ンガ ポ ー ル の 消 費 財 メ ー カ ー お よ び 商 社691社 を 対 象 に1993年12月 に 実 施 した 「ア ジ ア

企 業 が 見 つ め るKANSAI」 ア ンケ ー ト調 査 に よ る と 、 回 答企 業133社 の う ち で 「関 西

の企 業 と取 引 が あ る 」 と の 回 答 は74.4%、 そ の う ち91.9%が 「さ らに 関 西 企 業 の 取 引 先 を

増 や す 」 と 回 答 して い る よ う に 、 対 関 西 戦 略 に積 極 的 な企 業 が 目立 って い る 。

{2)ア ジ ア の 学 生 か ら 見 た 日 本 と 関 西

しか し、 ビ ジネ ス以 外 の 個 人 レベ ル で は 、1993年12月 に 中 国広 東 省 広 州 市 に あ る壁 南 大

学 経 済 学 院 統 計 系(1994年 よ り経 済 情 報 シス テ ム 系 に 名 称 変 更 予 定)の4年 生37名 を 対 象 と

した ア ンケ ー ト調 査 に よ る と、 「日本 」 と い う言 葉 か ら真 っ先 に思 い浮 か ぶ 言 葉 と して は 、

自由 回 答 を グル ー ピ ン グす る と 、 電 化 製 品 や モ ー タ ー バ イ ク な どの 日本 製 品(40.5%)、 経

済 発 展 ・新 幹 線 ・高 速 道 路(32.4%)、 富 士 山 ・サ ク ラ ・着 物(35.1%)、 抗 日戦 争 ・南 京 大

虐 殺 ・侵 略(21.6%)、 日本 料 理 ・さ しみ(10.8%)、 銀 座(5.4%)、 地 震(2.7%)、 サ ッカ ー

(2.7%)、 勤勉 ・礼 節(2.7%)と な っ て お り、 「現 在 、 日本 に つ い て 最 も知 りた い情 報 」 と

して は 、 同 じ く 自 由回 答 を グ ル ー ピ ン グ した結 果 、 特 に な し(29.7%)、 日本 経 済 の 発 展 と

そ の 秘 密(29.7%)、 日本 の 女性 ・フ ァ ッシ ョ ン(10.8%)、 日本 人 の 生 活(8.1%)、 日本 的

経 営(5.4%)と な っ て お り、2.7%(1名 の み)の 回 答 と して 、 若 者 の 考 え 方 、 日本 人 の 習 慣 、

日本 の 料 理 、 コ ン ピ ュ ー タ産 業 、 日本 の 景 色 、 日本 に お け る 男 女 平 等 が あ げ られ て い た 。
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なお 、 「関西 」 につ いての知 名度 はゼ ロであ り、特定地域 の特 定の社 会 ・年齢 層 だけ を

対象 と した調査 で ある こ とに注意 しなければ な らない もの の、 日本 に対 しては 「富士 山 と

サ クラ」 とい う古 いイ メー ジと 「ハ イテ ク製 品 ・経 済発展 」 とい う新 しいイ メー ジ、 そ し

て 「侵 略」 とい う歴史 を 引 きず った イメー ジが錯綜 して お り、人 の顔 が見 え る回答 を した

の は 「勤 勉 ・礼 節」 の1名 だ けであ った。

(3)顔 の 見 え る 情 報 交 流 へ

今 ま さに関西 国際空 港 の開港 をき っかけ に、"KANSAI"と い う地 域 が 国際 的に誕生

しよ うと してい る。 しか し、 ビジネ スで 日本 と関係 して いる一 部 の人 々を 除 き、多 くの ア

ジアの人 々の 間 では、 「関西」 は もとよ り、 「日本 」す ら我 々 日本 人 が イメー ジす る もの

とはか け離れ 、 「経済 大 国」 と 「侵略」 の イメー ジで捉え られて い るので あ る。

こ こに、 「ア ジア渡 り鳥企 業」 の 引き起 こす トラブルや一 部の進 出企 業 のア ジアの人 々

を労 働力 と しか見 な い態度 か ら、 「経済 的侵略 」 とい う誤解 に よる新 たな 国際 摩擦 の起 き

る可 能性 があ る。 これ を避 け るため に も、個人 あ るいは地域 に根 ざ した 「顔 の みえ る」情

報交流 が 必要 なの であ る。

(4)情 報 の 国 際 交 流 の イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャ の 構 築 を 目指 して

情 報の 国際交 流 を進 め るにあ た って は、情報 を流す イ ンフ ラス トラ クチ ャと しての ネ ッ

トワー クが必要 とな る。 しか し、 ア ジア地 域 を対象 とす る場 合に は、情 報通 信 イ ンフ ラス

トラクチ ャの整 備 が遅 れ てい る国 も多 く、 また ビジネス情 報 とは異 な り、 国際パ ソコ ン通

信 の よ うな システ ムを構 築 した と して も、 コス トを 負担 して まで も情 報 の 国際交 流 に参加

す る人 々は存在 しない と思 われ る。その ため、 当初 はパ ー ソナル コ ン ピュー タを情 報交 流

拠 点 とな る関西 の都 市 と姉妹都 市 関係 にあ るア ジアの都 市の学校 な どに配置 し、 フ ロッ ピ

ーデ ィス クやCD-ROMに よ るオ フ ライ ンの交 流か らは じめな けれ ば な らな いであ ろ う
。

この場 合 、関西 広域 デ ー タベ ースセ ンター は、 フ ロ ッピーデ ィス ク ・ベ ー スの情 報交流結

果 をデ ー タベ ース化 し、 オ ンライ ンで国 内外へ と発 信す る とと もに 、交流 先へCD-RO

M化 して配信 す るとい う機 能 を有 す る ことにな る。
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3.情 報 技 術 の 普 及 と電 子 化 す る情 報

3.1加 速 す る情 報 の電 子化

情 報 とは本来 、形が あ る もの では な い。 そ こで情 報 は紙 ・電波 ・テ ープ ・CDと い った

媒 体 に載せ て運 ば れ、必 要 とされ る箇所 で新 聞 ・雑誌 や情報 家 電機 器 であ る電話 ・ラ ジオ

・テ レビ ・カセ ッ トテ ープ レコー ダ ・ビデ オテ ープ レコーダ ・CDプ レー ヤ ・LDプ レー

ヤな どを用 いて人 々に提 示 され る。 これ らの メデ ィアに付加 され た情 報 はテ キ ス トや音 や

映像 であ り、 日常 生活 におい ては混然 一体 とな って い る もので ある。

一 方 、情報化 の要 に位 置す るコ ン ピュータは 、企 業 活動 や 日常 生活 に必要 とされ る各 種

の情 報 を処理 す るメデ ィア と しての機 能が あ る。む ろん コ ン ピュー タ以 外の メ デ ィア も、

あ る意 味で雑 多 な情 報 を整然 と した形 に変換 す る処理 を お こな っては い る。 しか し人 間 と

の会話機 能(イ ンタ ラクテ ィブ)を 保 ち、意志 を汲 み とって各種雑 多 な情 報 を処理 す る機

器 は他 には ない。 すな わ ち、 コ ン ピュー タは 電子 化 され た情 報 をイ ンタ ラクテ ィブ に処 理

す るための メデ ィアで あ ると定義 す る こと も可能 で あ る。

90年 代初 めか ら、 この メデ ィア は職場 の ひ と りひ と りの机の うえ に ノー ト代 わ りに置

かれ、 さらに個 々人の 日常生活 の レベ ル にま で深 く浸透 しつ つ あ る。 この よ うにパ ー ソナ

ル化 された コ ン ピュー タは個人 の知覚 の みな らず感 覚 を拡大 す るため の道具 と しての 意味

を持 ちは じめて お り、今 後ネ ッ トワー ク網 との連 結 を深 め、新 しい社会 資本 と しての 位置

を確実 に構成 しよ うと して いる。

そ こで、 こ こでは情報 流通 にかか わ る情 報媒体 の 中か ら、CD-ROMを 取 り上 げ、従

来 の 印刷媒体 との比較 を行 う。 ま たオ ンライ ン通 信 のなか か らは、パ ソコ ン通信 や最近 話

題 とな って い るイ ンターネ ッ トを取 り上 げ、情 報技術 が情 報流通 とどの よ うに 関連す るの

かを見 てい く。

3.1.1印 刷 媒 体 か らCD-ROMへ

情 報 を運 ぶ媒体 と しての書籍 、新 聞、雑 誌 な どの 印刷物 は、活版 印刷 に よ る繰 り返 し反

復 生産 が可能 とな って以 来、現在 まで主要 な メデ ィア と しての位 置を 占め てい る。 この メ

デ ィア が有効 で あ るの は比較 的廉 価 であ る とい う理 由だ けでは な く、 いつ ど こにで も持 っ

てい くことがで き るとい う可搬性 にあ る。 しか も情 報を再 生す るため の特別 な装 置 を必要

と しな い とい う利 点 も重 要な ポイ ン トで あ る。

しか し年 々出版 され る印刷物 の数 は膨大 とな り、 その管理 方法 、多 くの 中か ら必要 とす

る情 報 を見 いだす ための 方法、情 報 の交換 に は人手 を介す る必要 があ る ためそ れ らの 時 間

とコス トを 削減す る方法 、な ど様 々な問題 がす で に顕 在化 して い る。 さ らに限 りあ るパル

プ原料 を消 費す る ことか ら くる地 球環 境保 全 と も絡 み、上 述 した利 点 があ るに もかか わ ら

ず今 後 ブ レー クスルー を求め られて い る重 要 な問題 であ る。

今 日、手軽 で大容 量の 記憶媒体 と して脚 光 を浴 び てい る もの に光 デ ィス クが あ る。CD

-ROM(CompactDiskReadOnlyMemory)は
、ア ル ミ素材 にポ リカー ボネイ トでコーテ

ィング した直径12cm、 厚 さ1.2mmの 円盤 状の記 憶媒 体 であ る。
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通 常 フロ ッピーデ ィス ク1枚 に は約1MB(メ ガ バイ ト)の 容量が あ り、A4サ イズ の

紙 で約280ペ ー ジ分 の情 報 を記憶 させ る ことが でき る。一 方 、CD-ROMは540M

Bの 容量 が あ り、フ ロ ッピー デ ィス クの500枚 以上 に相 当 し、十数冊 分の百 科事 典 を一

枚 に収 め るこ とが で き る。

しか し、CD-ROMの 本質 的 な利 点は 、大容量の情 報 記憶 媒体 である とい うこ とでは

な い。CD-ROMの 他 の情報 媒体 に対す る優 位性 は、大量 プ レス によ って スケ ール メ リ

ッ トが発 生す る点 にあ る。 もちろん上 述 した印刷媒体 の メ リッ トの 中で、可搬 性 や装 置 の

問題 は解 決 されて いな い 。 しか し、CD-ROMは オ ンライ ンサー ビス と組 み合 わせ る こ

とで印刷 媒体 では な し得 ない、 さま ざまな サー ビスの形 態 を作 り出す こ とがで き る。 た と

えば 、辞書 、辞 典、 マニ ュアル とい った大容量 の情報 を持つ 書籍 の代 わ りと して用 い られ

るだけ でな く、 迅速 に入 手 したいデ ータベ ース情 報 を送 る場 合 に も用 い られて い る。 ま た、

CD-ROMを 用 いた ソフ トの販 売 もすで に行 われ てい る。 このサー ビスは、 あ らか じめ

暗号化 した市販 ソフ トをサ ンプル 版 と ともにCD-ROMに 焼 き、安価 に(あ る いは無料

で)配 布 し、購入 を希 望 す る ソフ トの みオ ンライ ン(こ れ は電話 で も郵便 を使 って もよ い

のだ が)で 暗号解 読 の キー を送 る とい うもの であ る。 まだ一 般 的な方法 とはい い難 いが 、

通 常 の流通 ルー トで販 売 す るよ りも流通 コス トはかな り圧 縮 で き る。 ここで留 意 して も ら

いた いの は、新 たな 電子 媒体 の 出現 によ って、 この よ うな新 た なサー ビスの形 態が発 生 す

る可能 性 を持つ ことであ る。CD-ROMに つ いて言 えば、今 後 どの よ うな経過 を た どる

の か を予測 す る ことは難 しいが、新 たな媒体がCD-ROMに と ってかわ った と して も、

電子情 報の 媒体 は印刷 媒 体 とは異 な った何 らかの特性 を 持 って いる。重要 な ことは、 どの

よ うな媒体 が 出現 して も、 それぞ れの媒体 の特性 を活か した情 報流通 の仕組 み を見つ け て

行 くこ とにあ る。

3.1.2出 版 物 の 電 子 化 と デ ー タ ベ ー ス

情 報 の電子化 の影 響 は 印刷物 の 出版 形態 に も及 ん でい る。今 日、文 書を ワープ ロで作 成

す る こ とは あた りまえ の こ とにな って いる。文 書化 した フ ロ ッピー を出版 社 に送 った り、

さ らに は通信 で文書 デ ー タを送信 し、 出版社 では原稿 を経ず して文書 データ その ものを 得

る状 況が 増え て きてい る。 グ ラフ ィ ックス につ いて も、以前 と較べ れ ばはるか に容 易に コ

ン ピュータで作 成す る こ とがで き る。 さらに写真 な どの画像 情報 を適宜 割付す る作業 な ど

出版 自体 を電子化 しよ うとす る試 みがDTP(DeskTopPublishing)で あ り、 パ ソ コ ン レ

ベ ル の安 価な システ ム も登場 して い る。

この よ うに、 従来 よ り基本 的 に紙 を媒介 とす る情 報 の環境 が徐 々に ではあ るが確実 に 変

化 し、 出版 とい う情 報発 信の社 会 システム まで も様 変 わ り しつつ あ るのが現 在 の状況 で あ

る。 そ して、CD-ROMと 印刷 媒体 は置 き換 わるの ではな く、 それぞれの メ デ ィアの特

性 を活 か しなが ら共 存す る ことに な るだろ う。 印刷 媒体 で 出版 され た情報 が原稿作 成 ・編

集 過 程 で 電子化 されて い る ことに よ り、デー タベ ース化 は容 易 に なる。 この よ うな好循 環

は新 聞社 の デー タベ ー ス な どに典 型例を見 ることが で きる。

しか し、現 実の運用 場 面 では 、 まだ問題 も多い。米 国の デ ータベ ースに較べ る と、わ が

国 では新 聞 ・雑 誌 の収録 はま だま だ少な い ことが指 摘 され て い る。例 えば、米 国 ミー ド ・
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デ ータ ・セ ン トラル社の"NEXIS"に は約800の 出版物 が ほぼ全 文 で入 力 されて い

るが 、 わが国の場 合到底 これ には及 ば な い。

これ にはい くつ かの原 因が考 え られ る。 まず、 出版物 のCTS(電 算 写植 システ ム)化

の遅 れが挙 げ られ る。今 や コ ン ピュー タを 制作 に全 く使 わな いケ ース はな いとは いえ、 そ

の逆 に、完 全 にコ ンピュー タ化 されて い るケース も稀 な部類 に属す る。 日本の新 聞 ・雑誌

の紙 面が諸 外国の もの に くらべ 凝 った もの であ るこ とや 、 日本 語の特 性 もあ って、英語C

TSよ りも日本語CTSは 技術 的 に も困難 で、普及 も米 国ほ どでは な い。 と くに専 門紙 で

はCTSは ま だまだ遅れ て お り、 ビジ ュアル化 が著 しい雑 誌 の場合 、一 層マ ンパ ワーに頼

る面 が多 くな ってい る。

CTS化 され てい る場 合 で も各 出版社 ・新 聞社 は独 自性 を競 い合 ってお り、最 終 的な 目

的が 出版物 の発行 にあ るた め、制作 システ ムは各社 ごとに千差 万別 な もの とな って い る。

わが 国の新 聞CTSは 、 日本IBMと 富士通 の もの が もっぱ ら利 用 され て いるが、新 聞社

ごとに それ ぞれ システ ムに微 妙な差 異 があ る。ま た雑誌 は、 マ ッキ ン トッシュな どパ ソ コ

ンで の小回 りの き くシス テ ムが多 く、 互換性 等は 当然の ことなが ら考 慮 され ていな い。 つ

ま り"業 界 標準"的 な システ ムが な いわ けで、その 結果 デー タベ ース化 す るため には個 別

の開発 が必要 とな ってい る。

ま た、OCR(光 学式 文字読 み取 り装 置)で の入 力は必 ず しも成功 して いない。単 行本

と違 って新 聞 ・雑誌 はペ ー ジ レイ ア ウ トが多様 で あ り、OCRで の機 械 的な読 み と りで は

対応 で きない。従 って現 状 では、 マ ンパ ワーによ るパ ンチの方 がOCRよ り安 価 であ る と

い う状況 にな ってい る。

上 記の よ うな事情 か ら、 出版 物 のデ ー タベ ース化 は意 外に進 ん でい ない。 この ため、 あ

る程度 多 くの利用 が見込 め ない限 りIPと デ ィス トリビュー タ双方 に とって開発 コス トの

回収 は難 し くな ってい る。現 状で は新 聞 ・雑 誌社の 多 くに と って 、デ ータベ ース ・ロイヤ

リテ ィ収入 は決 して大 き くはな く、IPが システ ム開発 に二 の足 を踏 む 原因の ひ とつ と も

な って いる。近年 ではデ ー タベ ー スへ の提供 が 出版物 の販売 減 につ なが る ことを危惧 す る

向 きは少 な くな ってい るが、 開発 コス トに見 合 う収入 が得 られな い ことを理 由にデ ィス ト

リビ ュー タへ の供給 を拒 む例 は依然 と して見 られ るよ うだ。

3.2ネ ッ トワ ー ク 化 す る 情 報

3.2.1ネ ッ トワ ー ク 化 と 通 信 規 約

こ れ ま で 、 閉 じた情 報 の ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム と して 、 個 々の 企 業 内 や 特 定企 業 間 を

中 心 に 数 値 や 文 書 情 報 の 電 子 化 は 図 られ て き た 。 例 え ば 、 受 発 注 な どの 商 取 引情 報 を 電 子

的 に や りと りす る デ ー タ 交 換 で は 、 デ ー タ を コ ン ピ ュー タ に 入 力 し、 通 信 回 線 を 介 して交

換 す る こ と に よ り、 異 な っ た コ ン ピ ュー タ 間 を 結 び 付 け る 手 順 を 相 互 に 合 わ せ ね ば な らな

い 。

こ の 手 順 、 す な わ ち通 信 プ ロ トコル に 国 際 標 準 規 格(ISO)に よ る 開 放 型 シス テ ム 間 相

互 接 続(OSI:OpenSystemsInterconnection)が あ り、 こ れ に 準 拠 す る こ と に よ り、 情

報 伝 達 レベ ル で の 標 準 化 を 図 る こ とが 可 能 とな る。
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OSIを 概 念 的に理解 す るため には、郵 便の仕組 みを思 い浮 かべれ ば よいだ ろ う。手 紙

を誰 か に送 ろ う とすれ ば 、便せ んに メ ッセ ー ジを書 くわけ だが 、 これ を郵送 しよ うとす れ

ば封 筒 に便箋 を いれ宛 先の住 所 と宛 名 を書か な くては な らない 。 この郵 便 は郵便 局で地 域

ごとに 区分 され宛 先 を記 した袋 に詰め られ る。 これで よ うや く目的地 に向か って送 るこ と

が でき る。一方 、受 け取 った郵便 局では 袋の 中か ら封筒 を と りだ し、宛 先 に配達す る。配

達 され た相 手 は封 筒 を破 り、 中の メ ッセ ー ジを読 む。す なわ ち、 便せ んに書 かれ た メ ッセ

ー ジを郵 便 とい うシステ ムを使 って送 るた めには、い くつ か の段階 で幾 重 に も包装 す る こ

とが必 要 なの であ る。OSIの7層 は この包装 にあた る。情 報 の送 り手 は、 伝達す る情 報

を上位 層か ら下 位 層 に渡 す過程 で デー タにヘ ッダーをつ け、受 け取 る側 は反対 に付 加 され

た情 報 を取 り除 いて メ ッセ ー ジを取 り出す わ けであ る。 これ はあ くま で も情報 その もの を

正 しく伝達 す る ため だけの機能 で あ り、 これ に加 えて複数 の 間に成立 す る取 引のデ ー タ フ

ォー マ ッ トに 関 し、た とえばEDI(電 子 デー タ交換)と い うアプ リケ ー シ ョン レベル の

標 準化 を図 るこ とで、情 報の ネ ッ トワー ク化 が達成 で きる。

送信者

↓

(手紙便せん)三 ≒ 三

↓

封筒[三 コ

1

メッセー ジ内 容

伝 達 のプ ロトコル

/
〃

/

宛 て先 指定,配 達
のプ ロトコル

受信者

↑

↑

口
|

郵送箱 輸送 のプ ロトコル

一
匡遜][遮 司

〔
参 考 文 献:ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ ク チ ャー イ ン タ ー ネ ッ トワー キ ン グ

日経 コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン1993.8.16

この よ うに標 準化作業 とい う基 盤の うえ に張 られ たネ ッ トワー ク網 、 さ らに はその上 を

流 通す る情 報 を蓄 積す る ためのデ ー タベ ー ス とい った社 会的 な システ ムは 、今後 の新 しい

社 会資 本 と して重 要 な意 味 を持 ちつつ ある。

従来 に お いて も上下水 道 ・ガス ・電話等 は蛇 口や コ ックや受話 器 その もの に直接 価値 が

ある もの では な い。それ らが社 会 の隅 々に張 り巡 らされ た上下水 道管 ・ガス導 管網 ・公 衆

回線 等 が あ って こそ、社 会資本 と して意味 があ り、情報の 電子化 もネ ッ トワー ク網 や各 種

デ ータベ ー スが 整備 され ては じめ て社 会資本 と して位置づ け され得 る。
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3.2.2パ ソ コ ン 通 信 、 電 子 メ ー ル

個人 の レベ ル に 目を移 す と、公衆 回線 で コ ン ピュー タ間を結 びパ ソ コン通 信 をお こな っ

て いる人 口は200万 人 に達す る勢 いで あ る と言 われ てい る。PC-VANやNIFTY

-Serveな どのパ ソ コ ン通 信 には電 子 メール 、電子掲 示板 、電子 会議 、各 種 フ ォー ラ

ムが あ り、1対1や1対 複数 な ど各種の情 報 のや り取 りをお こな うこ とが で き る。

パ コソ ン通 信の 利 点は、 時間 と空間 を越 えて、情 報 を即座 に相手 に伝 え るこ とが で き る

点 にあ る。 手紙 と比較 した場 合、 その点 で はFAXも 同様 の利 点 を持 つが 、電 子 メール は

受 け取 った情 報 の電 子的保 存 と元情 報 の加工 性 とい う面で、 大 きな優 位性 を持 つ。

さ らに電話 な どでは受話器 を取 った相 手側 の都 合 に関わ らず一定 の時 間を拘 束す ると い

った欠 点があ るが、 電子 メール では忙 しい ときはス トック させて おき、 時間 に余裕 の あ る

時に ま とめて処理 す るとい った こと も可能 とな る。

3.2.3国 際 化 す る ネ ッ トワ ー ク 、 イ ン タ ー ネ ッ ト

イ ン ター ネ ッ トとは 一 般 的 に は 相 互 接 続 さ れ たLANの こ と を 指 す 。 しか し、TheInte

rnetと 綴 られ る場 合 に は 、 全 米 科 学 財 団NFLの ネ ッ トワー クにTCP/IP接 続 され た

世 界 各 地 に拡 が るLAN群 を 指 す 。 ネ ッ トワ ー ク ア ドレス だ け は ア メ リカ のNIC(The

NetworkInformationCenter)が 一 元 管 理 して い る もの の 、 ネ ッ トワー ク 全 体 の 管 理 者 は

い な い 。従 って 利 用 者 数 も概 数 で しか 把 握 で き な い 。 き わ め て フ ァジ ー な ネ ッ トワー ク な

の で あ る 。 わ が 国 で は 電 話 線 で シス テ ム 間 を つ な ぐJUNETや 専 用 線 で 研 究 機 関 ・大 学

間 を つ な ぐWIDEな ど が 中心 とな って発 展 して き た 。 機 能 的 に は パ ソ コ ン通 信 とあ ま り

か わ らず 、 電 子 メ ー ル 、 ネ ッ トワー クニ ュ ー ス 、 フ ァイ ル 転 送 、 リモ ー トログ イ ンな どの

機 能 が 利用 さ れ て い る。 この 中 で ネ ッ トワ ー クニ ュ ー ス は パ ソ コ ン通 信 の フ ォ ー ラ ム やS

IGに あ た る機 能 で あ る 。 パ ソ コ ン通 信 と異 な る 点 は 、 フ ォー ラ ム が セ ン タ ー の コ ン ピ ュ

ー タ上 に あ る の に 対 し、 イ ンタ ー ネ ッ トで は 同 報 通 信 機 能 で 参 加 者 に ニ ュ ー ス の 形 で情 報

を 発 信 す る点 で あ る 。 こ れ は イ ン タ ー ネ ッ トの 場 合 に は 中心 と な る セ ン タ ー が な い た め で

あ る 。 また 、 リモ ー トロ グ イ ンは パ ソ コ ン通 信 に は 存 在 しな い概 念 で 、 相 手 の コ ン ピ ュ ー

タ を 自 由 に使 う機 能 で あ る。 パ ソ コ ン通 信 もセ ン タ ー コ ン ピ ュー タ の 機 能 を 使 っ て い る 訳

だ が 、 こ ち らは メ ニ ュ ー に 示 され た 決 め られ た 機 能 しか 利 用 す る こ と は で き な い 。 フ ァイ

ル 転 送 は 、 パ ソ コ ン通 信 で フ リー ウ ェア な ど を ダ ウ ン ロー ドす るの と ほ ぼ 同 じイ メ ー ジ の

機 能 で あ る が 、 情 報 が 保 存 され て い るの は サ ー ビ ス を 提 供 す る セ ンタ ー で は な くて 、 同 じ

利 用 者 の マ シ ンの 中 で あ る 。 イ ンタ ー ネ ッ トで は ア ノニ マ スFTP(FileTransferProtc

o1)と い っ て不 特 定 多 数 の ユ ー ザ ー に 匿 名 で 自身 の マ シ ンを 公 開す る習 慣 が 定 着 して お り、

こ れ が 情 報 の 共 有 に大 き な 力 と な っ て い る。

ま た 、 イ ンタ ー ネ ッ トを 巡 る最 近 の 最 も大 き な 動 き は 、 商 用 サ ー ビ ス 提 供 業 者 の 出現 で

あ る。 こ の こ と に 関 して は4章 を 参 照 され た い 。
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3.3情 報 技術 の 革 新 方 向、 マル チ メデ ィ ア

上述 した よ うに従来 の 印刷媒体 に代 わ って情 報を 電子化 し、CD-ROMな どの 媒体 を

通 じて処理 した り、文 書情 報以 外で も図や写真 とい った画像 情報 も適 宜割 り当 て る ことに

よ り電子 出版す る とい った ことが比較 的簡 単 にで きるよ うにな って きて いる。

紙 とい う旧来 の情 報媒 体 か らCD-ROMな どの光 デ ィス クやMOと い った光 磁気 デ ィ

ス クが新 しい情 報 媒体 と して企業 や家庭 に入 りこん でき た。

ま たネ ッ トワー ク網 を通 じて電子化 され た情 報を交換 す る ことに よ って企 業 に おけ る業

務 を省力化 す る こ とや 電子 メ ール で通信す るとい った こと も社会 全般 に広 が りつつ あ る。

この よ うに現 在進 行 してい る情 報の 電子 化 はお もに文書情 報 を中心 に展 開 され てい る。

しか し人 間が 日頃扱 う情 報 には文 書以外 に も音声 や映像 な どが あ り、 テ レビ ・カセ ッ トテ

ー プ レコーダ ・ビデオ テ ープ レコーダ などのア ナ ログ情 報機器 も家 庭 に と って 欠かす こ と

が できな い装置 で あ る。

アナ ログデ ー タの情 報 媒 体は 印刷媒体 にな い音声 情報 や映像 情報 とい う新 しい情報 を商

品化 す る糸 口を作 ったが 、 再生転送 作業 を繰 り返 す過程 で劣化 を伴 い 、 しか もそれ ぞれ が

個別 の信号 形態 で あ るた め、統一 的 に扱 うことが難 しい とい う欠 点が あ る。

そ こで今 日、 文書 の み な らず音声 お よび画像 につ いて もデ ィジタル化 を 図 り、品質 の劣

化 や不 統一性 を排除 しよ うとい う傾 向 にあ り、 その先鞭 をつ け たのがCD-DA(Compact

DiskDigitalAudio)で あ る。CDプ レーヤは デ ィジタルデ ー タを音声 情報 に変 換す るた

めの装 置 であ り、従来 レコー ドが 占めて いた音声情 報の メデ ィア と しての地 位 をCD-D

Aが くつが え したの は音 の 良 さにあ り、再 生に伴 う劣 化 を半永 久 的に 防 ぐこ とが 可能 とな

る ためで あ る。

この媒体 に コ ン ピュー タで使 わ れ るデ ジタル情報 を いれ た ものが 上述 したCD-ROM

であ る。 この よ うな デ ィ ジタル化 の利 点は デー タの劣 化 を防 ぐことが でき る こと、伝送 速

度 が アナ ログ情 報 よ り速 い こ と、各 種のデ ータを統一 的 に扱 うことが可 能で あ る こと、圧

縮 再生 とい った技 術 によ り大容 量の デー タを高速 に処理す るこ とが 可能 であ る こ とな どを

あげ る ことがで き る。

今 日光 デ ィス クには 再 生専用 のCD-ROM以 外 に追加 記録 ので き るDRAWや 書換 え

再 生 と もに可 能 な光 磁気 デ ィス クMOと い った製 品 も実用化 されて い る。

文 書 情 報 ば か りで な く音 声 や 映 像 と い っ た デ ー タ を コ ン ピ ュ ー タ処 理 す る た め に は 、 デ

ー タ の デ ィ ジ タル 化 と 記 憶 媒 体 の 大 容 量 化 お よ び ネ ッ トワー ク化 を は か らね ば な らな い が 、

3つ の 技 術 的 な 課 題 と と もに そ れ らの 標 準 化 は 必 要 不 可 欠 な 問 題 で あ る。

今 後 テ キ ス ト ・音 ・画 像 な ど各 種 の 情 報 が 混 在 して扱 わ れ 、 ま た 異 な っ た 国 籍 や 企 業 間

に お い て 、 通 信 回 線 を 通 して や り取 り され る た め に は 、 テ キ ス ト ・音 声 ・画 像 等 を デ ィ ジ

タル 化 す る方 法 や 記 憶 媒 体 の 規 格 に つ い て も、 こ と細 か な 標 準 化 を お こな う必 要 が あ る 。

た とえ ば 、 画 像 デ ー タ に は その 圧 縮 に 関 す る方 法 の 標 準 化 が あ る 。 国 際 標 準 化 機 構(I

SO)と 国 際 電 気 標 準 会 議(IEC)の な か でJPEG(JointPhotographicExpertGro

up)に お い て 静 止 画 の 規 格 が 、 ま たMPEG(MovingPictureExpertGroup)に お い て動 画

像 と音 声 の 規 格 が 作 られ て い る。
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文書 デ ータの みで あれば、公 衆回線 を間借 り した現行 のパ ソコ ン通 信 で も十 分で あ るが 、

大容量 のデ ー タを即座 に送信 しよ うとす れば 、光 フ ァイバ ーケ ーブル に よ るデ ィジタル 回

線 が必 要 とな る。 この 回線 を用 い て多 目的 で総 合的 なサー ビス を提供 す るデ ィ ジタル ネ ッ

トワー クであ るISDN(IntegratedServicesDigitalNetwork)お よび広 帯 域ISDN

(BroadIntegratedServicesDigitalNetwork)を 構 成す るこ とで は じめて 可能 とな る。

一 回線 で複 数の通 信 をお こな えるの み な らず 、1MBの デ ー タ転送 に毎秒64キ ロ ビッ トの

転送 速度 のサー ビス な ら3分 、毎 秒1.5メ ガ ビ ッ トの サー ビス な ら8秒 、1ギ ガ ビ ッ ト

な ら0.012秒 とい う瞬 時に転送 可 能で あ る。

技術 の進 歩は遠 くない将来 にお いて文 書 、音 声 、静止画像 、動 画像 を同 じレベル のデ ー

タを して扱 うこ とを可能 と し、企 業 活動 の形 態を変 え るとい った影 響 は もちろん個 人の ラ

イ フス タイル まで大 き く変 える変化 とな って現 れ る ことは確 実 で あ る。

町に見 かけ る本 屋 、フ ォ トシ ョップ 、新 聞ス タ ン ドな どや 出版 社 、放送 局 、新 聞社、 教

育機 関 な ど従来 マスの力 で一 方的 に情 報を送 ってい た発信 源 や、 マス情 報 を運 ぶ シス テ ム、

さ らに は旧来型 の処理 しか施 しえ な い シス テム な どは大 き く変 化す る もの と考 え られ る。

「情 報 のイ ンフラ整 備」 は今 後 の社 会や経 済 に及 ぼす影 響 か ら考 え 、非 常に公共 性 の高

い もの であ り、 「方式 等の標 準化 」 な ど適 切な処 置を施 さな い と無用 な混乱 を生 じる こと

は近 年 ビデオ カセ ッ ト装置 の方式 の差 異に よ る消費者の 戸惑 い等 が如実 に表 してい る。以

上 の技術 的 な考 察 を踏 まえ公共性 の高 い新 しい社 会資本 を維 持 し、技 術の推 移 に適応 した

標準 化作 業 は、関西広 域 デー タベ ー スセ ンター の重要 な役割 であ る と考 え る。
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4.情 報 流 通 と 標 準

4.1情 報 の 自由な 流 通 の 実現 に向 けて

これ まで、情 報 イ ンフ ラの未整 備 な どの理 由か ら情 報 の流通 は これ までか な りの 制約 を

受 けて きた。 この制 約が 、情 報 に希 少価値 を付加 した。 しか し情報 は本来 「無 限の 自由財 」

の はず であ る。 この 前提 に立 てば 、情報 の本質的 な価値 は相互 付加性 、す なわ ち複数 の 情

報 を組 み合わせ ること に よ って発 生す る新 た な価値 の創造 に求 め られ る。本 セ ンターの 究

極 的 な 目標 は、情 報 の相 互 付加 性 を促進 し支援す る ことであ る と も考 え られ る。

しか し、現 状 では 自由な流通 は ま だ実現 していない。 ネ ッ トワー クの あ ちらこ ち らに 流

れを妨 げ るボ トルネ ックが存在 す る。 たとえば、 「地 域 の国際 情報 ・通信交 流'92」 調

査 は 、国際情 報発 信が極 度 に東 京 に集 中す る様子 を伝え てい る。 さ らに、 この調 査 は 同時

に情報 遍在 の原 因の ひ とつが 、マ ス コ ミを介 した2段 階の情 報 の流 れ にある ことを教 え て

くれ る。

マ ス コ ミやデ ー タベ ー スサ ー ビスな ど、情 報を集約 す る ことで情報 への ア クセ ス を改 善

すべ き機 構 がか え って情 報の流 れ を妨げ る関門 にな って いる とは考 え られ ない であ ろ うか。

本 セ ンタ ーに与 え られ た社 会 的役 割 とは、情 報の遍在 を是正 し、社会 の 中に 自由な情 報 の

流 れを 形づ くるこ とで あ る。 この ためには1次 利用者 、2次 利用 者 な どの 区別を廃 し、個

人 ・組織 を 限 らず 誰で もが 自由に情報 にア クセスで きる環境 の整 備が これか らの大 きな課

題 とな る。 この ため には 、通 信 プ ロ トコル を含めた情報 通信 基盤 の整 備が必要 で あ る とと

もに、 その うえ で流 通す る情 報の 内容 と形式 に関す る社 会 的合意 の確立 が急 がれ る。

4.1.1イ ンタ ー ネ ッ トに み る 自 由 な 情 報 流 通 の 可 能 性

情 報通 信基盤 の整 備は 着実 に進 ん でい る。新社 会資本整 備 の一環 と して実験 プ ロジ ェク

トもは じま り、FTTH(フ ァイバ ・ツウ・ザ ・ホーム)を 含 むB-ISDNの 回線整 備 な ど次 世代 通

信網 の実現 は 間近 に迫 って い る。 そ して、 これ らの基 盤整 備 を待つ こ とな く、 だれ で も自

由 に参 加 で きる環境 を実現 したネ ッ トワー クが ある。イ ンタ ーネ ッ トであ る。 イ ンタ ーネ

ッ トは学術情 報 とい う特 殊 な領 域 を中心 と して発展 した ため に、 まだ一般 には広 く知 られ

てい な い。 しか し、これ か らの数 年 間で社 会的 に大 きな影 響 を もた らす ことが確 実視 され

てい る。 イ ンターネ ッ トの社会 的影響 が どの程度 まで拡 大 す るのか 、現 時点で は確 か な予

測 は で きない。 しか し、 従来の ネ ッ トワー クとは大 き く異 な るその特 徴 に、今大 きな期 待

が 寄せ られ て いる。

イ ンター ネ ッ トが 開放 型ネ ッ トワー クの性 質を維持 しな が ら巨大 なネ ッ トワー クに成 長

した背景 には、以 下 に列 挙 したよ うない くつ かの要 因が存在 した。 しか し、 これ らの成長

要 因は 、 同時に普及 の 阻害要 因 と もな って いたが、 これ らの 阻害要 因 は ここ1～2年 の 間

にか な り解 決 されてい る。

(1)イ ン タ ー ネ ッ トは メ タ ネ ッ トワー ク 、す な わ ち 「ネ ッ トワー ク の ネ ッ トワ ー ク 」 で

あ る 。 利 用 者 が 他 のLANと 接 続 す れ ば イ ンタ ー ネ ッ ト自体 の 規 模 が 拡 大 す る こ と に な る 。
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これ が イ ンターネ ッ トが急成 長 した原 因で あ る。 この ため、利 用者 が一定数 を 超 えた時 点

か ら驚 くべ き勢 いで増殖 をは じめ た。LAN同 士 の相互接続 なの で透過性 には優 れ てい る

が、 セ キ ュ リテ ィーの面 で不 安が残 る こと も事実 であ る。商用 サ ー ビスが開始 され て も企

業ユ ーザ はセ キ ュ リテ ィーの問題 で加入 をため らうこ とも多 か った よ うであ る。 しか し、

現在 で はセ キ ュ リテ ィー を確保 す る方 法 もい くつ か提案 され てお り、特 に大 きな 問題 点 と

は いえ ない。

(2)元 来、 イ ンターネ ッ トは学 術研 究機 関が共 同研 究を行 うための情 報基盤 と して誕 生

した とい う経緯 があ る。 学術機 関の研 究者 や企業 の 間で電子 メール によ って情 報交 換 をお

こな った り、研 究資料 とな る ドキ ュ メ ン トを入 手 した り、 さらには遠 隔地の コ ン ピュー タ

に ログ イ ン した り、 とい った活動 が 行 われて きた。 また、 ボ ラ ンテ ィア 中心 で運 営 され、

ネ ッ トワー ク利用 の 目的 はAUP(AcceptableUsePolicy)に よ って、研 究 に限定 され

て いた。 このた めにネ ッ トワー ク参 入著 聞の利 害が 対立 しなか ったこ とが 、イ ンターネ ッ

トの規 模 を 自然 に拡 大 させ た。

ただ し、教 育 ・研 究へ の利用 限 定 は、一方 で イ ンター ネ ッ トの拡 張を 阻害す るこ とに も

つ なが った。最近AUPに 拘 束 され ない商用 サー ビスが 開始 され、 この制 限 も消 えつ つ あ

る。商用 利用が 可能 にな った この1～2年 の間 に接 続 された ホス ト数 は急速 に増加 した。

この ほ とん どが企 業ユ ーザ であ る こ とか ら、今後 は企業 ユーザ が主 体 とな ってネ ッ トワー

クの在 り方が決 め られ る こ とにな ろ う。

(3)イ ンターネ ッ トはTCP/IPを 標 準的 な通 信手 順 と して採 用 して いる。 逆 に言 え

ば 、TCP/IPを 用 い て相互接 続 され たネ ッ トワー クが イ ンターネ ッ トとい って もよ い。

イ ンターネ ッ トの普及 を語 るときTCP/IPの 存在 を忘れ るこ とは で きないが 、 これは

TCP/IPが 最良 の通 信手順 で あ ったか らとい うわけで はな い。TCP/IPがUNI

Xに 標準搭 載 され た機 能 であ った ため、UNIXの ユーザ は、 ま った くネ ッ トワー クの プ

ロ トコル を意識す る ことな く、 この ネ ッ トワー クに参加す る こ とがで き た。

こ の よ うにUNIXと イ ンタ ー ネ ッ トとは 深 く結 び つ い て い る 。 こ の 中 でUNIXユ ー

ザ が 独 自の 文 化 を形 成 して い る こ とは よ く知 られ て い る 。 プ ロ グ ラ ム や デ ー タ 資 源 の 積 極

的 な 公 開 な ど、 イ ンタ ー ネ ッ トの メ リッ トで あ る と い わ れ て い る特 徴 はUNIXの 文 化 に

負 う と こ ろ も多 い 。 しか し、UNIXに 過 度 に 依 存 して い た た め 、 一 般 の ユ ー ザ か らは 閉

鎖 的 で あ る と見 られ や す く、 これ が 「イ ンタ ー ネ ッ トは 難 しい 」 と い っ た イ メ ー ジに つ な

が って い た 。 こ れ らの 問 題 もす で に 解 決 に 向 か っ て い る 。Windowsや マ ッキ ン トッ

シ ュ 向 け のTCP/IPソ フ トが 商 品化 さ れ た こ と でUNIX色 は次 第 に 薄 ま って き て い

る。

こ の よ う に、 阻 害 要 因 が 解 決 さ れ て い くに 従 っ て 、 イ ン タ ー ネ ッ トは さ ら に 成 長 す る 方

向 に あ る 。 で は イ ンタ ー ネ ッ トは 従 来 の ネ ッ トワー ク と ど こ が 違 うの だ ろ う か 。 以 下 で こ

の 問 題 に つ い て検 討 した い 。

(1)特 定 の サ ー ビス の た め に組 ま れ たネ ッ トワー ク で は な い 。 従 っ て 使 う側 が 新 しい サ

ー ビス を 提 案 し、 ネ ッ トワー ク上 で 実 現 で き る。 単 な るユ ー ザ が 立 場 を 変 え て 、 情 報 提 供

者 と して ネ ッ トワ ー クを 利 用 で き る 。 す で に イ ンタ ー ネ ッ トで は情 報 の 双 方 向 の 流 れ が 実

現 して い る の で あ る 。
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(2)必 要 な情 報 は、 ユ ーザが情 報提供 者 の ところに直接 ア クセ ス して入 手 す るのがイ ン

ター ネ ッ トの特 徴 であ る。 ま た、通常 のネ ッ トワー クが必要 な都 度 、情報 を と りに行 くの

に対 して 、イ ンターネ ッ トでは相 手か らこち らの意思 に関わ りな く情 報 が送 られ て くるこ

と もあ る。DMや 新 聞 の よ うな もの だ と思 えば よい。 この2点 に絞 ってみて も、 イ ンター

ネ ッ トは情 報流 通 に革新 的な変化 を もた らす ネ ッ トワー クで あ るとい え る。

従来 の デー タベ ー スサ ー ビス やパ ソ コ ン通 信で は、情 報は セ ンター マ シ ンに集 中す る。

先 に指 摘 したよ うにオ ンライ ン ・サ ー ビス には規模 の経 済が働 かな いの で、オ ンライ ンサ

ー ビスは一 定 の規模 で限界 に直面 す る。 これに対 して、イ ンターネ ッ トは加入 者の マ シ ン

を公 開 してア クセ ス させ るのが原 則 であ り、資源 が分散 し規 模 の限 界が 存在 しな い。た し

か に、 ネ ッ トワー ク上 の資 源が無数 にあ り、かつ分散 してい るため に、 目的 とす る資源 を

探 し当て るのが 困 難 であ る とい う欠点 はあ る。 しか し、 これ は 自然 言語入 力 でネ ッ トワー

ク上 に分散 す る資 源を検 索 して くれ るWAIS(WideAreaInformationService)や 、情

報 を階 層 的に収 集 す るGopheな どのユ ーテ ィ リテ ィーを活用 す る こ とで解 決 でき る問

題 で あ る。 これ らのユ ーテ ィ リテ ィー は商用 サー ビスの発 展 と と もに充実 して きてお り、

近 い将来 、 この 点 につ い ては問題 は な くな るだろ う。

(3)国 内 と国外 の利用 料 金が 同 じで あ るこ と。 これによ って全世 界 で1500万 人 と言

われ るイ ンターネ ッ トの利用者 と国 内 と同 じ感 覚 でデータの や りと りが 可能 とな る。他の

サ ー ビス に対す る料 金の 優位性 が 必ず しも保 障 され ているわ けでは な い、通信 速度 が保 障

されな い な どい くつ かの 問題 を抱 えて いるが 、国際接続 はイ ンター ネ ッ トの最 も大 きな魅

力 とな ってい る。

(4)、(2)の 特 徴 に よ り、 デー タベ ー スサー ビスの提供者 はネ ッ トワー クの維 持運 営か ら

解放 され る。デ ー タベ ース サー ビスの競争 力 はネ ッ トワー ク加入 者の 数 とア クセ スポイ ン

トの整備 にあ る といわれ て いる。 ア クセ ス ポイ ン トの維持 ・拡大 は 、ネ ッ トワー ク管理 者

に とって深 刻 な負担 とな ってき た。 この 問題か ら解放 され 、デ ータベ ー スの整 備 に専念 で

きるの はデ ー タベ ースの 提供者 に とって も大 きな メ リッ トであ る。 これが ユ ーザ に とって

の メ リッ トに もつ なが る ことはい うま で もな い。

この よ うにイ ンターネ ッ トは通 信 の手順 を共有 す ることで順調 に拡 大 して きた。 しか し、

通 信 手順 の共有 だ けで、 自由な情 報流 通が実 現す るわけで はな い。情 報の流 通 は情報 その

もの の 内容 や形式 に関す る 「取 り決 め」が あ って、は じめ て効 果 があ らわ れ る。デ ータを

情 報 と して活用 す るこ とがで きるの であ る。

4.1.2通 信 手 順 を 超 え た 標 準 化 へ の 取 り組 み －EDl－

この よ うな通 信 手順 を超 え た高 次の取 り決 めの必要性 に対す る認識 では企 業 が 先行 して

い る。 商取 引 に おけ るEDI(電 子デ ータ交換)が それであ る。EDIは 書類 ベ ースの 取

引 とは 異 な り、人 間の介 在 しな い電子 的取 引であ る。従 って、 実施上 の 問題 をあ らか じめ

取 り決 め てお く必要 が あ った。通 常 この取 り決め は4つ の レベ ル に整 理 され る。 ここで は

あ との議 論 の ため に、EDIに お け る4レ ベ ルの取 り決 めの 内容 につ いて解 説 す る。
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臼)通 信 伝 達 規 約

通信 プ ロ トコルを 中心 と した標 準化 を定 め る レベ ル。OSIの7層 に相 当す る。EDI

は この レベ ル を最 も基礎 的な と捉 え てい るが、 この ことはEDIの 目標 が さ らに高次 の段

階 にあ るこ とをあ らわす もの といえ る。 ちなみ にイ ンターネ ッ トはOSIの3層 、4層 に

あた るTCP/IPを 中心 と して1～4層 を標準 化 の対象 と した。下 層の物理 的な接 続性

までを標準 化の 対象 と しなか った ことが、 イ ンター ネ ッ トの ひ とつの発 展要 因 であ った こ

とを こ こでは指 摘 してお き たい。

(2)情 報 表 現 規 約

デ ー タを双 方の コン ピュー タが理解 で き るよ うにす るため の取 り決 め を行 う レベ ル であ

る。最 近、国 内外 で この レベル の標 準化 を巡 る議論 が盛 ん にな ってい る。構 文規 則(シ ン

タ ックス ・ル ール)と メ ッセ ー ジ ・フ ォー マ ッ トが 中心 とな る。

(3)業 務 運 用 規 約

システ ムの 運用 に 関す る取 り決 めを定 め た レベル であ る。 ネ ッ トワー クの運 用 時間 や 障

害対策 な どが この レベル に相 当す る。

(4)取 引 基 本 規 約

契約 に関す る取 り決 め であ り、 法的 な有 効性 まで含 め た広 義 の契約概 念を規 定 す る レベ

ル であ る。現 在 法学者 、会 計士 な どが取 引 の有効性 の問題 を討議 して い るが結 論 に達 す る

には しば ら く時 間が かか る見込 みであ る。

ここに見 られ るよ うにEDIで はデ ー タ通 信 だ けでな く、広 く法的 な問題 や社 会慣 行 ま

でを合 意すべ き事柄 に含 めて いる点 には注 意が必 要 であ る。 なお、(3)、(4)の レベル につ

いて は今後 の課 題 であ り、現在議 論が 盛ん なの は(2)の レベル であ る ことに も注意 され た

い。

ただ し、企業 に とって情報 は重要 な経 営資源 で あ り、すべ てをオ ープ ンに で きる もの で

は ない。ま た商取 引での 強者 と弱者 の発言 力 の差 や囲 い込 みの思惑 な どが入 り混 じり自由

な情 報流通 とは ほ ど遠 い様 々な問題 を抱 え てい るの も事 実 であ る。 これ を裏返 せ ば、 囲 い

込 みへ の反省 か らEDI導 入へ の気運 が 高 ま って い る と もいえ るだろ う。

4.2文 書 情 報 の標 準 化

4.2.1文 書 情 報 標 準 化 の 意 義

開放 型ネ ッ トワー クの意 義を産 業組織 政策 か ら捉 えた と ころにEDIの 意 義 があ る とす

るな ら、本 セ ンター の活動 内容 を定 めるに あ た って は、 さらに高 次の情 報流 通 の あ り方 を

地 域政策全 体か ら捉 え直す 必要 があ ろ う。

ここで注 目され るのが 文書 であ る。 商取 引 とい う状況 に限定 され る こ とな く、社 会活動

全般 を見渡 せば 、一 般社 会で広 く情報 の交 換 に用 い られ て いる方法 は 「文 書」 で あ る。

「文書 」の標準 化 は、地 域社会 を構成 す るすべ ての セ クター 、行政 ・企業 ・個 人 の情 報 流

通 を促 進 し、地 域 の活性 化 を もた らす だろ う。組織 内情 報交流 、組織 間 ・セ クター間 の情

報交流 、組織 と個 人の情 報交流 を拡 大す る鍵 が標 準化 であ る。
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しか し標 準化 のあ り方 は無数 に存 在す る。 しか も文 書 はEDIが 扱 う伝票類 とは比 較 に

な らな い ほ ど複雑 な構造 を持 って いる。

文 書の 標準化 ではEDI以 上の諸 問題 が克服 されな ければ な らな い。先 に示 したEDIの

4層 を援 用 して 、以 下 で は文 書標 準化 の 中に潜 む問題 を整理 してみ る。

(1)通 信 プ ロ トコル

扱 う情 報の 内容が何 で あ ろ うと、通信 その ものの 手順 は影 響を受 けな い。 従来 の方式 を

踏 襲 して も問題 は ない だろ う。 通信 プ ロ トコルその ものの整 備 はか な り進ん で いるの で、

文 書の 場 合 もEDIが 定 め たと同 じくOSIを 標準 と して この 上 で議 論 を進 め るこ とが で

き る。

(2)フ ォ ー マ ッ ト情 報

通 信 プ ロ トコルの標準 化 が進 ん だ ことで、現在 注 目を集 め てい るのは フ ォー マ ッ トの標

準化 で あ る。特 に情 報 内容 がテ キス トや数値 か ら、画像情 報 や音 声 、動画 を含 めた マル チ

メデ ィア情報へ と拡 大す る中で、 これ らの情報 を統一 的に扱 い、 かつ レイア ウ トまで を共

有 で き る よ うな フ ォー マ ッ トが策 定 されつつ ある。

この よ うな動 き に関 して は以 下の2面 か らの検討 が必要 であ る。

イ.企 業 戦略 として の標 準 フ ォーマ ッ ト策定の動 き

最 近 、有力 ソフ トウ ェア ・ベ ンダ ーが 次 々と標 準 フ ォー マ ッ トの基 準を発 表 してい る。

ロ.オ ー プ ンEDlの 動 き

画 像情 報を 含む文書 の 標準 フ ォーマ ッ トを提供す るとい う点で 、 狙 いは(1)と 同 じで

あ る。EDIの 流 れ を組 む もの で 、商取 引に関係す る文書 を対 象 とす る。

(3)運 用 規 約

(4)法 的 有 効 性

この2層 では、文書 の 内容 と形 式の 中に存在す る文化 的文脈 を持 った暗黙 の合意 を明 示

的 に示す ことが求 め られ る。 これ が国際化 への対応 の前提 とな るだろ う。法 的な整 備 も必

要 で あ る。 ただ し、EDIと 同様 に、 この レベル に関す る討議 は下 位 レベル での規約 が 固

ま った時点 で、 再度 検 討 す るこ とにな るだろ う。第2レ ベル の 標準化 を進め る ことが当 面

の課 題 とな る。

4.2.2「 文 書 」 の 標 準 化 と は 一 第2層 に 注 目 し て －

OSIに 代表 され るデ ー タ交 換 のプ ロ トコル策定 が、 コン ピュー タ ・メーカー主 導 でな

され た よ うに、デー タ交 換 フ ォー マ ッ トの 策定 ではアプ リケ ー シ ョン ・メーカーが 中心 的

な役割 を演 じよ うと して い る。

現 在 、す で に電子化 された文書 がオ ンライ ン、オ フ ライ ンを 問わ ず大量 にや りと りされ

て い る。 この ときよ く用 い られ る方法 は、送 り手 と受 け手が 共有 す る ワープ ロソフ トの フ

ォーマ ッ トを介 して文書 を送 るとい うもの であ る。 これはユ ーザ が必 要 か ら生 み 出 した流

通 形 態 であ る。 ここで選 ば れ る ワープ ロソフ トは両者が共 有 してい る ことが前提 であ る か

ら、必 然 的 に高 シ ェアの ア プ リケ ー シ ョンが選 ばれ ることに な る。

これ に対 して、今 回注 目 したいの は ソフ トウ ェアのベ ンダ ーが企業 戦 略 と して展 開す る
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標 準 フ ォー マ ッ トで あ る。 ソフ トウエ アベ ンダーの 目はア プ リケー シ ョンの シ ェア拡 大 か

ら、標 準 フ ォーマ ッ トの獲 得 に向か ってい る。標準 フ ォー マ ッ トを獲得 す るこ とで、 関連

す るアプ リケー シ ョンの販 売 を拡大 す るのが狙 いだ ろ う。

た とえデ ータ レベ ルで の標準 化 であ る とは いえ、標 準 フ ォー マ ッ トは情 報流 通 の根幹 で

あ る。標準化 を企業 の手 に ゆだね て もよいの だろ うか。 しか もその多 くはア メ リカの企 業

であ る。社 会基盤 とな る標準化 の体 系 は、わが 国の社 会慣行 や文化 的特 質 も考 慮 に入 れ た

上 で、慎重 に討議 を重ね 決定 され な ければ な らない 。 このよ うな作業 は一般企 業 で はな く

中立 的 な立 場 にあ る機 関が 負 うべ き役 割で あろ う。

では 、標準 フ ォー マ ッ トとは いか な る機能 を持つべ きなの だ ろ うか。以 下で は い くつ か

の タ イプの ワープ ロ ・ソ フ トの フ ォーマ ッ トを手が か りと して、 デ ジタル化 され た文書 で

標 準 フ ォー マ ッ トが果 たすべ き役 割 を検討 してみ た い。

(1)単 純 にデ ー タ を テ キ ス トと して 扱 う場 合

送 り手 と受 け手 が同 じコー ド体 系 を用 い る場合 、 デー タの交換 に はま った く問題 は な い。

も し異 な った コー ド体系 を用 いて いた と して も、文字 に与 え られ たコー ドは一 対一 に対応

して い るの で、単純 な変換 を行 うだ けで相互 に利用 可 能 とな る。パ ソ コ ン通信 の 電子 メ ー

ル やイ ンターネ ッ トの 電子 メール の交換 は、 このよ うな単純 な文字 コー ドの や りと りの代

表例 で ある。

た だ し、 この方 式で交 換 でき るの はあ くまで文書 の 内容 だ けで あ る。 当然 の ことなが ら

文 書は 内容 だ けでな く形 式 を持 って お り、 ビジネ ス文書 や行 政文書 で は 「書式」 は 「機 能」

を定 めてい る。 形式の 欠 ける文書 で は真の意思 の伝 達 はな しえ ない。テ キス トの交換 は第

1の レベルでの 標準化 だ けが確保 された形 態 と評価 で き るだろ う。

な お、文字 コー ドの基準 と しては1バ イ ト系のEBICDICやASCIIが 世 界 的な

標準規格 と して存在す るが、漢字 を用 いる 日本語 の場合 には1バ イ ト系の コー ド体 系 では

2バ イ ト系のJIS、 シ フ トJIS、EUCが 国内標 準規格 と して存在 す る。わ が国 の場

合は 、 この よ うに1バ イ ト系 と2バ イ ト系が混在 す るだ けでな く、2バ イ ト系の 漢字 に独

自コー ドが混 じり体 系の 整合性 に 問題が 生 じてい る。 この原 因 の ひとつは 、人名 な どの異

字 体 や、 旧字体 の 存在 にあ る。 この よ うな混乱 も、今 後 は、国 際 的統 一規格 で あ るUNI

CODEに 統 合 され、収 束 して ゆ くもの と思 われ る。UNICODEはISOが 規定 した

2バ イ ト系 の文字 コー ドで、世界 各 国の文字 コー ドを含 み、 マ ッキ ン トッシュOS(シ ステム

7)やWindows3.1な どで も採 用 され てい る。

(2)通 常 の ワー プ ロ ソ フ トを 用 い た 文 書 交 換

ワー プ ロソフ トとは、(1)の 単純 なテキ ス ト・デー タに何 らか の コ ン トロール ・コー ド

を付加す ることで、文 書 を整 形す るための アプ リケー シ ョンであ る。利用 者 はア プ リケー

シ ョ ンを使 って い るとき 、 この コ ン トロー ル ・コー ドの存在 を意 識す る ことはな い。 アプ

リケー シ ョンの機 能 を介 して画面 上 に表現 され た文書 の形式 は 、その アプ リケ ー シ ョンを

通 して再現す る ことがで き る。 しか し、文 書の整 形 は、ア プ リケー シ ョ ンが独 自に定 め た

方式 を用 いてい るため、 ワー プ ロソ フ トを通 して作 成 したフ ァイル を共有す るため には、

双方 が 同 じアプ リケー シ ョンを使 って いる ことが前提 とな る。

さ らに、大 きな 問題 は フ ァイル 中 にテキス トの 内容 と整 形情 報が 混在 してい るこ とで あ
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る。従 って受 け手が この 両者 を分離 す るのは難 しい。

この 段階 での 標準化 は、す でにJISに 規定 されてい る(日 本 語文 書交換 用 フ ァイル仕

様X4001～X4004)。 これ らの規 定で、用 紙の指 定、行 ・列 の字詰 、余 白の指 定、

半 角 ・倍角 等の 指定 が標 準化 され て いるの みな らず 、 ビジネ ス グラフや ビ ッ トマ ップ図 形

な ど も規定 され て い る。 多 くの ワープ ロソ フ トは この基準 に即 したフ ァイル を生 成す るが、

その割 には互換 性が 低 いの は製 品 独 自の 制御が行 われて いる ためで あ ると考 え られ る。 な

お 、特 許庁 の電 子化 ドキ ュメ ン トに よる特 許 申請 で指定 され てい る文 書形式 もこれ に準 じ

て い る。

た だ し、 この 基準 は あ くまでデ ー タの 送受 の際の 同一性 を保 障す るための規格 で あ るに

す ぎ な い。

(3)「 ひ な 形 」(テ ンプ レー ト、スタ イル シー ト)を 持 つ ワ ー プ ロ ソ フ トの 場 合

意 味情報(テ キ ス ト)と 形 式情 報(コ ン トロール コー ド)が 混在 す るフ ァイルが 生成 さ

れ る点 で は、普 通の ワープ ロソフ トとなん ら異 な るところは な い。 文書 の内容 を フ ァイ ル

の 中か ら分 離 しに くい 点 で も、普通 の ワー プ ロと同 じ問題 を 持つ。 しか し、 この種 のア プ

リケ ー シ ョンでは文 書 の作成 時点 で、 い くつ かの定 ま った書 式 を用 い て定 型文 書 を作 成 す

る ことが で きる。従 って、 完成 した文 書を文書 と して用 い る限 りは書式 の標準化 を図 る こ

とが可 能 とな る。 この段 階 で、は じめて レベ ル2の 標準化 の 初期段 階 に至 った といえ るだ

ろ う。

(4)TeX

クヌー ス(Knuth,D.E.)が 作 成 し、 その後UNIXの 標準 的 な文 書整 形 ソフ トとな った

TeXは 、 ひな形 付 きの ワープ ロと似 た機能 を持つ。 まず 、 ス タイル を与 え 、ス タイル の

記 述 に従 って書 体 や文字 サ イズ、 レイア ウ トの形式が決 め られ る。(3)と 異 な るの は、T

eXが 形式情 報 で あ るス タイル フ ァイル を テキス トとは別 フ ァイル に切 り放 して いる点 で

あ る。 この ことに よ ってTeXで は 同 じ ドキ ュメ ン トを別の 形式 で再現す るこ とが で き る。

書 式 をス タイル フ ァイル の 中で具 体的 に記述 して定義 してい る ところ は、 レベ ル2の 標 準

化 の ひ とつ の在 り方 を示 す方 式 と評価 でき るだろ う。

(5)DTPソ フ ト

DTP(DeskTopPublishing)ソ フ トは もと もと簡易 印刷 の ためのア プ リケー ションで

あ った。 しか し、DTPの 概念 がDTPRへ と拡 大 したこ とで、現在 のDTPソ フ トは テ

キ ス トや図形 だけ でな く、画像 、動 画、音 声 まで も文書の 上 に レイア ウ トす る機 能 を持 っ

て い る。 また、 この 種の アプ リケ ー シ ョンが生成 す るフ ァイル は、 テキ ス トや 画像 デー タ

と レイ ア ウ トの情 報 を分 離 して管理 して い る。従 って、DTPソ フ トの フ ァイ ルか らテ キ

ス トデ ー タや画 像デ ー タを レイア ウ トとは 関わ りな く抽 出す る ことが で き る。 た だ し、 こ

れは作 成 したの と同 じア プ リケー シ ョンを持 ってい ることが条件 とな る点 は ワープ ロと変

わ らな い。

(6)標 準 フ ォ ー マ ッ ト

以上 の5つ の 形式 は、本 来、文 書 の交換 の ために用意 され た もので はな い。 アプ リケ ー

シ ョンが 自身 で作 成 した 文書を管 理す るための フ ァイル フ ォー マ ッ トを文書 の流 通 に援 用

して い るにす ぎ ない。 これに対 して今 注 目を集め ている標準 フ ォーマ ッ トは、作 成 され た
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時 点 で ネ ッ トワ ー ク に よ る文 書 流 通 を 意 識 した もの で あ る。

ネ ッ トワー ク で の 活 用 を 前 提 と して い る の で 、 機 種 依 存 性 は 低 く、 ア プ リケ ー シ ョ ンへ

の 依 存 も低 い の が 特 徴 で あ る 。 こ の よ うな フ ォー マ ッ トと して は ポ ス ト ・ス ク リプ ト(Pos

tScript)の 開発 元 と して 知 られ るア ドビ社(Adobe)の ア ク ロバ ッ ト(Acrobat)が あ る 。 ア

ク ロバ ッ トは 、 レイ ア ウ ト情 報 、 イ ラ ス トレー シ ョ ン、 図 、 写 真 な どの 情 報 を 含 む 文 書 を

異 な っ たプ ラ ッ トフ ォ ー ム上 の 異 な っ た ア プ リケ ー シ ョ ンで 再 現 す る標 準 フ ォー マ ッ トで

あ る 。 と くに この フ ォ ー マ ッ トは プ レゼ ン テ ー シ ョ ンを 意 識 した仕 様 と な っ て お り、 ポ ス

トス ク リプ ト技 術 の 一 部 を 応 用 して 、 異 な った プ ラ ッ トフ ォー ム 上 で タ イ プ フ ェー ス や 正

確 な色 彩 ま で 再 現 す る こ と が で き る 。 ア ク ロバ ッ トは 、 フ ォー マ ッ ト管 理 しか 機 能 が な い

と い う不 思 議 な ソ フ トな の で あ る 。

で は ア ク ロバ ッ トの よ うな ソ フ トの 出 現 を どの よ うに 捉 え れ ば よ い の か 。 先 に 述 べ た よ

う に 、 まず 開 放 型 ネ ッ トワー クの 存 在 が 背 景 と して あ る 。 こ れ は 、 標 準 化 ソ フ トの 主 要 な

機 能 と して デ ー タ の 圧 縮 機 能 が 位 置 す る こ と、 あ る い は 機 種 依 存 性 の 排 除 に端 的 に あ らわ

れ て い る。 特 に デ ー タ の 圧 縮 機 能 は マ ル チ メ デ ィア 情 報 の 登 場 に よ っ て 巨大 化 す る デ ー タ

の 流 通 プ ロセ ス で は 特 に 重 要 な 機 能 で あ る と考 え られ る。

この フ ォー マ ッ トは発 表 され て ま だ 日 も浅 いの だ が 、 す で に こ れ に 対 抗 して 、 い くつ か

の 別 の フ ォー マ ッ トも発 表 され て い る 。 た とえ ばFarallon社 はMacとWindowsを 対 象 と

した 交 換 フ ォ ー マ ッ ト"Replica"を93年7月 に 発 表 し、NoHandSoftwareは"CommonGr

ound"を 発 表 す る な ど 、 各 社 の 思 惑 が 交 錯 して フ ォ ー マ ッ トが 乱 立 した 状 態 と な っ て い る 。

さ らに 文 書 の 枠 を 超 え て 、 よ り高 次 の 機 能 で デ ー タ の 標 準 化 を は か る動 き も盛 ん で あ る 。

マ イ ク ロ ソ フ ト(Microsoft)のAtWorkは フ ァク シ ミ リ、 電 話 機 な ど のOA機 器 をWindowsで

統 合 し、 デ ー タ の 共 有 と操 作 の 統 一 化 を 目指 して い る 。 ア ップ ル 社 の コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン

ツ ー ル ボ ック ス は マ ッキ ン トシ ュの 通 信 環 境 を 統 一 化 す る ア プ リケ ー シ ョ ン作 成 環 境 で あ

り、A.0.C.E.(AppleOpenCollaborationEnvironment)で は こ の 機 能 を 活 用 した ア プ リケ

ー シ ョ ン開 発 環 境 が 用 意 され て い る 。

(7)SGMLとODA

SGMLはStandardGeneralizedMarkupLanguage、ODAはOfficeDocumentArch

itectureの 略 で 、 い ず れ も文 書 の 論 理 構 造 と物 理 構 造(レ イ ア ウ ト構 造)を 統 合 的 に取 り扱

う た め の 国 際 標 準 規 格 で あ る 。(6)の 標 準 フ ォー マ ッ トが 、 事 実 上 の 標 準 の 獲 得 の た め に

企 業 が 独 自 に 設 置 した 規 格 で あ るの に 対 して 、 こ ち らはISOの 標 準 規 格 で あ る。 た と え

国 際 標 準 が 定 め られ て い て も必 ず しも そ れ が 普 及 す る と は 限 らず 、 反 対 に私 的 な 基 準 で も

TCP/IPの よ うに 広 く普 及 して事 実 上 の 標 準 と 化 す もの もあ る 。SGMLとODAの

今 後 の普 及 に つ い て は 、(6)の 動 き と と も に そ の 動 向 に 注 目す る必 要 が あ る だ ろ う。

ODAは 送 信 者 が 意 図 した とお りの レイ ア ウ トを 受 信 者 が 再 現 で き る こ と を 目 的 に 、I

SOに よ っ て 定 め られ た 規 格 で あ る 。ODAで は 文 書 の シ ンタ ッ クス を 詳 細 に 定 義 す る こ

と に よ って 厳 密 な表 示 ・可 視 化 を 可 能 に して い る。 この よ うに 精 緻 で あ るが ゆ え に 、 後 述

す るSGMLに 較 べ 拡 張 性 に乏 し く、 普 及 を 難 しい もの に して い る と い う点 も指 摘 さ れ て

い る 。 現 在 、ODAを 実 際 に採 用 して い るの は 標 準 化 が 容 易 な 航 空 機 産 業 の 内 部 資 料 な ど

に 限 られ て い る よ うで あ る 。
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SGMLは1986年 にISOが 定 め た 、 タ イ トル 、 著 者 、 記 事 な ど 文 書 の 論 理 的 構 成

要 素 を 記 述 す る メ タ 言 語 の 規 格 で あ る。SGMLに よ っ て作 成 ・処 理 さ れ た文 書 は 、 構 成

要 素 を キ ー ワー ドと して デ ー タベ ー ス に変 換 され 、 さ らに個 々の 構 成 要 素 に組 版 デ ー タ が

付 加 され る。 こ の よ う に 文 書 の 二 つ の 側 面 、 内 容=論 理 的構 造 と表 現=物 理 的 構 造 を 統 一

的 に 扱 い 、 この 両 面 か ら 自由 に 編 集 で き る の が 、 こ の 規 格 の 最 大 の 特 徴 で あ る 。 ア メ リカ

で は す で に技 術 文 書 の 分 野 で普 及 して お り、 ア メ リカ 国 防総 省 は これ を ベ ー ス に してCA

LS(ComputerAidedAcquisitionandLogisticsSupport)計 画 を 推 進 して い る 。 こ の

計 画 で は 、① 文 書 の 増 殖 へ の 歯 止 め 、 ② 高 品 質 な 文 書 の 作 成 を容 易 に す る 、 ③ 分 散 型 文 書

デ ー タ ベ ー ス を 実 現 し利 用 の 便 を 高 め る、 こ とを 目的 に、5億 ペ ー ジ と い わ れ る公 文 書 の

管 理 の 一 元 化 を 目指 して い る 。

以上 、(1)か ら(7)へ と移行す るに従 って 、形式 と内容 とが分離 して扱 われ てい くことが

わか る。文 書情 報標準 化 の 目的が 、作 業の効率 化 におかれ よ うと、創 造 的な情 報再 編 であ

ろ うと、文書 を デ ジタル化 す る ことの最大の効 用 は受け渡 しされた文 書の 内容 を最 大限 に

使 い 回 し、活用 す る ことであ る。 このため には文書 の内容 と形 式 とが 分離 で き るこ とは 重

要 な意 味 を持 って いる。 この点 で は高度 な標準 フ ォーマ ッ トは さま ざま な形式 の情 報を 取

り扱 うことがで き る点 で優 れ てい る。

ワープ ロソ フ トの フ ォーマ ッ トは、紙媒体 を念頭 に置 いた 「文 書」 の形 式で 、人 間の視

覚 的判 断す るの を助 け る 「書式 」 を規 定す る もの であ る。 したが って 文書 の 「内容」 に 付

加 され る情報 は 、紙の 上 での レイ ア ウ ト情 報 が主体 とな る。 これ に対 して文 書 の 内容 に ま

で踏 み込 ん だ標準化 とは 、 コ ンピュータが相互 に情 報を交換 す る場 合 で も 自動 的 に内容 を

間違 いな く伝達 でき るよ うな整備 が されて いる ことを指す。

た とえば、人 間は書類 の 上の あ る位置 に一連 の数字 を見つ ければ 、 「日付 」 と明記 され

て いな くて も過 去 の経験 か ら 「推 測」 して、 これが 日付であ ることを理解 す る。 さ らに、

この情 報 を頼 りに書 式の 異 な った書類 を 日付順 に並べ なお して整理 す る ことが で きる。 あ

る いは連絡 先が 書 かれ るべ き場所 に電話番号(ら しき数字 の連 な り)を 見つ けれ ば、 ダ イ

ヤル を回す とい う 「動 作 」 を起 こす ことが で きる。 この よ うに、過去 の 経験 か ら 「推測 」

がで き る人 間 に と って、 書式 は 内容 を理解す るための重要 な鍵 とな ってい るの だ。

残念 な が ら、 コ ンピュー タには この よ うな認識 はで きない 。そ こで、 その数 字 が 日付で

あ るこ とを 「明 示的」 に示す情 報 を付加す る ことが必要 とな る。通 常、紙 の文 書 では その

よ うな情報 は不 要 で あ り、人 間に と ってはか え って邪魔 な場 合 もあ る。 しか し、 文書の 作

成 時点 で、 この よ うな情 報を付加 す る手間 を省 けば 、情 報流 通 の観点 か らは大 きな制約 を

受 け る ことにな る。何 度 も繰 り返 し述べ て いる よ うに、新 聞社の デ ー タベ ー スが経 営的 に

あ る程度 の成功 を収 めて い るの は、新 聞記事 の作成 プ ロセ スが 同時 にデー タベ ー スへ の入

力 を兼ね るとい う仕 組 み を作 った ことだ った。文書 の標準化 を考 え る場合 には 、 「レイ ア

ウ ト情 報=表 現 構造=書 式 」 に関す る標準化 と、 コ ンピュー タ と 「文 書の 内容=意 味的構

造=デ ー タベ ー ス構 造 」 に関す る標準化 とを 、明確 に分離 して認識 した上 で、 両者 を文書

の作 成 時点で整 備す る必 要 があ る ことを、 ここでは強調 して お きたい 。 この よ うな視 点 で

文 書 の標 準化 を と らえ る とき、SGMLは 非常 に大 きな可 能性 を持 ってい る といえ るだ ろ

う。 しか し、 こ こまで に紹介 した さまざまな フ ォー マ ッ ト形式 は それ ぞれ に特 徴 があ り、
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と くに(6)の 企業 独 自仕様 は 展 開次 第 で は大 きな力 を持つ こと もあ り得 る。 ま た これ らの

フ ォーマ ッ トは互 いに独立 してい るわ けで はない。 さらにSGMLの 仕 様 も現 在 の形 で 固

定 され たわ けで はな く、今 後 も技 術 革新 とと もに その姿 を変 えてい くだ ろ う。 これ らの フ

ォー マ ッ トの 動 向を注意 して見 守 る必要 が あろ う。

4.2.3文 書 情 報 の 標 準 化 の 対 象 と して の 行 政

で は、文書 の 標準化 は どこを着手 点 にす るのが効 果的 であ ろ うか。 ここでは行 政機 関 か

ら着 手す るべ きだ と考 え る。 その理 由と しては、影 響力が 大 き く波及 効果 が期待 で き る こ

と、 公 開可能 な情 報を多 く保有 してい る こと、標準化 の下 地 がで きてい る こと、な どを挙

げ る ことが で きる。地域 社会 を構成 す る産 業 ・行政 ・市 民の 中で行政 は要 の位置 に い る。

行 政 が採用 した基準が一 般社 会 に広 く浸透す ることは、後 述す る用紙 規格 な どで も見 られ

る現象 で あ る。 ま た行政 にと って 、情 報公 開基準か ら除 かれ る以 外の 情報 は本来 公 開すべ

き もので あ り、 公 開に際 して利 用者 の 便宜 をはか る上 で も標 準化 は で きるだ け速や か に実

施 され る必 要が あ る。 ま た行 政組織 は 中央 官庁、 その 出先機 関、地方 自治 体な どさま ざま

な機 関が タテ ・ヨコに密接 につな が りを持 って業務 を行 って い るが 、 ときに縦 の 関係 が 強

調 され るあ ま り、 ヨコのつ なが りが軽視 され るこ とが あ る。 標準化 の推 進は縦 割 り行 政 を

貫 く情報共 有 ・情報統 合 に必 須の機 能 であ る。

まず行 政 内部 で の文書の 標準 を確 立 す る ところか ら着 手 し、行政 組織 間へ と標準 化 の対

象 を拡大 す る。 さ らに、外郭 団体 な ど公共機 関にま で範 囲を 広げ 、最終 的 には民 間企 業 や

市 民 にまで範 囲を拡大 す る。民 間へ の 拡大 で は、ネ ッ トワー ク上 での情 報公 開 に標 準化 さ

れた文書 を採用 す る ことで 自然 に浸透 を 図 る。
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5.行 政 と情 報 流 通

行 政 の仕事 は情 報 活動 その もので あ り、 巨大な情報生産 工 場 であ る。 そ こには情 報 が集

ま り、新 たな情 報が 生産 され、 それ らは発信 され、蓄積 され る。社 会変 動 が激 しくな る な

か で行政 の情 報 活動 に も迅 速 さが 要求 され、情 報公開の動 き のなか で効 果 的な情報 提供 が

求 め られて い る。 さ らに メデ ィアの多様化 の なかで行政 と市民 の コ ミュニ ケー シ ョンと言

え る広報 ・広聴 活 動 に も新 しい展 開が期 待 されてい る。 この よ うな課 題 に応 え るために は

公共 財 といえ る行 政情 報 を効率 的 に流通 させ る仕 組みや制度 が不 可欠 で あ り、本 章 では行

政情 報の流 通促 進 の観 点か ら関西広 域デ ー タベ ースセ ンターの役 割 と機能 を検 討す る。

5.1行 政 と 情 報 活 動

行政 の情 報活 動 は 「情 報の生産 」 、それ に必要 な 「情 報の 収集 」、 そ して生産 された

「情 報 の提供 」 とい う3つ の活動 に分 け る ことが できる。 〔図5-1〕

行 政 は 限 られ た予算 と時間の なか で最大 多数の最大幸 福 を実現 す る ことが求 め られ る。

その ため行政 の 行動 指針 とな る予 算や事 業 計画、事業 の実施 に法 的な根 拠 を与 え る条例 を

は じめ とす る様 々な規 則 がつ くられ、行 政 需要 や社会動 向を 把握す るため の情 報 収集が 行

わ れ る。行政 に は情報 を提供 す る義務 も課 せ られて お り、議 会が行 政 を監視 す るため に必

要 な情 報 や各 種 の施設 、手続 きの案 内 な ど市 民サー ビスに必要 な情 報 の提供 が行 われ てい

る。

一 ⊥
・計画の策定(予 算、総合計画、各種事業計画)

・規則の設定(条 例、規制、指針)

・報告の作成(人 口や経済の統計、各種報告書)

一嚥{欝竃1灘㌣一

一 磁 灘繊1∴　 囎

〔図5-1行 政 の情報 活動 とそ の事例 〕
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5.1.1行 政 の 情 報 活 動 を 取 り巻 く環 境

行政 の情 報活動 を取 り巻 く環境 を地 方 自治体(県)を 例 に とって見 てみ よ う。

行 政の 回 りに は議 会 、議員 とその 背後 にあ る各種 団体、有 権者 を含む 県民 、そ して マ ス コ

ミが ある。 〔図5-2〕

これ らは相互 に依存 しな が ら行政 の情報 活動 に大 きな影 響を及 ぼ してい る。

各種団体 行 政椥 事} マスメディア

〔図5-2行 政の情 報 活動 を取 りま く環境 〕

(1}議 会 と行 政

議 会は有権者 の 意志 を代表 した ものであ り、行 政 の活動 はその監 視下 に置 か れ る。 条例

の制 定、予算 の決 定、大 規模 な事業 な どは議 会 の承認 が必要 で ある。 それ らの原 案 は議案

と して提 出 され 、審 議 を経 た後 に採 否が決 定 され る。審 議 のや りと りは議事録 と して記 録

され、一般 の人 々が閲覧 で き る。兵 庫県の よ うにデ ー タベ ー スによ る レフ ァ レンスサー ビ

スを行 ってい る 自治体 も増 えて いる。議会 の議 決 内容 は広 報の形 で有権 者 に伝 え られ る。

本会 議の下 には 分野 ご とに常任委員 会が置 かれ 、議案 の事 前審査 が行 われ る。 この よ うな

議 会への対 応は行 政 に と って最 も優 先順位 の高 い情 報活動 の一つ であ る。議 案 の説 明資 料

や質 問へ の回答 に必要 な情 報が用 意 され、質疑 応答 の なかで新 たな情 報 が生 まれ る。 こ う

した活動 の成果 は担 当部局 で保管 され 、類 似 の問題 が生 じた とき に参 照 され る。資 料 は ワ

ープ ロで作 成 され る もの が大半 であ るが、保 管は紙 の フ ァイルで行 われ るの が普通 で あ る。
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(2)県 民 と行 政

県民 と行政 の 関係 は大 き く広報 と広聴 に分 け ることが でき る。広 報 には県 民 に議 会 で可

決 され た事柄 を伝 えた り、事 業計 画の 内容 を説 明す る もの と、行政 のPRと して他 府県 や

海外 に情 報 を提供す る もの があ る。情 報の 内容 、提供先 によ って様 々な媒体が 用 い られ る。

〔表5-1〕 は平成5年 度 にお け る兵 庫県の広 報媒体の一 覧 であ る。近 年は テ レビを使 っ

た もの が増 えて いる。 いず れ も情 報の収集 、加工 、編集 、提供 に相 当な時間 と労力 が費 や

され るが、収集 、加工 され た情 報 の大 部分は編集 の課程 で破棄 され てお り、情 報資源 の有

効 活用 とい う点では 問題 が あ る。 兵庫 県の場合 、映像資源 は広 報課 を 中心 に保 管 されて お

り、一 部 の貸 出を認 めて いる もの の、検 索の煩雑 さ、著作権 の 処理 な ど利用 を促進す る う

えで解 決 すべ き課題 が残 ってい る。

広聴 の 目的 は行政 に対 す る評 価 と行政 需要 を知 る とい うことに あ り、その方 法 にはア ン

ケー トによ る意 識調査 と相談の よ うな コ ミュニ ケー シ ョンに よ る もの があ る。

〔表5-2〕 は平成5年 度 におけ る兵庫 県の広聴活動 を示 した もので あ る。 中で も最 も大

がか りな ものが 県民全 世帯 ア ンケ ー トであ る。毎年1回 実施 され 、そ の結 果 は冊子 と して

公 表 され る。行 政需要 の 把握 には貴 重 な情 報であ る。電話 に よ る公聴 の事 例 と して 「県 民

相 談7830」 の実績(平 成4年 度)を 種 別で見 る と 「照会 」 が12,861件 で最 も多

く、全 体(14,826件)の ほ ぼ9割 を 占めて いる。 その 他 に 「相談」1,592件 、

「苦情 」206件 な どが あ る。 電話 相談の システ ムは県民が 指 定の 電話 番号 を 回 して、窓

口で用 件 を告げ る と待機 して いる職員 が 内容 に応 じて必 要 な情 報を提 供す るとい う仕 組 み

にな って お り、情 報提供 と しては最 もシステム化 しやす い もの であ る。 いずれ の場合 も集

め られ た情報 は分 類 され 、解 釈 され 、そ して政策 に反映 され る。

この よ うな特 定 の窓 口サー ビス以外 に も部局 ごとに様 々な問 合せ に対応 して い る。 県 民

か らの 問 い合 わせ の場合 は電話 によ る回答 や資料 の送付 で対 応す るこ とが多 い。 国や 他府

県 か らの場合 は質 問項 目、 回答書 式、期 日が は っき りして い るため、 対応 は比較 的容 易 で

あ るが 、か な りの 労力が と られ る こと も少 な くない。行政 内部 か らの 場合 は電話 や既 存の

資料 で済 む ものか ら回答 様式 に記入 す る もの まで幅広 い。い ずれ も照 会件数 は増加 傾 向 に

あ り、情 報の生 産 と蓄 積 、提供 方 法の システ ム化 によ る効 率化 が 求め られ てい る。

(3)マ ス コ ミ と行 政

マス コ ミは行 政の広 報 手段 と して重要 な役割を担 って い る。兵庫 県 では重要 な施 策 につ

いて は本庁 や 出先の記者 発 表室 で資料 説 明 と質疑応 答を行 い 、重要 度 の低 い もの につ いて

は資料 配布 に よ ってマス コ ミに情 報 を提供 して いる。平成4年 度 の 実績 は記者 発表 が20

2件 、資料 提供 が1,122件 、計1,324件 で あ る。 配布 資料 は書 式が決 ま って お り、

しか も電子化 されて い るため、 パ ンフ レッ トや図表 な どの 添付 資料 を 除けばオ ンライ ンに

よ る提 供 も可能 であ る。一 方、行 政 の外部情 報源 と して マス コ ミの 存在 は大 きい。 政策 形

成 に必 要 な情 報 を収集す るた めには 、新 聞や雑誌な どの メデ ィアを通 じて世論 の動 向や社

会 の変化 を知 る必 要が あ る。兵庫 県の 各部 局では毎朝 、新 聞の切 り抜 きを行 ってい るが 、

これに は施策 へ の反 響 を知 ること、広 報 された情 報の誤 りを正す こと、 そ して 国や他 府 県

の動 き 、社会 経済 の動 向 な どを知 るこ とが主 な 目的 であ る。特 に最 後 の 目的は政 策形 成 に

と って欠 かす ことので きな い情 報 であ り、従来 その収集 と蓄 積、 そ して検索 に は多大 の労
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力が 注が れてき た。近 年 、新 聞記事 の デー タベ ース検 索が 可能 にな って きたため 、相 当は

労力 を削減 でき るはず で あ るが、検 索端 末が不足 してい る ことに加 え、その効 果 が十分 理

解 されて いない ことか ら利用 は一 部 の職員 に限 られ てい る。

〔表5-1広 報 媒 体 〕

(1)印 刷 媒 体

名 称 内 容 形 式 配 布 先

県 政 広 報 誌

「ニューひょうd

県政 をわ か りやす く解 説 す

る とと も1ζ、多 彩 な情 報 と

ふ る さ との話 題 を、写 真 を

多 用 して 紹介 す る。

AB判64ペ ー ジ

43,800部

毎 月1日 発行

県 内 の 自治 会 、理 ・美容 院 、病 院 ・診療

所.学 校 、市 町 、 金融 機 関な ど。

全国主要企業や県内に本店のある銀行の

県外支店など。

全世帯配布広報

紙

「県民だより

ひょうご」

県 政の 重要 施 策 、 当面 す る

県政 テ ーマ 、地 域 施策 な ど

をわか りや す く解 説 、紹 介

す る。

ブ ランケ ッ ト判

2ペ ー ジ、7地

域 版、190万 部

奇数 月5日 発 行

県内全世帯。

総 合PR誌

「ひょうごeve－げ

あなたの県政」

県 政の 基 調 や重 要 施 策 を 、

わ か りや す く解 説 、 紹介 す

る。

B5判36ペ ー ジ

ユ00,000部 、毎

年3月 下 旬発 行

県庁見学や各種会合出席者に配布。

県政点字広報誌

「広報ひょうご」

県政の重要施策や動きを、

点字でわか りやすく解説す

る。

B5判40ペ ー ジ

],400部

毎 月15日 発 行

県下の盲人で点字を解読できる人 と盲学

校、社会福祉協議会など。

紙 面 購 入 県 政重 要 施 策 や 、県 政 ニ ュ

ー ス
、 お知 らせ 、 キ ャンペ

ー ンな どを各 種 の新 聞 紙面

を購入 して 広報 す る。

(主 な購 入紙 面)

神 戸新 聞:「 県 民 の ひ ろば」(月1回)、 「暮 ら しの イ ン

フ ォメ ー シ ∋ン」(月2回)。 朝 日 ・読 売 ・毎 日 ・産経:

「イ ンフ ォメ ー シ ョンHYOGO」(月1回)。 サ ンケ イ

リ ビング:知 事 対 談(年2回)。 キ ャンパ ス リビン グ:お

知 らせ 情報 等(年5回)。

展 示 広 報 写 真 ニ ュー ス、 ポ ス タ ー、

パ ネル な どに よ り県 政 の動

き、 お知 らせ な どを掲 示 し

て広報 す る。

JRの 主 要駅 、 バ ス タ ー ミナ ル等 に 設置 の 県広 報板 な ど。
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(2)電 波 ・映 像 媒 体

名 称 内 容 放 送 局 放 送 時 間

テ レビ 日々の県政の動きや身近な サンテレビ 毎週月曜～金曜日
「フ ラ ッ シ ュ 話題 を 、ス ピーデ ィーに伝 午後5時53分 ～5時58分(4月 ～9月)

ひ ょうご」 え る県政 ニ ュー ス番組 。 午後6時 ～6時5分(10月 ～3月)

テ レビ 重 要 施 策 、 ビ ッグ フ。ロジ ェクト、 サ ンテ レビ 毎週土曜日
「サ タデ ー イベントな どの県政二士スを様 午 後4時45分 ～5時

フ ラ ッ シ ュ」 々な観点か ら解説 。

テ レビ 県政についてわか りやす く サ ンテ レビ 毎月第3日 曜
「クイズひ ょうご 伝える県民参加型クイズ番 午後10時 ～10時30分

なんでも百科」 組 。

テレビ 県内各市町の魅力や話題、 サ ンテレビ 毎週 日曜 日
「ふ る さと 地域で活躍する人々を紹介 午後9時 ～10時

ステー シ ョン」 し、地域の情報発信力を高

める地域情報交流番組。

テ レビ 近畿府県発の近畿圏住民向 在 阪V局
「近畿府県 け情報を相互に交流させる
共 同テ レビ番組」 o

テ レビ 県政の重要施策の うち、特 サ ンテ レビ

「県政特別番組」 に必要なものについてタイ 在 阪V局
ム リーに放送 す る。

ラジオ 暮らしに役立つ情報や県政 ラジオ関西 毎週月曜～金曜 日
「兵庫県からの トピックスなどをお知らせ 午前7時36分 ～7時41分

お知らせ」 す る県政情報告知番組。

ラジオ 県下の話題 、県政の動きな ラジオ関西 毎週 日曜 日
「ひ ょうご どを、楽 しくア レンジ し、バ 午後5時 ～5時20分

フ リータイム」 ラエティー豊かに広報する

県民意識高揚番組。

FMラ ジオ 県内のイベントや募集などの 兵庫エフエム 毎週土曜日
「HYOUGOSOUND 参加型情報などを紹介する ラジオ放送 午前10時 ～10時30分

GALLERY」 情報番組 。県内各地域をイメ (Kiss-FM)
一ジ したオリジ ナル曲 も放送

。

FMラ ジオ 県の重点広報テーマをソフ 兵 庫 エフエム 20秒 の スホ.ット放 送 。

「県政PR トに呼びかけるキャンペー ラジオ放送

キャンへ㌧ ンCM」 ンCM。 (Kiss-FM)

声の広場 目の不 自由な人たちに、県 毎 月15日 発 行 、60分 カセットテープ。、450本 を 送 付 。

「愛の小箱」 政の施策 、県下の動きなど 「ニ ューひ ょ うご」の主要記事 、ラジオ広報 番組な

を音声によ りわか りやす く どから再編集。県下の盲人で希望する人と盲学

解説する。 校 、社会福祉協議会などに配布 。

映画 県政の動き、地域のできご カラー・スタンダ ード4分 、 年4回 、35ミ リフ。リントを 県 下 の

「兵庫 トピ ックス」 と、重要施策などを映画で 常設映画館 で上映 。16ミリフ。リント、ビデオは広報課

紹介する。 で貸 し出す 。

文字放送 観光 ・文化 ・生活 ・住 宅情 報 西 日本 毎 日午前6時 ～午前0時
「兵庫 キーボー ド」 などを文字放送で紹介する 文字放送

o (NHK総 合)

広 報 シ ョー 県の各種案 内、お知 らせな 市営地下鉄 毎 日午前8時 ～午後8時
ウイ ン ドー どをディスプ レー装置で放 「県庁前駅」

映す る 。 構内
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〔表5-2広 聴活動 〕

'

名 称 内 容 方 法

県民全世帯
県民 の ニー ズ を把握 し、 県政 に反 映 させ 全世帯を対象に年1回 実施する。

ると と もに、 県 民の 県 政 に対 す る関心 と
ア ン ケ ー ト

参加意識を高める。

土 さわ やか 知事 と県民の直接対話により、県民の立 県公館で毎月第1土 曜日の午前中に開催

曜 土曜対話室 場 に た った県 政 の進 め方 に つい て、 共 に す る 。

対
.

考 え、 県民 の理 解 を深 め る。

話 地 域 県下各地域で年1回 ずっ、第3土 曜日午

室 土曜対話室 前 中 に 開 催す る。

なやみゼロ
専 用 電 話(フ り一 ダ イ ヤ ル.}に よ り、 県 県 民 局 及 び県 民 サ ー ビスセ ンタ ー(計7

県 民 相 談7830 民 の意 見 ・要 望 ・相 談等 に24時 間体 制 で ヵ所)に 設 置 。

対応 す る と と もに 、県 民意 識 を把 握 す る、

`

県政に関する意見、要望、苦情及び県民 県庁広報課、県民局、同分室、北摂整備
一 般 県 民 相 談 の日常生活に係る事案に対応し、施策に 局 及 び県民 サ ー ビス セ ン タ ーにお い て、

反 映 す る。 面 接 ・電話 等 で対 応 す る。

走 る 県 民 教 室
県及び市町の施設等を地域住民が実際に

見学 し、県政についての理解を深める。

県民 局 、北摂 整 備 局及 び県 民 サ ー ビス セ

ン ターCと に バ ス を利 用 して実 施 す る。

県庁を見学する小学生等に「県のようす」 県 民 サ ロン、第2号 館13階 展 望 デ ッキ、

県 庁 見 学 や 「県庁 の しCと 」 な どを紹介 し、郷 土 県公館、県議会本会議場などを案内する。

学習意欲の向上を図る。

小学生県政提案箱 県庁を見学した小学生に県にっいての夢 県庁見学の小学生`ζ提案用紙を渡 し、後

「ぼ くらの 兵庫 ・ や意 見 や求 め 、 これ を 県政 に反 映 す る。 日小学校を通じて回収する。

ゆ めの は こ」
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5.1.2行 政 の 情 報 生 産 と 情 報 提 供

〔図5-3〕 は行 政の 情 報生産 と情 報提 供の仕 組みを模 式化 した もの であ る。行政機 関

は マス コ ミ、 出版社 な どの 外部情報 源か ら収 集 した情 報 と内部 で蓄 積 され た情報 を利用 し

て課題解 決 の ため に必要 な情 報活動 を行 う。 この活動 に影 響を及 ぼす のが 附属機 関や各 種

会議 とい った組 織外 の情 報活動 で ある。 さ らに行政 の活動 その もの を監視 す る もの と して

議 会の 活動 があ り、 これ らが一 体 とな って情 報活動 を活 性化 し、 ま た適正化 してい る。 内

- 外 の情 報活動 が行 われ る場を整理 す る と 〔表5-3〕 の よ うにな る。

'

、

《外部情報源》 [外部情朝 《行 政 機 関 》 [生産情翻r公 開メディア』 【提 供手段 】
・.・ ・ 一'一'● 参 ■ ■ 一

マスコミ マスコミ情報 各 種 情 報 活 動 条 例 議決書 広報誌の配布

出版社 (生産) 書籍 (収集) (生産) 予 算 (公開) 計画書 (提供) 刊行物の出版

情報サービス 〉 各種報告書 〉 決 定 調査・分析 ' 事業計画 Aう 報告書 ∋ 閲覧サービス

国、他府県 テ'一夕ペ ース
一 調 整 企 画 報 告 統計書 貸出サービス

市民、有権者 世論憶識

川
、 ^1 A 広 報 予算書 レファレンス

A 法律・通達
(提供) (提供

回 答 資 料 轍 映{

案 内 映 像 1フ ロッピー
1(収集)(収 集)

.会 参 ・.一.≠ 一,● ■

電子フ了イル パソコン通信

(提供)
‖一(収集)

「 … …'…'
"二 一(提 供

(非公開)

i答申、意見i
L

`

II

i議決、提案i
1`

「 … 一… …1

審査会 フォーラム 本会議 i内部保管i

審議会 シンポジウム 常任委員会 L____;

調査会 パネルディス 各種会合

協議会 カ ッション

委員会 セ ミナー 儲 会》

懇話会

{会議等》

給議機関》
＼

'

〔図5-3行 政の情報 生産 と提供 の仕組み 〕
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〔表5-3行 政関係 の主 な情報 活動 の場 〕

一

文

1

区 分 名 称 役 割 目 的 構 成 員 情報活動の事例 必 要 な 情 報

問

題

解

決

内

部

会

議

附

属

機

関

決 定 会 議 政策、計画、組織などについて高度な決定を

行 う

決定 知事、副知事、部長

クラス

・政策 目標の決定

・組織改革の決定

・政策理 念、世論 、マスコ ミ情報

・議会の 意向

調 整 会 議 事業、予算、人事、組織な どについて関係部

局の方針や利害を調整する

調整 担当課責任者者 、担

当者

・事業の調整

・予算折衝

・事業 内容 、分掌事務 、スケジ仁ル
・事業 内容 、費用対効 果

企 画 会 議 新規施策の立案や評価を行う 企画 担当課責任者、担当

者

・アイデアの集 約

・評価

・政策 目標、社 会動向 、統計、

予 測資料 、国の施策

審 査 会 特定の事項について法律事業の存否の認定を

行う

認定 学識経験者等 ・公文書公開の是非 ・事例 、法律 、条例、世論

審 議 会 特定の事項について 「諮問」に応 じて答申 し

または諮問に基づかず意見具申する

答申

意見具申

学識経験者など ・総合計画

・特別職の報酬

・計画条件、事業費見積、必要性
・職務内容、勤労者の賃金水準

協 議 会 特定の事項に関する連絡調整、または意見調

整のために協議を行 う

協議 関係行政機関の職員
関係団体の代表

・青少年問題

・身障者対策の協議

・青少年問題の実態

・身障者対策の実態と課題

委 員 会 特定の事項について臨時的に審議等を行う 審議 学識経験者等 ・叙勲の選考

・地価の調査

・実績、経歴、事例 、社会動 向
・公示地価、路線 価格 、

懇 話 会 特定の事項について幅広 く、 自由に意見交換

を行 う

意見交換 学識経験者等 ・経済政策

・労働問題

・経済成長率、失業率、所得水準
・労働時間、賃金水準、失業率

監

視

本 会 議 条例、予算、大規模な事業等について審議 し

決定する

審議
決定

議 員 ・条例の制定

・予算の決定

・条例案、予算案、事業計画案

常任委員会 議案内容を事前に審査 し、その結果を本会議

に報告す る。

審議
報告

議 員 ・請願、陳情の審査 ・請願、陳情の 内容 、世論 、行政

への影響



行政 内部 の情 報活動 は企 画、調整 、そ して決定 とい う3つ の過 程か ら成 って い る。 〔図

5-4〕 企 画 は入 手 した情 報を もとに現状 を分析 し、行政 課題 の解 決 に必要 な施策 を立

案 す る過程 で あ る。 調整 は施策 に 関わ る部 局の調整 、予算の 裏付 け、 トップや議 会 との根

回 しな どの 過程 で あ る。 そ して決定 は検 討 と調 整 を終え た最 終案 の採 否や 複数 の代 替案 か

らの選 択の課 程 で あ る。 企画 の段階 では施策立 案 に必要 な情 報 と して 人 口、産業 、社 会動

向な どの資料 、それ に 県民 の意識 や行 政ニ ーズの調査 資料 、そ して施策 の理 念 や コ ンセ プ

トを考 え るた めの材料 と なる各種の 報告書 、論 文 な どが利用 され る。 その多 くは外 部情 報

であ るが、 過去 に蓄 積 され た内部情 報のス トック も利用 され る。担 当者 の体験 や記憶 も重

要 な 内部情 報の 一つ で あ る。 この よ うな情 報は分析 され 、解 釈 され 、 その課 程 で新 たな情

報 が生 まれ る。 これ が 内部情報 と して担 当者 間で共 有 され 、利用 され る。 この よ うな情報

生産 の サ イ クル が完 了す ると施策 案 がつ くられ、決 定の場 に持 ち込 まれ る。 そ こで審 議 さ

れ 、内容 が不 十 分で あれ ば再検 討 になるが 、内容が よ ければ よ り上 の レベル で審 議 され 、

同様 な作 業 が行 われ る。 こ う して最終 的に は トップの決定 に至 り、 そ こで認 め られ た もの

は予 算化 され、 県民 に も公表 され る。 こう した一 連 の情報活動 は直 接施 策 を担 当す る部局

が 中心 にな って行 うが、 その課 程 で他 部局 と も様 々な 関係が 生 じるた め、情 報活 動 に 占め

る調 整 の役割 は非 常 に大 きい。最 終決 定に至 る課 程 で生 まれ た情 報 は一 般 に公表 されず 、

内部 資料 と して保 管 され た り、一 過性 の資料 と して廃 棄 され るのが普 通 で あ る。 この 中に

は分 析情 報 を 中心 と した 貴重 な情 報が含 まれ てお り、有 効利用 の必要 性 は誰 しも認 め ると

ころで あ るが 、情 報が 未編 集で あ った り、管理 が属 人的であ った りす るため 、行 政機 関 内

部 です ら他者 に よ る利用 が難 しい場合 が多 い。

《行政機関》

i外部情報i
L」

了"

〈情報生産〉

"、

i生産物i
L-… 一ー ー －J

(提供),
－

L

内部資料i

(内部保管)

i公 開情報i
s

〔図5-4行 政機 関の情 報生産 の プロセス〕

一45一



上記 の課程 で行政 の能力 や知識 ・情 報 が不 足す る場 合は審 査会 、協議 会 とい った合議 機

関や フ ォー ラム、 シンポ ジウムとい った会 議 を行 政組 織の外 に設 置 して対応 す る。行 政の

方針や施 策の 妥 当性 を審 議 して何 らか の決 定 を行 うもの(合 議機 関)や 提供 された情 報 を

もとにアイ デアや 意見 を集約す る もの(会 議等)が あ る。 この場 合、一 般 に前者 は非 公 開

の もの が多 く、 そ こで利 用 され た情 報 や 生産 され た情 報の部 外者利 用 は限 られ て いる。 ま

た、公 開の もの が多 い後 者 で も出席 しな ければ情 報 の入手 は難 し く、遠 方 か らの情報 ア ク

セスは 事実上不 可 能 な状 況 にある。

5.2行 政 と 電 子 情 報

5.2.1文 書 と 電 子 情 報

行政 におけ る事 務 は原則 と して 「文書 」 で処理 され てきた。 その歴 史 は永 く、成 熟 した

体系 といえ る。 ま た、その記録 も膨 大 で、貴 重 な情 報資産 を成 して い る。今 日、行 政分 野

の一層 の 電子化 が望 まれ てい るの は、行 政 の効 率化 は 勿論 で あるが 、 この様 な確 固 と した

文書 システ ムの基 盤 があ るがゆえ に、最 新 の コ ンピュータや ネ ッ トワー クの導 入 に よる大

きな社 会 的効果 が期 待 されるか らであ る。 官公庁 の コ ンピュータ導入 は早 くに始 ま ってい

る。我 が国の 汎用 コ ン ピュー タが普 及 を始 め た ころの最 大ユ ーザ ーで あ った。特 に統計 等

の数 値 デー タ処 理 に関 しては 中央 官庁 を 中心 に電算 システ ムの導入 が進 ん だ。 この段階 で

は、行政 事務 の効率 化 あ るいはデ ー タベ ー スの様 に行 政施策 の決定 を支援 す る道 具 と手 段

であ った。

大型 汎用 コン ピュー タの利用が 始 ま った昭和40年 代の後 半 には早 くも経 済企 画庁 、通

産 省、 運輸 省、 日本 銀行 な どで大 型の デ ータベ ー スが開発 ・運用 開始 され て い る。 昭和4

6年 に経済企 画庁 の 日本 経済 デー タベ ー ス。 昭和48年 に 日本銀行 の 統計情 報 メイ ンシス

テ ム。 昭和49年 に通 産 省の政策情 報 システ ム、運輸 省のデ ー タセ ンターな どが 運用 を開始

して い る。

現在 、 中央 官庁 で運用 され てい る行 政 関連 デー タベ ースお よそ300種 類 。 さ らに30

近 くが開発 ・企 画 中であ る。(総 務庁 「デー タベ ー ス化状 況調査(1991年)に よ る)

特許 庁や 社会保 険庁 の よ うに特 定事 業 目的 の大規 模 なデー タベ ー スが稼 働 して い る他 、

統計 な どの多数 の行政情 報 デー タベ ー スが運用 され ている。 ちなみ に、特 許庁 の デー タベ

ー スは4000万 件以 上 の文献 を収 録 して いる。

また 、地 方 自治体 にお いて も都道 府 県で約600の デー タベ ー スが運用 され てお り、市

町村 で は全体の 約半数 の1000団 体 で何 らか のデ ータベー スを作 成 して い る。(自 治 省

「電子計算 機の 利用状 況調査(1992年)」 によ る)

さらに公的研 究機 関に おいて もデー タベ ース化 が進 んでお り、1993年 に科 学技術 庁

科 学技術情 報課 が実施 した調査 「研 究情 報 ネ ッ トワー クに 関す るア ンケー ト」 に よる と1

20近 い公 的研 究機 関の 内、70以 上 がデ ー タベー スを作成 ・運用 して いる。

これ らの公共 デー タの 一部は既 に、 外部 に も電子情 報 と して提供 されて い る。特許 庁の

公 開広 報は約5000件 の 出願が一 枚 のCD-ROMに 収録 され 、週2回 発 行 され てい る。

ちな みに 印刷物 だ と週100冊 に もの ぽ る。 また、 各種統計 デー タ130種 類 以上 が磁 気
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テー プ等に よ り外 部 に提 供 されて い る。最近 で は動 画 も入 れ たマル チ メデ ィアの 報告書 を

郵政省 が作成 、配賦 した ケ ース もあ る(通 産 大 臣賞受賞)。

5.2.2ネ ッ ト ワ ー ク 化 の 進 展

近年 、民 間部 門で コ ン ピュー タが普 及 し、パ ソ コ ンの 個人 利用 が広 ま る中で 、公共 部 門

の先導 的な役 割 は薄れ て い た。 しか し、昨年 以来 の景気 対策 の一環 で 、公共 部 門の情 報化

に多額 の投資 が行 われ る ことな り、今 再 び注 目され てい る。 いわ ゆ る 「新 社会 資 本」 と し

て、公共 部 門の コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クへ の投資 であ る。昨年 度の 各省庁 の 合計 で1

千億 円近 い大 型予 算が 組 まれ、 その結果 、1994年 中には、次 に掲 げ る国の大半 の 行政 ・研

究 ・学術 機 関に一 斉 に コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クが導 入 され る こと とな った 。

■ コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク(LAN)が 新 た に敷 設 され る 機 関

総務 庁(本 庁)

外務 省(本 省)

警察 庁(科 学警 察研 究 所)

北 海道 開発 庁

防衛 庁(技 術本 部)

科学 技術庁(6研 究機 関)

環境 庁(環 境研 究所)

大蔵 省(印 刷 局研 究所 および 国税総合 コ ンピュータ システ ム)

文 部省(本 省 お よび国 立 大学97の ほぽ全校)

厚 生省(が ん セ ンター)

農林水 産 省(本 省 ・農 村情 報の マル チメデ ィア ・ネ ッ トワー ク)

通 商産業 省(本 省 ・工 業技 術院本 院 および研 究所 ・通産 省検査 所)

郵政 省(本 省 ・通信 総 合研 究所)

国土 地理 院、 な ど

5.2.3電 子 情 報 の 公 認 と課 題

コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クの導入 は、行 政事 務 にお け る 「文書 」 の役 割を 「電子情 報」

が取 って代 わ る可 能性 を 生 む。 その意味 で、平 成2年 に 開始 され た特 許の 電子 出願 は、 そ

の規模 の大 き さ、徹底 したペ ーパ レス化 によ る特 許事 務の効 率化 もさる こ とな が ら、電 子

メ ール を公式 書類 と して 初 めて認 めた点 で画期 的 であ る。 他 に も現 在 、貿易 保 険業務 や通

関事務 等 で電子 メール に よ る 申請 手続 きを実施 す るな ど、行 政事務 に おい て電子 情 報が 活

用 されっつ あ る。 しか し、今 後の 大 きな課 題 と して 、 さま ざまな行 政事務 で電子 情 報を本

格的 に活用す るにあ た って は、文書 の代 わ りと しての電子情 報を、 法 的に認 め る必要 が あ

る。統 計調査 を例 に と る と、現 在仮 に、調 査結 果を 電子 メールで回 収 で きた と して も、 統

計法上 の調査 票 とは認 め られな いであ ろ う。 この様 な状況 を、法改 正 等 によ り解 決 しなけ

れば、行 政 にお け る抜 本 的 な情 報化 は進展 しな い と考 え る。
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5.3情 報 公 開(パ ブ リ ケ ー シ ョ ン)

5.3.1電 子 情 報 公 開

行 政情 報 は従来 か ら印刷物 を 中心 に様 々な方法 で公 開 されて い る。 それ らの情 報 は個 人

に 伝わ るが 、一 方向的 であ り、 また 出版 や マ スコ ミを通 じて いるため 、 あるい は各省庁 の

広 報予 算の 限度 等 によ り、量 的 に限定 され る。 さらに地 域的 なタイ ム ラグ も起 こ りやす い。

マ ス コ ミも ビジネ スで あ り、読 者 、視聴 者が 関心 を もちそ うな情 報 を 中心 に報道せ ざる

を得 な い。各省 庁が毎 日行 って い るプ レス発表 の内 、実際 に記事 とな るのは限 られ た もの

であ ろ う。商用 デ ータベ ース に納 め られ る統計 等の行 政デー タ も利用 頻度 の多 い ものに 限

定 され てい る。

官 庁 自身が 出版す るよ うな場 合で も、印刷 費の制 約で紙面 が限 られ、本 来 であ れば公表

し得 る 内容 が豊 富 であ って も、 その 一部 しか 記載 されて いない場合 が多 い と思 わ れ る。 こ

れ らの制 約 に加 え 、一 方 的な報 道形 態 であ るため、 個人が知 りたい行 政情 報 を逆 に探 そ う

とす ると極 めて 困難 な状 況 に陥 る。 行政 組織 は 巨大 で あ り、既存 の刊行 物 も多 い。運良 く

担 当者 に た ど りつ く、 あ るいは政 府刊行 物 の 目的の ペ ー ジに行 き当た る と して も、手 間暇

は避 け られ ない 。

公 表 し得 る行政情 報 は豊富 にあ るに もか かわ らず 、個 人に十分 に伝 わ らない 、 ま して必

要 な情 報 を探 し出すの は至難 の わ ざであ る とい うよ うな状 況が実情 であ る と言 え よ う。 こ

の 状況 を解 決 しうる手段 と して、 行政 事務 の電子化 とネ ッ トワー クの整 備 が挙 げ られる。

既 に、通 産省 の本省 の様 に職員 一 人 当た り、 ほぼ一台 のパ ソ コ ンが 導入 され て いる省庁

もあ り、早 晩 、行政部 門 の文書情 報 は電子 情報化 され よ う。 また今 回の 「新社 会資本 整備 」

に見 られ る よ うに、 コ ンピュー タネ ッ トワー クの有用性 は十分 に認識 されて い る。一 旦 、

電子化 され た情 報 は、パ ソ コ ン通 信 に見 られ るよ うに、その ままの 内容 を一 瞬 に して遠 隔

の個 人 に伝達 で きる。 そ こには 、現 状の 制約 は存在 しな い。 また、 電子化 されデ ー タベ ー

ス化 され た情 報は 、検 索 が容易 であ り、探 し出す苦痛 か ら も開放 され る。そ して政府 自身

も情 報公 開 には真 剣に取 り組む 姿勢 で あ ると見 られ る。

5.3.2行 政 情 報 化 の 政 府 の 方 針

行 政情 報 のデ ー タベ ース化 とそ の外 部提供 につ いては 、こ こ10年 来 繰 り返 し、前 向 き

な姿 勢 が示 され て きた。特 に、昨年(1993年)の 行政 改革推進 審議 会で は行政 の情 報化 につ

いて 「情 報 は政策 判断 の基本 であ り、 多様 かつ高度 な情報 の蓄積 、分 析、加 工 、総合利 用

等 が行 政の 意識 の統一 を助 け、行 政の 総合性 を確保 してい く。 さらに行政 の情 報化 は、行

政 を効率 化 し、 開かれ た行政 の実現 や国民 の利 便の向上 に も資す る。 」 と し 「行政情 報公

開の推 進 につ いて も、更 に検 討を 進 め るべ きであ る。」 と提言 。 これを うけ て今年 の政府

の行 政 大綱 で 「行政 の情 報化 の積 極 的な推 進 を図 るため、各省庁 を通 じ政 府 と して 中期 的、

計 画 的に これ に取 り組 む ための推 進 計画 を策定 す る ことと し、本格 的 な検 討 を進 め る。」

ことが明示 され た。今 後 、各省庁 に お いて具体 的な 計画が進 む こと とな る。

以下 は その 背景 とな った考 えか た で あ る。
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● 臨 時 行 政 調 査 会1983年 答 申(抜 粋)

「行 政機 関に おけ る電子 計算機 等の情報 ・通信 機器 の普及 は 目覚 ま し く、行 政事務 ・事

業 の 処理 に と どま らず 、政策 決定 等 に も利 用 され つつ あ る。 これ ら行 政情 報 システ ムは 、

これ ま で各省 庁の タテ 割 り行 政機構 の もとで それ ぞれ に整 備 が進め られ て きて いるため 、

総 合性 及 び計 画性 に乏 しい。 この ま までは情報処理 技術 の効果 的利用 並 び に機 器及 びデ ー

タの相 互利 用 が 図 られず 非効 率的 な整備 とな るおそれが あ り、ま た、重 要分野 の システ ム

の整備 が立 ち後れ る等 の問題 があ る。」

「今 後行 政 に おけ る情 報管 理 と事 務処理 の近代化 は重要 な課題 とな る。な かで も、行 政

情 報 シ ステ ムは その 中軸 とな るべ き もの であ るの で早急 に見直 しを行 い、政府 全体 と して

海 外情 報 を含 む各 種情 報 を有機 的 かつ効率 的 に活 用 し得 る システムの 形 成を積 極 的に推 進

して い く必 要 があ る。」

「情 報化 社会 の進 展の 中で、行政情 報 に対す る需要 に応 ず るため には 、情 報 管理 の理念

を従来 の保 管 ・保存 の ための 管理 か ら有効 な利用 ・提供 を図 るとい う方 向へ 転換 す る。 」

その た め、 「各種事 項 の標 準化 、事務手 続等の 合理化 、デー タベ ース の充実 、情 報の所

在 案 内等の機 能 の整備 等 行政情 報 の利 用 システ ムの整備充実 及 び総合 的利 用の ため の方策

を 推進 す る」

● 行 政 機 関 に お け る デ ー タ ベ ー ス 整 備 に 関 す る基 本 方 針(1987年 各 省 連 絡 会)抜 粋

デー タベ ー ス整 備の基 本 目標 。 「行 政運 営の簡素化 ・効率化 、行 政 サ ー ビス の向上 等の

観 点か ら、 許認 可、登録 、給付 、徴収 、規 制、監 督等の固有業 務処 理 に係 るデ ー タベ ー ス

の構 築 を積極 的に推進 す る。」 「デ ータベ ースは、 デー タの集 中によ って一 層 その利用 価

値 が高 め られ る ことか ら、行政 計画 の策 定 、施 策の 決定等 に必要 とされ る行 政情 報 システ

ム は、統 計情 報 、業務情 報 、文献 情報 を収集 ・整理 し、可能 な限 り省 庁 内統 合デ ー タベ ー

ス と して構築 す る。」 「政 府全体 と して共 同利 用 できるデ ータベ ース につ いて は、各省 庁

の協力 の 下 に、原 則 と して、一元 的 な考 え方 に基づ き開発 を進 め る。 ま た、原デ ー タが複

数省庁 にま たが って存在 す る もの 、若 しくは、重複 して保 有 され る ことが見 込 まれ る もの

につ い ては 、その 内容 、利用 形態 、ニ ーズ等 に応 じ、 関係 省庁 の協力 の下 に、共 同 して利

用 で き るデ ー タベ ース と して構 築す る。」 「行政 デー タの有 効 ・高度 利 用、 デー タベ ース

構 築経 費 の節 減等 の観 点 か ら、現在 、各省 庁で運用 中の デー タベ ー ス及 び今後 開発 を予 定

して い るデー タベ ースの うち、他省庁 の利用 に供す ることが可能 な もの につ いて は、ニ ー

ズを踏 まえ積極 的 に省庁 間利用 を推 進す る。」 「各省庁が保 有す る磁 気 デー タの うち、 民

間等 にお いて利 用価 値が 高 い もの につ い ては、ニ ーズを踏 まえ積 極 的 に省 庁間利 用 を推進

す る。 」

5.3.3行 政 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク の 実 現 に 向 け て

行 政情 報 は従来 か ら 「文 書」化 が進 んで い ると言 えよ う。 そ して各機 関 ごとには 「電子 」

化 の 努力 も行 わ れて きた 。最 近 では、本 来の 行政の あ り方を踏 ま えて 、政府 の方針 も情 報

公 開に積極 的 にな って い る。 そ して先 に も述べ た よ うに、新 社 会資 本 の一環 と して、今 年
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は一斉 に各機 関の コ ン ピュー タネ ッ トワー クが整 備 され る。 この よ うな状況 を鑑 みれば 行

政機 関にお いては 、提供 すべ き情 報 があ り、文 章の 電子化へ の意欲 が あ り、 その 目指す 方

針 も固 まってい る と考 え られ 、 しか もそれ の実現 を 支え るハ ー ドウェア も急 速 に揃 いつ つ

あ る。国家 レベル での行 政情報 ネ ッ トワー ク実現 の基 本条件 は整 った と言 えよ う。

行 政情報 ネ ッ トワー クは来 るべ き情 報化 社会 の基 盤を なす公共 イ ンフラであ る。道路 や

鉄道 、上下水 道 、エネ ル ギー供給 と 同 じよ うに、長 期 に安 定 して機能 して い くべ き もの で

あ る。

今 、必要 なの は、着 実 に実現 しうる長期 ビジ ョンであ る。 財政 に過 重 な負担 をか けず 、

行 政部 門の労働 負荷 を高 めず、 しか も成 長 しつづ け るグ ラ ン ドデザ イ ンを描 くこ とで あ る。

国の役 割、公 的機 関の役 割、民 間企 業 の役割 を長 い 目で考 え る必要 が ある。情 報技 術の 進

歩 は速 いが 、あま り技 術革 新 に振 り回 され ない よ うに、な るべ く枯 れ て安 定 したポ ピュラ

ー(標 準的)な 技術 か ら導入 すべ きであ ろ う。 民間商用 デ ー タベ ース との 関係 も、役 割、

機 能分 担を 明確 に し、将 来の ビジネ スチ ャンス を創 生す る工 夫 が不 可 欠 とな る。

一つ の道筋 と しては、 先ず 、公共 部門へ の ワープ ロな りパ ソ コンの導入 を一 層積極 的 に

進め る。 それ らOA機 器 の導入 は事務 の効 率化 につ なが る ことか ら、 財政 当局 もその導 入

を認 め易 いであ ろ う。 その結 果、 「文書」 の 電子化 は 自然に着 実 に進 む。 電子化 され た情

報 は余分 な加工 な しで、 そのま まデー タベ ー スに フ ァイル と して保存 す る。 キー ワー ドも

つ けな い。 とにか く入力 しやす くす る。す る と自然 に無理 な くデ ータは蓄 積 を始 め る。 数

年 もす れば膨大 な現 デー タが集積 しよ う。

デー タベ ースはネ ッ トワー クを介 して誰 にで もオ ープ ンに してお く。 いわ ば 自然 とい う

か野生 の状 態の原 デー タベ ー スであ る。 とにか くデ ー タが 自然 に無理 な く集 ま る ことが先

決で あ る。 それ らの原デ ー タだけ で も、誰 で もど こか らで もア クセス でき る公共 の情 報資

産 と して社 会的 には大 きな意義 が あ る。

次 に、 それ らの 原デ ー タをよ り使 いやす い もの にす る。分類 し、整理 し、検 索 しやす い

よ うにキ ー ワー ドをつ け る。 そ うい った付加価 値を つ け るの は、商用 デー タベ ー スの役 割、

とい うか ビジネ スで あろ う。 ユー ザー は使 いや す さ とい うサ ー ビスに対価 を払 うわけ であ

る。膨大 な情報 資産が 多 くの ビジネ スチ ャ ンスを生 む こ とにな ろ う。

本 年度 の第3次 補正 予算 で通産 省 は、 「電子 図書 館 」 と、 「新産業 創造 デ ー タベー スセ

ンター」を発 足 させ た。 これ らは いず れ も行 政情報 ネ ッ トワー クのパ イ ロ ッ トモデル とな

り うる もの であ る。

■ 「電 子 図書 館 」 の 概 要

(1)公 式名称:モ デル 電子図書 館

(2)予 算 額:17.5億 円(93・94年 度)

(3)実 施主体:情 報処理 振興事 業 協会

(4)内 容:第 二 国会図書 館(国 立 国会 電 子図書 館 関西館)を は じめ とす る各地 の 電

子 図書館の モデル とな りうる電子 図書 システムを構築 し、電 子 図書情 報

を ネ ッ トワー クで提供す る。
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■ 「新 産 業 創 造 デ ー タ ベ ー ス セ ン タ ー 」 の 概 要

(1)公 式 名称:新 産業 創造 デ ータベ ース ・セ ンター

(2)予 算 額:18億 円(93・94年 度)

(3)実 施 主体:情 報処 理振 興事業 協会

(4)内 容:産 業行 政情 報 を中心 に、市場 情報 、新 技術 関連情 報等 を デ ータベ ース

化 し、デ ー タベ ー ス事業 者 、パ ソコ ン通 信等の 商用 ネ ッ トワー ク、あ

る いは公 的な ネ ッ トワー クを通 じて一般 に提供 す る。

5.4行 政 と グ ロ ー バ ル 化 対 応

行 政部 門の情 報化 ・ネ ッ トワー ク化 の動 きを大 き くま とめ る と、(1)93年 度 にお け る

行政機 関 ・研 究 機 関 ・大 学 等の 「構i内ネ ッ トワー ク(LAN)」 の整 備(2)94年 度以 降

の各機 関を結 ぶ 全 国ネ ッ トワー ク網の構 築 と とイ ンフ ラ整 備が進 む こ とにな ってい る。

93年 度 の構 内 ネ ッ トワー ク導入 にあた って、政 府は全 国規模 の総 合ネ ッ トワー ク構 想

を 目指 して、将 来の 相互 の接 続 が可能 であ る ことを基本条 件 と した。 具体 的 に は通 信手 順

を 「OSI」 に準拠 して統一 す るな どの標準化 の方 針が示 され てい る。

並 行 して、 それ らの ネ ッ トワー クを通 じて どの よ うな情 報 を交 換す るか、 外部 に対 して

どの情 報 を公 開提供 す るか 、検討 も始 まろ うと してい る。 しか し、 それ らの情 報 を どの 様

な 「様 式 ・手順 」 でや りと りす るか につ い ては、情 報規格 部門 に確認 して も具 体 的な検 討

は まだ始 ま ってい ない現 状 にあ る。

行 政情報 の 国際 的な ネ ッ トワー ク提供 につ いては 、国際 的ネ ッ トワー クで あ る 「イ ンタ

ーネ ッ ト」へ の 接続 に よ り、行政 ・学術情 報 の発 信 を 目指 す こ とにな ろ う。海 外 との情 報

交 流 の基盤 を持 つJETRO等 の 公的機 関 との連 携 をはか れば 、行政 ・学 術情 報 のみ な ら

ず 、産 業情 報 も含 めよ り幅広 い 電子情報 の交流 が可 能 となろ う。

そ の際 、通 信 手順 を我 が 国の政 府はrOSI」 を 推奨 して いるの に対 し、OSIの3、

4層 の みを規 定 したイ ンターネ ッ トは 「TCP/IP」 採用 してい るため に 、通信 に若 干

不 都 合が起 こ りうる可 能 性が あ るな ど若干 調整す べ き問題 はあ るが、技 術 的 には解 決可 能

と思 われ る。

グ ローバル化 にお け る情 報流 通 につ いての問題 は 、む しろ言語 であ ろ う。現 に新社 会 資

本 整備 の一環 で計 画 され てい るデ ー タベー スの 中に は海 外へ の情報 提供 サ ー ビスを 目指 し

て機 械 翻訳の導 入 を試 み る もの もあ る。具体 的 な例 と して科 学技術 庁 は94年 度 に研 究成 果

の デ ー タベ ース を作 成 し、機械 翻訳 システ ムに よ り英文 化 を図 り、ネ ッ トワー クを通 じて

内外 に提供す る計 画を進 めて い る。

5.5行 政 の情 報 化 の 現 状

こ こでは兵庫 県 の事 例 を交 えなが ら地 方公共 団体 の情 報化 の現状 を概観 し、 その課題 に

つ いて考察 す る。
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5.5.1情 報 シ ス テ ム の 開 発 状 況

地 方 自治 コ ンピュータ 総覧(平 成 四年度 版)に よ ると地方 自治体 の 電算 業務 はつ ぎの よ

うな状況 にあ る。都道 府 県では給 与 、 自動 車税 、法 人事業税 、法人 県民 税、会 計経理 、指

定統 計、 自治省 統計 、森林 計画 、工事 設計 積算(土 木 ・建築 関係)が 全 団体 で、人事 管理 、

税務事 務、起 債 管理 等の事 務が大 部分 の 団体 で電算 処理 され て いる。市 町村 では住民 税 、

固定 資産税 、 国民健康 保 険税、 国民年 金 、軽 自動車 税の5業 務が利用 団体 の9割 を超 え る

団体 で、給 与 、住民記 録 、選挙管 理委 員会 関係 事務 、各種検 診、起債 管理 及び児 童手 当事

務等 の業務 が過 半数 を超 え る団体 で電算処 理 され てい る。最 近の傾 向 と して は住 民記録 、

各 種検診 等の 医療事務 及 び児童手 当、財務 会計 への 適用が拡 大 してい る。 この よ うに地 方

公共 団体 にお け る電子計算 機の利 用 は税務 、給 与 、各種統 計な どの 大量 定型業 務 につ い て

は定 着 し、現在 は行政 情 報の提供 、 緊急通 報 シス テムな どの住民サ ー ビスを改 善す る情 報

システ ムの構築 が進 め られて いる。地 域情 報化 施策 の概要(平 成 四年版)に よ ると地 方 自

治体 に おけ る地 域情 報通 信 システ ムの整備 状 況(平 成4年4月1日 現在)は つ ぎの とお り

で あ る。実数ベ ー スでは整 備済 みの もの が3,716件 、 開発 中の ものが994件 とな っ

て い る。事 業主 体 は 自治 体直営 の ものが4,229件 、公社 が30件 、第3セ クターが2

84件 、その他 が167件 で あ り、 自治体 直 営の ものが ほぼ9割 を 占め る。 自治体 直営 の

システ ムの 内訳 を件数 の 多 い もの につ いて見 る と、 「防災情 報 システ ム」1,423件 、

「緊急通 報 システ ム」649件 、 「行政情 報提 供 システ ム」568件 、 「行政 窓 口サー ビ

ス オ ンライ ンシステム」403件 、 「気象 ・水 防情 報 システ ム」246件 、 「図書館 情 報

ネ ッ トワー クシステム」185件 の 順 にな って いる。 〔表5-4〕

また、利用 され ているメディアの状況 は消防 防災行政無線以 外では専用回線(1,023件)、

公 衆回線(964件)、 デー タベ ース(784件)、 パ ソ コ ン通 信(469件)が 多 く用

い られ てい る。
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〔表5-4地 域 情報通 信 システ ムの システ ム区分別整備 状 況〕

区 分

行政窓口サービスオンラインシステム

行政情報提供 システム

地 図情報提供 システム

公共施設案内 ・予約システム

図書館情報ネットワークシステム

地 域 カー ドシステ ム

生涯学習情報提供システム

学校教育支援情報システム

保健医療情報システム

救急医療情報システム

緊急通報システム

福祉活動支援情報システム

気象 ・水防情報 システム

防災情報 システム

公害監視 システム

道路 ・交通情報 システム

バ スロケー シ ョンシステム

駐車場情報 システム

ホームセキュ リティサービスシステム

自動検針 システム

地域タウン・イベント情報提供システム

観光物産情報提供システム

ホーム ショッピングシステム

消費者保護情報提供システム

中・1 ンスアム

産業情報提供 システム

商店街情報 システム

オ ンライン受発 注 システム

農林水産物市況情報提供システム

農林漁業技術情報提撒 システム

病害虫発生予察情報システム

漁海況情報 システム

その地

合 ≡
面

直営

整備済

343

473

9

92

116

2

03

20

25

55

532

42

193

1,261

09

63

21

91

4

9

45

12

11

7

81

4

3

42

14

51

9

42

3,549

開発中

60

95

17

38

69

7

43

28

44

9

117

18

53

162

13

15

15

2

7

15

16

1

4

3

13

3

2

14

30

11

9

22

955

計

403

568

26

67

185

9

37

48

96

64

649

42

246

1,423

103

15

12

34

6

61

06

37

1

51

01

13

7

5

38

17

26

81

64

4.504

公社

整備済

2

2

2

1

1

1

2

13

24

開発中

1

1

1

1

1

1

1

7

計

3

3

2

1

1

1

1

1

2

14

1

1

31

第3セ ク ター

整備済

2

41

2

13

1

5

3

3

4

2

1

4

3

3

1

1

40

24

3

1

6

17

8

10

1

2

1

14

216

開発中

2

19

2

4

2

5

2

4

1

3

1

4

3

1

2

1

10

7

1

10

21

7

8

3

4

7

134

計

4

60

4

17

3

10

5

7

4

3

4

5

7

6

2

2

2

50

31

4

1

16

38

15

18

4

6

1

21

350

その他

整備済

1

15

4

2

16

7

16

2

16

8

1

2

2

9

5

3

2

4

2

1

3

8

3

6

138

開発中

1

2

1

9

3

2

5

3

1

1

1

1

3

2

3

1

1

2

2

2

4

50

計

1

16

2

4

2

1

25

7

19

4

21

11

1

3

3

1

10

8

3

4

7

3

2

5

10

5

10

188

合計

408

647

32

91

192

9

84

54

128

75

671

50

273

1,441

103

59

15

40

9

18

120

77

5

19

32

90

25

26

47

87

32

18

96

5,073

(注)1つ のシステムで複数の区分に該当 している場合がある。
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5.5.20A機 器 の 普 及 状 況

地 方 自治 コ ン ピュー タ総覧(平 成 四年度版)に よ る と 自治体 にお ける主なOA機 器 の普

及 は次 の よ うな状 況 にあ る。導 入状 況を見 ると 〔表5-5〕 、 〔表5-6〕 の よ うにな る。

〔表5-5主 なOA機 器の利 用 団体 数〕

区 分

機 種

4.4.1現 在 3.4.1現 在 対前年比(%)

都 道

府 県
市町村

、

合 計
都 道

府 県
市町村 合 計

都 道

府 県
市町村 合 計

パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ 47 3,068 3,115 47 2,882 2,929 lOO.0 106.5 106.4

ワ ー ド ・ プ ロ セ ッ サ 47 3,231 3,278 47 3,235 3,282 100.0 99.9 99.9

フ ァ ク シ ミ リ 47 3,240 3,287 47 3,231 3,278 100.0 100.3 100.3

〔表5-6主 なOA機 器 の 設 置 台 数〕

区 分

機 種

4.4.1現 在 3.4.1現 在 対前年比(%)

都 道

府 県
市町村 合 計

都 道

府 県
市町村 合 計

都 道

府 県
市町村 合 計

パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ 45,635 39,977 85,612 36,369 29,541 65,910 125.5 135.3 129.9

ワ ー ド ・ プ ロ セ ッ サ 32,453 69,926 102,379 25,407 54,723 80,130 127.7 127.8 127.8

フ ァ ク シ ミ リ 12,357 27,405 39,762 10,224 22,610 32,834 120.9 121.2 121.1

パ ソ コ ンは 都 道 府 県 で 全 団 体 、 市 町 村 で 全 団 体 の94.1%が 導 入 して お り、 前 年 度 に 比 べ

6.4%の 伸 び で あ る 。 ワ ー プ ロ は都 道 府 県 で 全 団 体 、 市 町 村 で も全 団 体 の99.1%で 利 用 さ

れ て い る。 フ ァ ク シ ミ リは都 道 府 県 で 全 団 体 、 市 町 村 で も全 団 体 の99.4%で 利 用 され て い

る 。 設 置 台 数 で は パ ソ コ ンは 都 道 府 県 で前 年 度 に 比 べ25.5%の 伸 び を 示 し、 利 用 団 体1団

体 当 た りの 平 均 台 数 は971.0台(前 年 度773.8台)と な って い る。 市 町 村 で は 前 年 度 に比 べ

35.3%の 伸 び を 示 し、 利 用 団 体1団 体 当 た りの 平 均 台 数 は13.0台(同10.3台)と な っ て い

る 。 ワー ド ・プ ロ セ ッサ は 都 道 府 県 で前 年 度 に 比 べ27.7%の 伸 び を示 し、 利 用 団体1団 体

当 た りの 平 均 台 数 は690.5台(同540.6台)と な って い る 。 市 町村 で は前 年 度 に比 べ27.8%の

伸 び を 示 し、 利 用 団 体1団 体 当 た りの 平 均 台 数 は21.6台(同16.9台)と な っ て い る 。 さ ら に

フ ァク シ ミ リは 都 道 府 県 は 前 年 度 に比 べ20.9%の 伸 び を 示 し、 利 用 団 体1団 体 当 た りの 平

均 台 数 は262.9台(同217.5台)と な って い る 。 市 町 村 は27,405台 で 、 前 年 度 に 比 べ21.2%の

伸 び を 示 し、利 用 団 体1団 体 当 た りの 平 均 台 数 は8.5台(同7.0台)と な って い る 。 パ ソ コ ン

の 処 理 業 務 の 内 訳 を 見 る と都 道 府 県 で は 「統 計 ・分 析 」 が33.7%、 「教 育 研 修 」 が23.0%、

「台 帳 管 理 」 が20.4%、 「会 計 経 理 」 が20.2%、 「技 術 計 算 」 が18.6%、 「実 験 デ ー タ 処

理 」 が16.8%で あ る。 市 町 村 で は 「台 帳 管 理 」 が26.6%、 「統 計 ・分 析 」 が21.2%、 「会

計 経 理 」 が16.1%、 「教 育 研 修 」 が13.4%、 「設 計 積 算 」 が10.8%、 「技 術 計 算 」 が7.0

%で あ る 。教 育 研 修 を 除 け ば 統 計 分 析 や 計 算 業 務 、 台 帳 管 理 が 主 な 業 務 に な って い る 。
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兵庫 県庁 では簡 単 な操作 で高 速 かつ正確 な情報 伝達 を 可能 にす るフ ァクシ ミリの普及 が

著 しく、全庁 的 な フ ァク シ ミリネ ッ トワー クが整備 され つつ あ る。特 に平成2年 に運用 を

開始 した フ ァク シ ミ リメール シス テ ムは電子掲示板 と して情 報の 蓄積 ・検 索 に も利 用 で き

る もの であ り、 フ ァク シ ミリサ ー ビスの可 能性が広 が って い る。 さらにOA化 は機 器の パ

ー ソナル化 を もた ら して い る。 ワープ ロは 当初、台数 が 限 られ ていた こ ともあ って主 に浄

書用 に使 わ れて いたが 、 平成5年4月 現在 でパ ソコ ンが ほぼ5人 に1台 、 ワープ ロが ほぽ

14人 に1台 まで普 及 し、い まで はパ ーソナル ツール と して 文書 の作 成 、編集 、保 存の た

め に利用 され、職員 の情 報活動 に と って必 需品 にな って い る。 このよ うにOA機 器 の御 三

家 と言 え るパ ソコ ン、 ワープ ロ、 フ ァク シ ミリは急 速に普及 しいるが 、本格 的 な情 報の シ

ス テ ム化 に必要 な一 人一 台 の普及 まで には しば ら く時間 がか か りそ うである。

5.5.3情 報 流 通 メ デ ィ ア の 普 及 状 況

こ こでは情 報流通 メデ ィア と して今後の発 展が予想 され るデー タベ ース、パ ソコ ン通 信 、

ケ ーブ ルテ レビを取 り上 げ る。地 域情 報化施策 の概要(平 成 四年版)に よ ると これ ら3つ

の メデ ィアの普 及状 況 は以 下の とお りであ る。

(1)デ ー タ ベ ー ス の 構 築 状 況(注)

地 方 公共 団 体 に お け る デ ー タベ ー スの 構 築状 況(平 成4年4月1日 現 在)を 示 す と

〔表5-7〕 の よ うに な る。

〔表5-7業 務 別 のデ ータベー ス構 築状 況〕

分野
デ ー タベ ー ス の数 1

都道府県 市区町村
合計

商工 ・労働
123

(29.4)
25

(8.3)
148

(20.6)

教育
58

(13.9)
113

(37.4)
171

(23.8)

農林水産
52

(12.4)
8

(2.6)
60

(8.3)

統計
33

(7.9)
21

(7.0)
54

(7.5)

環境
23

(5.5)
7

(2.3)
30

(4.2)

福祉
15

(3.6)
9

(3.0)
24

(3.3)

保健・医療
14

(3.3)

15

(5.0)

29
(4.0)

土木
6

(L4)
5

(1.7)
11

(1.5)

都市計画
6

(1.4)
15

(5.0)
21

(2.9)

その他
88

(21.2)
84

(27.7)
172

(23.9)

合計
418

(100.0)
302

(100.0)
720

(100.0)

(注)11つ のデー タベー スで複数 の分 野 に

区分 され ている場 合が ある。

2()内 は構成比 を示す(単 位:%)。
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都 道 府 県 で は418件(実 数362件)の デ ー タ ベ ー ス が 構 築 され て お り、 その 主 な 分 野 は 「商

工 ・労 働 」29.4%、 「教 育 」13.9%、 「農 林水 産 」12.4%で あ る。 市 区 町村 で は302件(実

数220件)の デ ー タ ベ ー ス を 構 築 して お り、 主 な 分 野 は 「教 育 」37.4%、 「商 工 ・労 働 」

8.3%で あ る。 デ ー タベ ー ス の 利 用 状 況 〔表5-8〕 を 見 る と、 都 道 府 県 で は 実 数362件 の

う ち 「庁 内 だ け で利 用 可 能 な もの 」 が 全 体 の42.8%、 「庁 外 の 公 共 施 設 等 で も利 用 可 能 な

もの 」 が32.9%、 そ して 「一 般 公 衆 端 末 か ら も利 用 可 能 な もの 」 が24.3%で あ る。 市 区 町

村 で は そ れ ぞ れ 、40.9%、33.6%、25.5%で あ り、 全 体 と して は 約 半 数 が 外 部 利 用 が 可 能

に な っ て い る が 、 利 用 を 拡 大 す る た め に は さ らに オ ー プ ン化 を 進 め 、 自宅 か らの 利 用 が 行

え る環 境 づ く りが 求 め られ る 。

(注)こ こ で は 人 事 や 財 務 等 行 政 内 部 で使 用 す る 情 報 を 扱 う もの は 除 か れ て い る 。

〔表5-8デ ー タ ベ ー ス の 利 用 状 況 〕

区分

デ ー タベ ー スの 数

合計
都道府県 市区町村

庁内だけで
利用可能

155

(42.8)
90

(40.9)

245

(42.1)

庁外の公共施設等

でも杣 河能

119

(32、9)

74

(33.6)

193

(33.2)
一般 公 衆端 末

で も利川可能

88

(24.3)
56

(25.5)

144

(24.7)

合計
362

(100.0)

220

(100.O)
582

(100.0)

(注)()内 は鞘[成 比 を示 す(tN,7:.%)。

(2)パ ソ コ ン通 信 事 業 の 状 況

自治体 、公社 、第3セ クター等 が実 施 して いるパ ソ コ ン通 信事業 の状 況は 〔表5-9〕

の とお りであ る。

〔表5-9パ ソコ ン通 信事 業の整 備状 況〕

区分

直営 公社 第3セ ク ター その他 合計

既設 予定 計 既設 予定 計
1

既設 予定 計 既設 予定 計 既設 予定 計

事業数 109 22 131 14 0 14 32 3 35 21 1 22 176 26 202
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総 事 業 数202件 の う ち 自治 体 直 営 の もの が131件(65%)、 公 社 に よ る もの が14件(7%)、

第3セ ク タ ー が35件(17%)、 そ の 他 が22件(ll%)で あ る 。 整 備 状 況 は 前 年 に 比 して50件

(32.9%)増 加 して い る。 サ ー ビ ス状 況 を 見 る と電 子 掲 示 板(20.6%)、 情 報 提 供(20.5%)、

電 子 メ ー ル(20.2%)、 電 子 会 議(ll.2%)が 主 な サ ー ビス に な って い る 。 〔図5-5〕

1日 当 た りの 運 用 時 間 は 「18～24時 間 」(63.9%)が 最 も多 い 。 パ ソ コ ンが 普 及

し、 パ ー ソ ナ ル ユ ー ス が 可 能 に な りつ つ あ る 中 で 手 頃 な 情 報 流 通 メ デ ィア と して パ ソ コ ン通

信 の 利 用 は 今 後 ま す ま す 増 え る こ とが 予想 され る 。

その 他 ・未 定

CUGサ ー ビ ス

FAX配 信

ケ叶 ウエイ 彩
'

画 像 通信
、◆.

'三'

・ ・

・ ・.

・

.㌧㌔."
.・㌧

'二 ㌧三㌔
・、.

・ ㌧ ・'

'㌔ ㌔'

■

電子

キ ユ

ヤ|

ピ ザ

ネ1

ノ

ト

オンライントーク'

情報提供
電子掲示板

電子会議

電 子 メー ル

電 子 メ ー ル20.201.174

電 子 掲 示 板20.6%178

電 子 会 議11.2%97

情 報 提 供20.5%177

オンライントーク59%51

ユーサ'一キャヒ'ネント2 .2%19

画{象 通{言1.201010

ケ'一トウ1イ3.6%31

FAX配 信2.4%21

CUGサ ーヒ'ス78%67

そ の 他 ・未 定44%38

合 計100.OOI.863

〔図5-5パ ソ コ ン通 信 事 業 の サ ー ビス 状 況 〕

(3)ケ ー ブ ル テ レ ビ

自治 体、公社 、第3セ クター等が実施 しているケ ーブル テ レビ事 業 の状況 は次 の とお り

であ る。 〔表5-10〕

〔表5-10ケ ーブル テ レビの整 備状況〕

区 分
直営 公社 第3セ クター その他 合計

既設 予定 計 既設 予定 計 既設 予定 計 既設 予定 計 既設 予定 計

事業数 52 18 70 2 0 2 94 40 134 5 6 11 153 64 217

総事 業数217件 の うち第3セ クターが134件(62%)、 自治体直 営が70件(32%)、

その 他が11件(6%)で あ る。 全 体の うち再送信の みを行 ってい る ものが33件 、 自主 放

送 を行 ってい る もの が182件 、専用 チ ャンネル を通 じて行 政情 報を 提供 して いる もの が

79件 あ る。 〔表5-11〕

兵庫 県で も瀬 戸 内沿岸 地 域 を中心 に現 在11市 町 で事業 化 が行 われ てお り、 画像 の 伝送

が 可能 な 自主 チ ャンネル が利用 で きるこ とに加 え、細川 内閣 の打 ち出 した規制緩 和 の一 環
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と して市 域 を越 え た広域 的 な事 業化 と通 信事 業へ の参入が認 め られ た ことか ら映像情報 を

中心 と した地域 情報 の流 通 メデ ィア と して今 後 、ケー ブル テ レビの役 割 が大 き くなる こと

は 間違 いな い。

〔表5-11規 模別 にみた ケー ブル テ レビの業務 状況〕

区 分
再送信のみ

(ア)

再送信+自 主放送
未定

(エ)

合 計

(ア)+(イ)+(ウ)+(エ)

自主 放 送

4チャンネ't以下

〔イ}

自 主 放 送

5チャンネ'・以上
〔ウ}

行 政情報
チ ャンネル

10,000

端 子 未満
28 51 46 49 一 125

10,000

端 子 以上 一一一旦 5 71 27 一 79

未定 2 3 6 3 2 13

小 計 33 59 ]23 79 2 217

(注)1計 数には、開始予定 の もの も含 まれてい るh

2行 政情報チャンネル欄 は、 自主放送 を行 っているCATvの うち、専用

チャンネルを通 じて、行政情報 を提供 してい るものの数 を示す。

5.6行 政情 報 の電 子 化 と流 通 の 促 進

情 報流通 の 円滑化 を促す要 因は2つ に分 け られ る。一つ は情 報流通 を後 押 しす る要 因 で

あ り、行 政のOA化 によ る情 報の 電子 化 と システム化、広 報活 動の拡 大 と広 報媒体 の多様

化 、 そ してパ ソコ ン通 信 やINSな どの通 信 イ ンフラの整 備 であ る。 も う一 つ は情 報流 通

を引 っ張 る要 因 であ り、情 報公 開の要 請 、国際化 に よる行 政情 報 需要 の高 ま り、そ してパ

ー ソナル ユース でのパ ソ コ ンの普 及 であ る。情 報の流通 コス トを削減 しな が ら、利 用者 の

期 待 に応 え るためには情 報流通 のオ ンライ ン化 が不可 欠であ り、その た めには情 報の 電子

化が 前提 にな る。 ここでは行政情 報 の 電子化 に よる流通 の促 進策 につ い て考 察 す る。

5.6.1行 政 情 報 の 流 通 の 実 態

行 政情 報の流 通の仕 組 みを模 式化 したの が 〔図5-6〕 で ある。行 政 が公 開 した情 報 は

担 当部 局か ら直 接、 あ るいは資料 セ ンター の よ うなサー ビス窓 口を通 じて一次 利用者 に 提

供 され る。一次 利用者 には行 政の ほ かに コ ンサル タ ン トや シ ンクタ ン クの よ うに 自家利 用

す る場 合 とデー タベ ー スサー ビスや統 計情 報の 出版 事業者 の よ うに情 報を加工 して提供 す

る場 合が あ る。後者 は入 手 した行 政情 報 を電子化 、書籍化 、 あ るいは 図面化 して付加価 値

を高 め、例 えば デー タベ ース 、デ ー タブ ック、そ して地 図 と して販売 す る。二次 利用者 は

それ らを利 用 して各種計 画の策 定 、報告書 の作 成、 それに マー ケティング調査 な どを行 う。
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'

《行政》(行 政情報)《 一次利用者》

提供、販売

、

《商 品》 《二次利用者》

調 査

報 告

計 画

予 算

公 開,

ジ統 計 書

報 告 書

計 画 書

予 算 書

販売業者

生産 ・

デー タベ ー ス

デー タブ ック

CD-ROM

地 図

販売

企 業 、行 政' 〉 ∋

」

電子化

データ化

書籍化

図面化

計画策定

報告書作成

調査業務

営業活動

マーケティング

一 資料センタ等 〉

→ 自家利用者

電子化

分析

図表化

∋

〔図5-6行 政 情報の流 通 の仕組 み〕

行政 の情 報提 供 につ い ては情 報 公 開制度 が重要 な役 割を果 た して い る。平 成5年4月1

日現在 、 全国 で40の 都 道 府県、192の 市 町村 が情 報公 開条例 等 を制定 して い る。兵庫

県 では 昭和61年10月1日 か ら 「公 文書の 公開等 に関す る条例 」 を施行 して情 報 公 開制

度 を実 施 して い る。 この条例 は公 文書 の公 開 と情 報提 供 の推進 を柱 と してい る。前者 で 請

求の 対象 となる公文 書 は文 書、図 面 および写真 で、 決裁等 の手続 きが完了 し、 県 で管理 さ

れ てい る もの であ る。請 求権 の範 囲 は県民 、県内法 人に 限 らず 、通 勤 ・通 学者 お よび利 害

関係者 に及ん で いる。平 成4年 度 の請 求者 、およ び請求件 数 はそれ ぞれ41人 、731件

であ る。 後者 で は実 施機 関は県政 情 報に対す る県民 のニ ーズ を的確 に把握 し、 県 民が必 要

とす る情 報 を積極 的 に収 集 す ると と もに、 県民が利用 しやす い形 で整 理す るこ とが義務 づ

け られ てい る。 しか も収 集 ・整理 した情 報 を 目録等 に よ りそ の所在 を 明 らか に して県 民 に

周知 す る とと もに、県 民 の求 めに応 じて正確 で分か りや す い情 報 を迅速 に提供 しな ければ

な らな い。 その ため情 報 公開制度 の 実施 に当た っては 「中央 県民情 報 セ ンター及 び地域 県

民情 報 セ ンター設 置要綱 」 を定 め、神 戸 に中央県 民情 報 セ ン ター と県下6カ 所 の 県民局 に

地域 県 民情報 セ ンター を配 置 して いる。 同セ ンターは 「刊行物 の取 り扱 い に関す る要綱 」

等 に従 って収 集 した刊行 物 や各 種の 行政資料 を整理 ・保 存 して県 民の利用 に供 して いる。

平 成4年 度 末の保有 資料 は県の 刊行物 を含 む約49,000冊 の行 政 資料 と約3,300

冊 の統 計資料 を揃 え 、閲覧 と複写 サ ー ビスを行 って いる。 昭和61年 度 の 開設以 来利用 件

数 は着実 に増 加 して お り、平成4年 度 は資 料の 閲覧(8,179件)と レフ ァ レンス(8,

346件)を 合 わせ て16,525件 に達 してい る。 目録の デ ータベ ースが整 って い るた
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め・ 資料 の所在 は容 易 に確 認 でき るが 、広 い県内 で7カ 所の 窓 口サ ー ビスで あ ること、利

用 でき る情 報が すべ て活字情 報 であ るこ とか ら利 用者 には まだま だ不 便 な状況 にあ る。

この よ うな状 況 を改 善 しよ うと い う動 き も出て いる。例え ば神 戸市 で は平成4年10月

か ら市 が保 有す る市 民向 けの地域 サ ー ビス情報 をオ ンライ ンで一 元 的 に提 供す る 「あ じさ

いネ ッ ト」 を運用 してい る。情報 は家 庭 、街頭 、公共施 設の キ ャプ テ ン端 末機 やパ ソコ ン

か ら直 接市 民が入 手 でき る シス テム であ り、提供情 報 は 〔表5-12〕 の とお りであ る。

〔表5-12あ じ さ い ネ ッ トの 提 供 サ ー ビス 〕

区 分 実施時期 概 要

市政情報 平成4年10月 広報紙"こ うべ"や 市政ニ ュー ス等 でお知 らせ して い

る案内情報や市政PR

文化 ・スポーツイベ ン ト情報

制度情報 各種の届出や証明,年 金 ・健康保険等の制度,ゴ ミ処

平成4年10月 理 ・水道 ・下水道 ・住宅等に関す る くら しのための情報

より順次実施

人材情報 ボ ラ ンテ ィアや講師,地 域 のサ ー クル活動等 に関す る

案内情報

施設情報 平成4年10月 野球場 ・テニ スコー ト・ゴルフ場の案内情報 ・空 き状

況 ・利用 申込及び料金精算

体育館 ・球技場 ・陸上競技場 ・プール等の案内情報

会議施設の案内情報

平成5年12月 市の宿泊施設の案内情報及び空き情報

講座情報 平成4年10月 勤労市民センター等で開催されている種々の講座や教

室にっいての案内情報

平成6年4月 一般講座教室の空き情報

以降
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大 阪府 で も平 成4年3月 か ら行 政情報 をパ ソコ ン通信 を使 って提供 す る 「行政 情 報提供

ネ ッ トワー ク(O-NET24)」 を運 営 して い る。府 下 に9カ 所の ア クセ スポ イ ン トを設

置 して通信機 能 を有す る全 ての機 種に対応す る手続 き不 要 の24時 間運用 を行 って い る。

提 供 され てい る情 報 は 〔表5-13〕 の とお りで あ る。

〔表5-130-net24の 提 供 サ ー ビ ス 〕

提 供 情 報 情 報 内 容

イ ベ ン ト情 報

①文化 ・芸術 ・自然に関するイベン ト

②暮 らしに役立 つ各種講演会、講座

③各種試験や作品などの一般公募案内

など

ラジオに

アクセス!

大阪府のラジオ広報番組 「ご存 じです

か?」 で放送 された原稿 をそのまま収録

府 政 か わ ら版
大阪府が随時発表する府政の動向等の

案内

地 域 の 話 題
大阪府下各地域の毎月の特色ある話題

を紹介

手続 き ・窓口案内

暮らしに関係の深い

①府関係の各種申請・申込み等の手続き

②大阪府域の各種相談の窓口 の案内

施設などの

所在案内

①府下のスポーツ ・文化 ・福祉などの

施設

②大阪府の本庁、出先機関等の仕事の

案内

行 政 資 料 目 録

①行政資料の内容 ・所在案内(府 の行

政資料、関西国際空港に関する資料、

点字の行政資料等)

②報道発表資料目次

生 涯 学 習 情 報

生涯学習に関する

①文化団体 ・サークル情報

、②視聴覚教材情報

③各種教室情報

④事業 ・催物情報 の案内

統 計 情 報
基本統計 ・月次統計速報など一般府民

に関係の深い統計情報の紹介

府の審議会等

開催のお知 らせ

大阪府が開催する審議会等の日時、場

所、傍聴手続 き等

この他 に 「労働情 報バ ンク(テスト運用 中)」 、 「青 少年情報」

「府政 フ ァイル ボ ックス」 、 「府大 、女子大蔵書情 報」 、

「0-net24ニ ュース」 があ る 。
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今 後 は画像情 報 の利用 を検 討す るほか、情 報提供 者 を本 庁 か ら府の 出先機 関や外郭 団体

にまで拡 大す る計画 であ る。 この他 に も近 畿地方 で は西 宮市 の 「情報 倉 庫西宮 」 、明石 市

の 「子 午線ね っ と」、和歌 山 県のrWave-Net」 な ど行 政 によ るパ ソ コ ン通 信サ ー

ビスが あ る。

兵庫 県 で も新 しい動 きが見 られ る。兵 庫 県 で は 平 成5年 度 よ り防災 利 用 を 中心 と した

「兵庫 衛星 通信 ネ ッ トワー ク」 が本格 稼 働 してい るが、平 時の有効 利用 を促 進す る方策 の

一 つ と して県 と市 町を結 ぶパ ソ コ ン通信網 の 計画が 進め られて い る。 その皮 切 りと して平

成5年 度 は本庁(神 戸)、 但 馬県 民局(豊 岡)、 そ して但 馬地域 の各 市町(1市18町)

間 で試行 実験 を行 ってい る。 平成5年11月22日 の運用 開始 か ら平 成6年1月17日 現

在 までの 実績 は 「電子 メール の利用 」 が356件 、 「電子掲 示板 の書込 み 」が57件 ・

「電子掲 示板 の読 出 し」が966件 、そ して総接続 回数 は1,428件 とな って い る。本

庁 か ら市町 に対 しては、 県の事業 案 内の ほか、 「兵庫 県推計 人 口」 、 「統 計ニ ュース」 、

「兵庫 県の地 位」 な どの 県政情報 を 電子掲 示板 で提供 して い る。但 馬県 民局 か ら管内の 市

町に対 して は各 種の連絡業務 を 電子 メール で行 って いる。 また、従来 文 書 によ る回答 で集

約 してい た市町村 税の徴収 実績 報告 をパ ソコ ン通信 で集約 して業務 の効 率化 を進 め てい る。

平成6年 度 以 降は県庁の 各部局 、 お よび残 りの県民 局 と県下 各市 町 にサー ビス を拡大 して

い く計画 であ る。平成6年 度 は企 画 部 を対象 に 内部情 報の共 有化 を狙 い と した電子掲 示板

サ ー ビスを開始 す る予 定で ある。 さらに農林水 産部 の 「森林 土木 情報 管理 システ ム」、保

健環 境部 の 「大気汚 染常時監視 シス テム」 ざ土木部 の 「設計積算 オ ンライ ンシス テム」 な

ど これ まで定 型業務 に限定利 用 され て きた情 報 システ ムを非提 携業務(通 知 、連絡 、文 書

の 交換 な ど)に も利用 しよ うとい う動 きが 出てい る。

5,6.2情 報 提 供 業 の 動 向

「特 定 サ ー ビス 産 業 実 態 調 査 」(平 成3年)に よ る と情 報 サ ー ビス 業 全 体 の 年 間 売 上 高

に 占 め る デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス の 比 率 は3.1%、 売 上 高 は 約2,160億 円 で あ る。 前 年 比14.5

%の 伸 び で 初 め て2000億 円の 大 台 に の った 。 うち7割 が オ ン ラ イ ンサ ー ビス に よ る もの で

あ る 。 デ ー タベ ー ス台 帳 総 覧(1991年 度 版)に よ る と 、 収 録 デ ー タベ ー ス数 は3,768件

(重 複 を 除 い た実 数 で は2,686件)で 、 前 年 比13.7%の 増 加 で あ る 。 企 業 、 公 共 団 体 等

に よ る 商 用 デ ー タ ベ ー ス の利 用 分 野 を 見 る と、 国産 の もの で は 「新 聞/雑 誌/ニ ュー ス 」

(69.7%)が 最 も多 く、以 下 「企 業 財 務/企 業 情 報 」(61.2%)、 「特 許 」(45.2%)、 人 物/機

関 情 報 」(40.5%)と 続 い て い る。 海 外 の もの で は 「特 許 」(59.1%)、 「企 業 財 務/企 業 情

報 」(44.7%)、 「医 学/薬 学/生 命 学/生 物 」(43.4%)、 「新 聞/雑 誌/ニ ュ ー ス 」(36.2%)の

順 に な っ て い る 。 情 報 の 形 態 別 で 見 る と1985年 度 ま で は 書 誌 事 項 や 抄 録 を 収 録 した レ

フ ァ レ ンス 型 が 多 か った が 、1986年 以 降 は 一 次 情 報 を そ の ま ま 収 録 した フ ァ ク ト型 の

も の が 過 半 を 占 め 、91年 度 に は70%を 越 え て い る。 中 で も全 文 デ ー タ ベ ー ス の 伸 び が

著 し く、 フ ァ ク ト型 全 体 の ほ ぼ6割 を 占め て い る 。
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わ が 国 で 利 用 可 能 な デ ー タ ベ ー ス を 分 野 別 に 見 る と 〔表5-14〕 の と お りで あ る 。

「一 般 」 が721(26.8%)、 「自然 科 学 ・技 術 」 が795(29.6%)、 「社 会 ・人 文 科 学 」 が

93(3.5%)、 そ して 「ビ ジネ ス 」 が1,062(39.5%)で あ る 。 この う ち 行 政 情 報 が どの

程 度 利 用 され て い るか を 定 量 的 に 把 握 す る こ とは で き な いが 、 行 政 情 報 と 関 わ りを もつ も

の は 少 な くな い 。

〔表5-14わ が 国で 利用可 能な デー タベ ース分野別分布(実 数 ペ ース)〕
(次 ペ ー ジに 続 く)

細 分 野 1986年 度 1987年 度 1988年 度 1989年 度 1990年 度 1991年 度 .

一

般

全般(百 科辞典/書 誌案内) 34 45 47 62 66 70

新 聞/雑 誌/ニ ュ ー ス 49 ll2 153 192 231 287

人 物/機 関 情 報 38 42 53 58 62 72

行 政 21 19 13 26 30 39

法 律 28 25 25 65 67 56

政 治 21 19 19 22 32 40

健 康/ス ポ ー ツ 6 7 11 10 9 14

旅 行/ス ケ ジ ュ ー ル 7 14 5 6 8 7

娯 楽/レ ジ ャ ー/施 設 案 内 10 15 18 19 31 37

生 活 文 化/家 庭 生 活 8 ll 15 7 10 9

辞 書/補 助 フ ァ イ ル 20 23 23 23 25 31

地 名/地 図/住 所 6 4 ll 10 13 12

そ の 他 19 20 26 29 37 47

小 計 267 356 419 529 621 721

自

然

科

学

・

技

術

科 学 技 術 全 般 42 42 67 60 73 74

特 許 50 55 64 65 75 79

医学/薬 学/生 命学/生 物 87 104 123 129 140 164

化 学 56 58 91 94 97 111

物 理 4 4 4 3 6 6

数 学 4 4 2 3 4 4

電 気/電 子/情 報 76 64 71 81 ll5 114

機 械 9 11 12 ll 14 16

建 設(土 木/建 築) 10 13 6 13 18 17

宇 宙/地 球/海 洋 14 17 20 20 21 22

原 子 力 1 2 3 3 3 4

環 境/公 害 25 28 46 45 50 46

エ ネ ル ギ ー/資 源 23 23 23 24 26 33

農 学 ユ6 16 11 12 13 12

気 象 11 12 13 13 13 12

金 属/素 材 ll ll 17 20 32 39

食 品 6 7 7 8 9 9

繊 維/木 材/パ ル プ 4 4 5 5 5 5

そ の 他 9 20 26 22 24 28

小 計 458 495 611 63i 738 795

出典:通 商産 業省 「デー タベー ス台帳総覧」か ら作成
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細 分 野 1986年 度 1987年 度 1988年 度 1989年 度 1990年 度 1991年 度

社

会

科

学

・

人

文

科

学

社 会 人 文 全 般 8 10 10 10 11 8

教 育 学 15 12 17 17 15 12

社 会 学 6 8 6 6 8 11

人 口 統 計 8 9 17 20 26 28

法 学 1 2 1 1 1 2

歴 史/政 治 学 2 2 2 2 2 2

芸 術(映 画 ・ 音 楽) 5 7 7 7 5 9

心 理 学 4 4 5 3 3 3

言 語 学 2 2 2 3 2 3

哲 学 1 1 1 1 1 1

宗 教 7 6 7 9 9 8

そ の 他 1 1 2 2 6 6

小 計 60 ・64 . ….■7 81 89 93,

ビ

ジ

ネ

ス

ビ ジ ネ ス 産 業 全 般 51 72 67 62 77 95

市 場/商 品 66 98 93 102 109 130

経 済(外 国) 111 127 111 108 71 86

経 済(日 本) 31 54 62 76 82 86

企業財務/企 業情報(外 国) 117 143 139 149 204 238

企業財務/企 業情報(日 本) 49 66 61 66 72 78

会 計/経 営 13 16 12 10 10 13

金 融/証 券/為 替 117 137 138 140 134 156

エ ネ ル ギ ー 産 業 34 53 37 38

'
8 8

通 信/放 送 19 20 31 32 27 33

農 業/林 業/漁 業 23 11 11 7 10 9

化 学 産 業 7 8 9 一9 9 10

労 働 10 9 9 8 6 7

建 築/建 設 6 7 4 5 5 6

運 輸 14 16 19 23 16 22

販 売/サ ー ビ ス 4 7 9 7 7 15

流 通/不 動 産 3 4 6 8 10 9

そ の 他 20 30 33 31 39 61

・1・
.計

… …695 878. …851
.. に_881. ._・.896

そ の 他 3 2 6 6 10 15
　

合 計

出典:通 商産 業省 「デ ータベー ス台帳総 覧」か ら作成

例 えば実数 ベ ー スで行 政情報 と関わ りの 深 い もの と して一 般の部 で 「行政 」(39件)、

「法律」(56件)、 社 会科学 ・人文 科学 では 「人 口統 計」(28件)が あ り、関 わ りを

もつ もの と して一般の部 で 「政 治」(40件)、 「娯楽/レ ジ ャー/施 設案 内」(37件)、

自然科学 ・技術 の部 で 「環 境/公 害」(46件)、 「宇 宙/地 球/海 洋」(22件)、 そ

して ビ ジネスの 部 で 「金 融/証 券/為 替」(156件)、 「経済(日 本)」(86件)、

「運輸」(22件)な どが ある。 この よ うに人 口や 経済 統計 な どの指 定統 計、環 境 や公害

な ど行政施 策 に関連 した もの 、そ して金融 や運 輸 な ど行 政の 監督業務 に 関す る もの まで含

め ると行 政情報 を活用 した デー タベ ース はか な り多 いよ うに推測 され る。
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5.6.3情 報 の 電 子 化 と シス テ ム 化 の 課 題

情 報活動 で生産 され る情 報 には2種 類あ る。1つ は条 例 、総 合計画 、統計 書、広 報誌 な

ど情 報活動 の最 終成果物 であ り、 もう一つ は議 会での質 疑応 答 や総合 計画の調 整段 階で 生

じる新 たな課 題 な ど情 報 活動 に と もな って発生 す る言 わば 「副産物 」 と しての情 報 であ る。

前 者 は情報 の管理者 、情 報の書 式が確 定 し、冊 子の形 で編 集 され る ため、利用 価値 は高 い。

ただ、 統計類 につ い ては著作 権 や情報機 密の問題 か ら原本 の 外部利 用 が禁 じられて いた り、

磁気 テ ー プや電子 フ ァイル が存在 す るに もかか わ らず、活 字 によ る利用 に限定 され る もの

が 少 な くな い。国勢 調査 の よ うに統計書 と同時 に磁 気テ ープ で も販売 され てい る ものが あ

るが、 かな り高 額 であ り、事 実上 利用 が一 部の人 に限 られ て い る。情 報が 国民の共 有財 産

で あ る点を考 え ると情 報 利用 の公 平性の面 で問題 があ る。

副産 物 と しての情報 は 形式 や媒 体、管理 責任や管理 方法 が暖 昧で あ り、普通 は人事 異 動

や 時間の 経過 と と もに紛 失 して い く運命 にある。 このよ うな情報 の共有 がオ フ ィス ワー ク

の生産 性 を左 右す ると言 われ てお り、企 業の リス トラ戦略の 重要 な テーマ にな ってい る。

行 政 の場 合はそ う した生産 性の 問題 に加え て、情 報公 開へ の 対応 とい うも う一 つ重要 な 課

題 が あ る。 その解 決策 の一 つが 内部情 報の蓄積 と管理の シス テ ム化 であ るが、 内部情 報 は

た とえ電子化 され て いて も、未編 集 であ った り、属人 的な管理 が な されてい る場合が 多 い

ため、 組織 内で共有 した り、外部 へ提供す るには相 当な時間 と労力 が必要 にな る。統 計 書

類 の よ うなデー タ類 を 電子 フ ァイル で管理 す るのは比較 的容 易 で あ るが 、文書情 報は様 式

が一 定 して いな い上 に ま とま りが 悪 く、たび たび更 新 され る ため管理 が難 しい。新 聞情 報

が デー タベー ス に馴 染む 最大 の理 由は新 聞が取材 と編集 とい う情報 活動が毎 日成 果物 と し

て ま とめ られ る こと、情 報の 電子化 に よって編集作業 がその ままデ ー タベ ースの入 力 にな

る こ とであ る。 その ため 内部情 報の システ ム化 につ いては 日常業 務の流 れの 中で 自然 に行

われ る仕 組みが不 可欠 で あ る。

5.6.4情 報 流 通 の 円滑 化 の た め の 仕 組 み

{1)円 滑 化 に よ って 期 待 で き る 効 果

行 政情 報の流 通 が円滑 化す れば情 報入 手が容易 にな るの に加 え 、施 設や サー ビスの案 内

の充 実 、予約 や各 種手続 きの シス テム化 と在 宅サ ー ビス化 が促 され る結果 、市民 生活 の利

便性 が 向上す る。 同時 に ビジネス にお いて もい くつ かの効果 が期 待 され る。1つ は情報 収

集 コス トの低減 で ある。行 政情 報へ のア クセス コス トが低減 す れば利用 者の 負担 が軽 くな

り、 ピジ ンスチ ャンスを広 げ る。 コ ンサル タ ン トや シンクタ ン クでは 人 口、所 得 、土地利

用 、工 業生産 額 の よ うな行 政情報 の収 集 と加工 に多大の 労力 を費 や してい るが 、オ ンライ

ン利 用 が可能 に なれば 、窓 口の利 用 、情 報所在 の確認、 そ して活字情 報 の入 力 や加工 に と

もな うコス トを大 幅 に削減 で きる。 フ ロ ッピーや磁 気テ ープ渡 しで も入力 に必 要 な コス ト

を 削減 で きる。2つ は情 報提供 サ ー ビス業 の コス トの低減 で あ る。企 業 を対象 に した調査

で は回答企 業 の ほ とん どが デー タベ ー ス構 築上の 問題 と して デー タの収集 と入 力 の コス ト

を挙 げ てい る。 この場 合 も電子化 によ って コス トが 削減 できれ ば、二 次利用者 の 負担が 低

下 す る ため、デ ー タベ ー ス等の情 報 需要が高 ま る。3つ は情 報利 用 ソフ トへ の需要 の高 ま
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りで あ る。情 報の利用 が容 易 にな る とユ ーザは多 岐 にわた る情 報 を集 約 し、 自在 に加 工 し

よ うとす るため 、情 報の フ ォーマ ッ トの統一 や情 報の分 析、 プ レゼ ンテー シ ョンの ため の

ソフ トに対 す る需要 が高 ま る。利 用者 が増 えれ ば、通信 ソフ トの需 要 が高 まる ことは言 う

まで もな い。

最 後 は行 政の効率化 を 促す こ とであ る。 行政 は外部情 報 と して 国や他 府県の情 報 を必要

と して お り、電話 、 フ ァクシ ミリ、郵 送 によ って相互 に情 報 交換 を行 って いる。 しか しす

で に述べ た よ うに こう した情報 交換 は年 々増え てお り、少 なか らぬ労力 を要す るよ うにな

ってい る。特 に国の情 報 につ いて は上京 を要す る こと もあ り、 その時 間 と労力 の浪 費 は相

当な ものであ る。オ ンライ ンに よる情 報交 換が 可能 になれ ば行政 の情 報活動 はか な り効 率

化す るこ とは 間違いな い。 もう一つ の効 果は副産物 と して の効果 であ る。情 報を 電子化 し、

その 管理 と流通 を システ ム化 す るため には情報 活動 の生産 、収集 、提 供の システ ム化 、 さ

らには企 画、調 整、決定 とい った仕 事の 進 め方 まで も見直 す る必 要が 生 じるた め、結果 的

に行 政 その ものの効率化 が進 む。

{2)新 し い情 報 流 通 の 仕 組 み

以 上 の よ うな効果 を もつ情 報流 通の仕 組 みをつ くる際 には以 下の よ うな点を考慮 す る必

要 が あ る。

①情 報 利用 の公平性 が確 保 され る こ と

どこか らで も利用 で き るこ と、 同時 に利 用 コス トが 受益 に応 じて負 担 され るこ とが 必

要 であ る。

② 利用 者 の都合 に沿 った メディアが利 用 で きる こと

情 報利 用の公 平性 を確 保す るため には コス ト負担 だけ でな く、利用 者の都 合 にあ った

メデ ィアの選択 が保 証 され る ことが必要 であ る。

③ 国際化 に対応 で きるこ と

国際社 会の一 員 と して可 能な 限 り行政 情報の 海外提 供 を行 う必 要 があ る。特 に関西 国

際 空港 が 開港 すれば 、海外 の旅行 者 や企 業 に とって客 観 的で信頼 の お ける行 政情 報 は大

きな魅力 にな る。

④情 報提供 者の 負担を軽 減す る こ と

新 聞のデ ー タベー ス化の よ うに 日常業 務の延 長 で情 報 の電子化 と システム化 が可能 に

な る仕 組 みが必要で あ る。 特 に 「知 らせ たい」 とい う 自治体 の広報 活動 と連 動 した情 報

提供 の仕組 みが求 め られ る。

⑤ 行政 の情報 活動を促す こと

行 政が価 値の高 い外 部情 報 を入 手 す るこ とで情 報活動 が活 発化 し、 その結果 価値 あ る

情報 が生産 され、流通 す る とい う相 互促進効 果が 求め られ る。

⑥ ビ ジネス チ ャ ンスを拡 大す るこ と

情 報の標 準化 、情 報加工 と通 信 サー ビスに必要 な ソフ ト産 業や通 信産 業の ビジネス チ

ャンスを拡 大す る必要 があ る。

この よ うな要件 を充 たす 流通 システ ムと して 〔図5-7〕 の よ うな システ ムを提案 す る。
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〔図5-7新 しい行政情 報の流通 システ ム〕

シス テ ムの性 格 を整理 す るとつ ぎの よ うにな る。

① 情 報提供 者 は手 持 ちの情報 を ユ ーテ ィ リテ ィセ ンター が指定 す る様 式 に変換 して セ ンタ

一 に提供 す る
。変 換が できな い提供者 は独 自形式 でセ ンターへ 提供 で きるが 、その場 合

は 標準化 に必 要 な費用 を負 担す る。

② ユ ーテ ィ リテ ィセ ンターは通 信 基盤 を用 意す ると ともに、標 準化サ ー ビス に加 えて通 信

ネ ッ トワー ク の 管 理 と ゲ ー トウ ェ イサ ー ビス を 行 う。

③行 政 や企業 は ホ ス トユ ーザ ー と して提供 され た情報 を利用 して様 々な通信 サ ー ビス(付

加 価 値化)を 行 う。 この場合 、 サー ビスが公共 目的であれ ば情 報は無 料 で利 用 で きるが 、

ビジネス利用 であれ ば応 分の 費用 を負担 す る。

④一 次利 用者 は通 信サ ー ビス を利 用 す るが 、その 形態 は 自家利 用 と二次利 用者 への情 報 提

供 とに分 ける こ とが で きる。後 者 の場合 は公共 目的か ビジネス 目的か で費用 負担 が異 な

る 。

⑤ ユ ーテ ィ リテ ィセ ンター は行政 が提供 す る情 報 の標準化 を指導 す る とと もに、情報流 通

に携 わ る人材 を養 成す る。

この よ うな システ ムを 軌道 に乗 せ るため にはつ ぎのよ うな点 に配慮 す る必 要が あ る。 個

々の情 報の 価値 よ りも集 約化 によ って情報 の価 値を 高め るこ とが広 域化 のね らいであ る こ

とか らす べ ての 自治体 が情 報提 供者 と して、情 報の利用者 と して参 加 で きる ことが 前提 に

な る。小 さな市 町ではOA機 器 の普及 が遅 れて お り、かつ 職員 の情 報 リテ ラ シー も高 くな
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いため 、簡 便 な システ ムか ら始 め る必要 が あ る。 当面 は 自治体 が提供 でき る情 報の一 覧 リ

ス トや記者 発表 資料 、予算 書 な ど標 準化 しやす い情 報 を流 通 させ る。提供 の方 法 と して は

例 えば 標準化 した もの をテ キス ト形 式 で流 し、 それ に付加 価 値をつ け て ビジネ スに結 び つ

け るか どうか は ホス トユーザ ーや利 用者 の 判断 に任せ る。 システ ムが軌 道 に乗れ ば 自治 体

自らが 需要者 を特 定 した情 報 提供 を行 った り、 既存 の地 域情 報通信 システ ム と接続 す る こ

と も可 能に な る。 流通 メデ ィア につ いては情 報 提供者 とセ ンター の間 はパ ソ コ ン通 信 、 リ

モー トLANな どが考 え られ るが 、流通 情 報量 が少 ない間 は運用 が容 易な 公衆網 に よるパ

ソ コ ン通信 と し、流通情 報量 が増 加 し、画 像情 報へ の需要 が増 えれば リモー トLANやI

NS網 への切 り替 え を行 う。 また、 セ ンター か ら利用者 へ の情報 提供 につ いて も同様 で あ

るが 、放送 と通信 の機 能 を兼ね備 え た大容 量 の電送 能力 を もっ ケーブ ルテ レビの利用 も検

討す る必要 があ る。

ユ ーテ ィ リテ ィセ ンターの課題 は必 要経 費 を どの よ うに負担す るか 、情 報の 信頼性 を ど

の よ うに確保 す るか 、そ して広 域的 な情報 を それ ほ ど必要 と しない市 町 が積極 的 に情 報 を

提供 す るイ ンセ ンテ ィブ を どこに見 い だす か であ る。費用 負担 は情報 公 開や広 報活動 の一

環 と考 えれば公 的資 金を行 政規模 に応 じて投入 す る こと も可能 では な いか。情 報提供 の イ

ンセ ンテ ィブ は行政 自 らの情 報利用 に加 え て、情報 公 開の義務 と 自地 域 のPR活 動 に求 め

るのが 妥当で あ ろ う。情 報の 信頼性 につ い ては提供 者側 の努力 に加 え て利用者 側 の 自己責

任 原則 を徹底 す る必 要 があ る。 いず れ に して も情 報提供 に と もな う金銭 的 、人 的 コス トを

いか に軽減 でき るかが事 業成功 の鍵 を握 ってい る。
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6非 営 利 の デ ー タ ベ ー ス ・セ ン タ ー の 必 要 性

6.1商 用 デ ー タ ベ ー ス と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ネ ッ ト ー ワ ー ク

6.1,1商 用 サ ー ビ ス の 現 状

(1)ネ ッ トワー ク の 現 状

PC-VAN、NIFTY-Serveな どに代表 され る商用パ ソ コ ン通信 の普及 は近

年 目覚 ま しい ものが あ る。(財)ニ ューメデ ィア開発協会 の 「平成五 年度 全 国パ ソコ ンネ ッ

ト局実 態調査 」(93年6月 末調 査)に よ る と、パ ソコ ン通 信の 会員 は前年比26%増 の

約200万 人 と大幅 な増加 を見せ て いる。 また 同協会は今 回 初 めてパ ソコ ン通 信会員 数 の

日米 比 較を試 み 、6月 末 時点の米 国の会 員数 は推定で481万2千 人 で 「日米 の人 口比 は

約一 対 二 だか ら、我が 国の パ ソコ ンネ ッ トは米 国の約81%の 普及 レベル」(同 協 会)と

して い る(以 上93年10月5日 「日経 産業新 聞」)。 大 手2社 へ の利 用者 の集 中 も顕著

で、PC-VANの ユ ーザ数 は63万8千 人 、NIFTY-Serveは58万 人 とされ

(93年11月 末 現在 、93年12月16日 「日経産業新 聞 」 によ る)、 上記 ニ ュー メデ

ィア 開発 協 会調査 の数字 と合わせ ると60%以 上が この2社 のユ ーザ とい うことにな る。

仕 事 の ため にパ ソコ ン通 信を利 用 してい る者 が増加 してい るの も近年 の特徴 で ある。N

IFTY-Serveを 利用 す る 目的が"仕 事 のため""仕 事 と趣 味 の両方"と 答 え た者

は90年 の51%か ら91年 は61.5%に 増えてお り、89年 には20%程 度 だ った 同

社 の ビジネ スア カ ウ ン ト(法 人会 員)は 、92年 には40%に な って い る(ニ フ テ ィ㈱

「ニ フテ ィサー ブ5年 の歩 み」、1992年4月)。 これは 、ニ フテ ィな どの業者 が、 確

実 な収入 の期 待 でき る法人 に力 を入 れつ つ ある ことの現 れ と も考 え られ るが 、や は りパ ソ

コ ン通 信が一 部 マニ アの趣 味的 な もの では な く社 会の 中で定 着 して きた証拠 とい える だろ

う。 いずれ にせ よ、パ ソ コ ン通信 はニ ュー メデ ィア と呼ば れ る時期 を過 ぎて、ひ とつの メ

デ ィア と してす っか り定 着 した といえ よ う。

大 手 商用 ネ ッ トとは別 に、独 自の地域 パ ソ コンネ ッ トも広 が りを見 せて いる。93年6

月末 現在 、全 国 で2,210局 の パ ソコ ンネ ッ ト局の存在 が 把握 され てお り、92年 調査

で は1,877局 だ ったか ら2割 近 く増 え ている((財)ニ ュー メデ ィア開発協 会の 「平 成

五年 度全 国パ ソコ ンネ ッ ト局 実態調 査」 、93年10月5日 「日経産 業 新聞」 か ら)。9

2年 の総 数1,877の うち260が 公共 的ネ ッ ト局(官 公庁 、 自治体 、第三 セ クター 、

中小企 業 情報 セ ンター、 商工 会議所 、教育 委員会 、農 協、 医 師会 な どの運営す る局)と さ

れ てい る((財)ニ ュー メデ ィア 開発 協会 「全 国パ ソ コンネ ッ ト局実 態調査(1992年 度)」)。

イ ンター ネ ッ トに も一 言触 れて お いた方が よいだろ う。 全世 界 で205万6千 の ホス ト

マ シ ンと接続 され 世界130カ 国以 上 と結 ば れる((社)情 報科 学技 術協 会 「情 報の科 学 と

技 術 」1994年Nα1に よる)こ の グ ローバル ・ネ ッ トワー クは、 昨今 しば しば話題 に の

ぼ るが 、わが 国 では未 だ一般 市民 が身近 にふ れる もの とは 言 い難 い。大 学 ・研 究者 や通 信

技 術 を研 究す る一 部企 業 の利用 が大 半 とい って良 いだろ う。 日本 か ら接続 して い るマ シ ン

数 は 、世 界第7位 の4万3千 台余 にす ぎな い(1位 はア メ リカの約140万 台)。

しか しイ ンター ネ ッ トの可能性 は非常 に大 き く、知識 の共 有 、 自由 なア クセ スな どの理
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念 は 当セ ンター も参考 とすべ き ものが ある と思 われ る。イ ンターネ ッ トにつ いて詳 しくは

4章 で述べ る。

(2)商 用 デ ー タ ベ ー ス の 現 状

デ ー タベ ース ・サー ビス業(プ ロデ ューサ、デ ィス トリビュータを含 む)の 現状 につ い

て は、(財)デ ー タベー ス振興 セ ンター編 「デー タベ ース 白書1993」 等 に詳 しいの で 、

細か にふ れ るの は避 ける ことにす る。 しか し注意 を要 す るの は 、同 白書 で も 「特定 サ ー ビ

ス業 実態調 査」 を引用 して述べ られて いるよ うに、9,2年 頃か らデー タベ ー ス ・サービ ス

売上 高が1桁 の伸 び、 さ らにはマ イ ナス成 長へ と 「厳 しい状 況 に直面」 して い る ことであ

る。 こ うい った現 状は不 況の あお りとい った面 もあ り、必ず しも業 界全体 の行 き詰 ま りを

示す もの とは いえないが 、少 な くと もデータベ ース ・サー ビス業 が初 めて迎 え る向か い風

の局 面 だ と言え よ う。

さて 、商 用デ ータベ ース利用 の実 態 につ いて 、 ここで ひ とつ指 摘 してお きた い。決 して

わ が国 に限 った問題 で はな いが、 デー タベ ー ス利 用 は もっぱ ら専 門分野 ・ビジネス分野 に

限 られ 、利 用者 も依然 と して大企業 の専 門検索者 を 中心 と した もの とな って い る とい うこ

とであ る。代表 的商用 デー タベ ー スの提供情 報一 覧 を見 て も、新 聞記事 等 を中心 に した ビ

ジネ ス情 報であ る ことがわ か る。 ま た、最 も早 く普及 した電子情 報サ ー ビスは証 券 ・金融

分野 で あ り(代 表は ロイ ター。わ が 国ではQUICK、 時事 な ど。)、 これ らは高度 に専

門 的 でエキスパ ー トだけ を対象 と した もの と言 え るだろ う。 デー タベ ース 白書 を見 て も、
"わ が 国でサ ー ビス され てい るデ ー タベ ー ス分野 別 分布"で は、 ビジネスが39.5%、

自然科 学 ・技術 が29.6%と3分 の2以 上 を 占め る。"一 般情 報"と 分類 され た中に も

新 聞/雑 誌/ニ ュー スな ど ビジネ ス分野 に近 い もの も含 まれ てお り、 提供情 報 には まだ ま

だか たよ りが あ ることが わか るだろ う。 〔図6-1〕

デ ータベー ス利 用者 層 につ い て詳細 な統計の取 得 は難 しい が、現実 には 、 中小 ・零 細企

業へ の普及 率 はま だ低 い もの と思 われ る。 また、大企 業 ・官庁 等へ はか な り浸 透 して い る

ものの 、依然専 門の検 索者 をお いて いた り、特 定の者 の みの利 用 に限定 されて い る とい う

ケー スが多 いよ うで あ る。

よ く利用 され る情報 、つ ま り 「人気 メニ ュー」は 、 ビ ジネ ス情報の うちでは新 聞 記事 や

企 業情 報であ る とい う声 が プ ロデ ューサやデ ィス トリビ ュー タの間 には多 い。 ま た、そ の

他 の専 門情 報の うちでは特 許 ・技 術情 報や証券 ・金 融情 報が相 変わ らず良 く使 われ て い る。

商 用 サー ビスであ る以 上 、当然需 要 が高 く幅広 い利用 ・売 上 げが期待 で きる分 野 に集 中 し

てい るわけで 、 こ うい った状況 は従来 か らあま り変化 して いな いといえ よ う。
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出典:通 商産 業省 「デ ータベ ース台帳総覧」か ら作成

「デ ー タ ベ ー ス 白 書1993」 よ り

〔図6-1わ が 国 でサ ー ビス され て いるデー タベースの分 野別分 布(実 数 ベース)〕

6.1.2商 用 サ ー ビ ス の 問 題 点

デー タベ ー スの 商用 サ ー ビスは、 「商用 」で あ るが ゆえに利用 にあ た っての 問題 や課題

が い くつ か存在 す る。 以下 にそれ らにつ いて簡単 に述べ てみ る。

(1)「 標 準 化 」 の 欠 如

商 用 サ ー ビスは個 々の業者 が別 個 に開発 して きた もの であ り、 テ クニ カル な 面での 「標

準化 」 は あ ま り意識 され て こなか った。通信 技術 と して普及 したプ ロ トコル は あ る ものの、

これ らはハ ー ドウ ェア に近 い レベ ル での ものであ り、ア プ リケー シ ョン ・レベ ルでの標 準

的な接続 手段 は ほ とん どない。従 って 日経 テ レコ ンやG-Searchな ど商用 デ ィス ト

リビュー タが ます ます 他 デー タベ ー スの導 入 に力 を入 れ てい るとはい うもの の 、他の ネ ッ

トワー クや他の サ ー ビス との接続 は、実務 的には 意外 に難航 す るの が通例 で あ る。

また 、統 合 的な ネ ッ トがない ため、 別の デー タベ ー スにア クセ スす る ときは 別の番号 に

電話 を か け、 ログオ ン し直す とい う繁雑 さ もあ る。前述の よ うに公共 的ネ ッ ト、地域 ネ ッ

トの普及 はめ ざ ま しい もの があ る。全 国の 中小企業 地域情報 セ ンターや産 業情 報セ ンター

を結 ぶSMIRS(SmallandMediumenterpriseResearchSystem=中 小企 業 情報検 索

システ ム)、 他 地域 の研 究情 報ネ ッ トワー クにゲ ー トウェイ可能 な、 けいは ん なネ ッ トの

よ うな 試 みは あ る もの の 、それぞ れの局 や ホス トは孤立 してい るの が一 般的 で 、相互の 乗

り入 れ や統 合 は多 い とは いえない 。 イ ンタ ーネ ッ トに代表 され るよ うな"ネ ッ トワー クの

ネ ッ トワー ク"は 、わ が 国ではま だ まだ発 展途 上 であ る。

開発者 が それ ぞ れ異 な ってい るの だか ら、当然検 索方法は 千差万 別 であ る。 これ に伴 う

一71一



問題 は さ らに深刻 で ある 。検 索 コマ ン ド、機 能 、 キー ワー ド、 出力 様 式等が 別 々で あ るた

め 、ユーザ はそ れを ひ とつ ひ とつ 習得 しなけれ ば な らない。一部 には かな りの専 門性 と習

熟期 間を要す るデー タベ ース もあ り、普 及 を妨 げ る原 因 ともな ってい る。

(2)コ ス ト

わが国の情 報 サー ビス業 は技術情 報 、特 許 、株価 ・市 況情報 な ど専 門情 報を 中心 に して

発展 して きた。 その後 、 日経テ レコ ン、NIFTY-Serve等 の 登場 に よ りか な りの

ユ ーザ数 を擁 す る、 マス ・マ ーケ ッ ト志 向の商 品 が普及 して現在 に至 ってい る。 しか しそ

の 大半は民 間企業 によ る商用サ ー ビスで あ り、 コス ト的 に採算 の とれ な い情 報 は 、ニー ズ

があ って も対象 外 と され る傾 向があ る こ とは否 め な い。利用者 が 「金 を 払 ってで も使 いた

い」 と思 う もの で ある こ とが 、事 業化 の最 低 限の条 件 なので ある。 「デ ー タベ ー ス 白書

1993」 によ る と、プ ロデ ューサ のあ げ るデー タベ ー ス構 築上の問 題 め上位3項 目を、

コス トに関す る ものが 占め ている。 デー タベ ー スサ ー ビスはあ る程度 の規 模の 設備 と人 員

を要す る事 業 であ り、携 わ る企業 は 常 に コス トの 削減 を意識 して きた。 こ こでは 、商用 サ

ー ビス で コス トの かか る項 目を列 挙 してみ た。
、
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「デ ー タベ ー ス 白 書1993」 よ り

〔図6-2デ ー タ ベ ー ス 構 築 上 の 問 題 点 〕

(a)ハ ー ドウ エア

ホス ト、通信 機器 、磁 気デ ィス ク等様 々な設備 が必要 とされ る。 と くに初期 投 資は膨 大

な もの とな る。ユ ーザ数 がふ えれば それ に従 って通 信機 器や メモ リー、 処理 能力 の増 強を

しなけれ ば な らないた め、 と くにオ ンライ ンサ ー ビスは 「規模 の経 済」 が 印刷媒 体 ほ どに

働かな い。
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(b)ネ ッ トワー ク

国 内外 で多 くの地域 で ア クセス ポイ ン トを維 持 し、 しか も大都 市で はか な りの数 の 同時

接続数 を確保 しなけれ ば な らない 。ま た、速報 ニ ュースを提 供す るサ ー ビスは最大接 続 時

(重 要 事件 発生 時な ど)で も十 分耐 え られ るよ うな容量 を持 たなければ な らな いため、 大

半の 時間帯 は無 駄が生 じる ことに な る。

(c)ソ フ トウェア

新規 開発 は設計 、プ ログ ラ ミング、テス トな どにか な りの 労力 と時間 を要す る。一 方 、

一度 作 成 した ソフ トは か な りの期 間にわた って利 用 され る もの、 とい うわ けには いかず 、

現 実 には 、ハ ー ドウェアの 進歩 、新規 デー タの導入 、機能 追加 、 さ らにはバ グ修正 な どで

絶 え 間無 く作業 に追わ れ る とい うの が実情 であ る。

(d)デ ー タベ ー ス作 成

も っぱ らマ ンパ ワー に頼 るた め、最 も手 間のか か る作業 で あ る。デ ー タ入 力(OCRの

進歩 や 新聞 ・雑 誌 の コ ン ピュー タ製作 でかな り省力化 され て い るが、 依然 と して人 的入 力

によ る もの も多 い)、 検 索 イ ンデ ックス付け(キ ー ワー ドや コー ドの 付与 な ど)と い った

ものが 含 まれ る。

(e)ユ ーザサ ポー ト

情 報 を提供す るとい う業務 の性質 上、加入 後のサ ポー トに はかな りの経 費 と人員 を さか

ざるを得 な い。 講習会 の セ ッテ ィ ング、 マニ ュアル や利 用事 例 の作成 な ど必 要 な ことは多

い。

(f)請 求課 金

法 人 ユーザの 場合、 日経テ レコ ンは月額基本料1万5千 円、NIFTY-Serveは

月 額 ミニ マムチ ャー ジ2千 円 であ る。個人ユ ーザ、 割引料 金 ユ ーザは これ よ りもさらに安

価 とな り、決 して高額 な もの とは言 えない。 この 中か ら各ユ ーザ に請 求書 を発 行 し代金 を

回収す るこ とにな り、 マ ス ・マー ケ ッ トを対象 とす る業者 ほ ど負担 を感 じてい るよ うで あ

る。 ダイ アルQ2の よ うに請求課 金 を代行 す る機 関が あれば 非常 に好都 合 といえ よ う。

(g)営 業 ・管理 経 費

上記 「ユ ーザサ ポー ト」 とも関連す るが、営業要 員 に も専 門的知 識が要 求 され る。パ ソ

コ ンや 通信 、提 供 デー タや コマ ン ドの知識 が必須 であ り、セ ール スマ ン養 成 に時間 がか か

る。

(3)海 外 展 開 に伴 う 問 題

情 報 の 「入超 」が言 わ れ て久 しいが、各業 者単独 では負担 の 大 きい問題 がい くつか あ る。

「デー タベー ス 白書1993」(P.43)に よる と、海 外に"提 供 して いな い"が72.7%、

"予 定 してい ない"が68
.8%も 占めて いる。海 外提供業 者 は増加 の傾 向が見 られ る と

は い う ものの、依 然大 半 は国 内の提 供のみ に とどま って いる。下 記の よ うに システ ム経 費

以 外 に も様 々の 費用が か か り、1ユ ーザあ た りの コス トは 国 内ユーザ に くらべ か な りの 高

額 とな ってい るのが実 状 であ る。商用 業者 で もこ うい った問題 をかか えて お り、現 時点 は

非 営利 団体 に と って海 外へ の提供 は容 易な ことでは ない。
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(a)シ ステ ム経 費

国際VANへ の対応、 各国 のパ ソコ ンに合 わせた ソ フ ト開発 な ど、 ひ とつ ひ とつ の経 費

は 大 き くな いが 全体で は相応 の コス トがかか る。

(b)言 語 的な 問題

提 供 デー タの うち 日本語 で書か れ た社 名 ・項 目名 ・文章部 分 、オ ンライ ンの操作 ガ イ ド、

さ らには操作 マニ ュアル 、営 業資料 等 の印刷物 な どあ らゆる ものを英 語(ま たは現 地語)

に しな ければ な らな い。 翻訳 経費 もさ ることなが ら、それ ぞれ の分野 を熟 知 した翻訳者 は

決 して多 くない。

(c)営 業 活動 に伴 う諸 問題

出張 ・駐在員 経費、現 地代 理店 ・スタ ッフの維 持 、契約 や商慣 習の 違 い、パ ソ コ ンや モ

デムが 日本 とは違 うこ とな ど、 国内 で活動す る場合 には起 こ らな い様 々な問題 が生 じる。

(d)日 本 情報 需要の特 異性

日本 に 関す る情報 を求 め る外 国人 は二極 に分化 して いる。す な わ ち、極 め て専門 的な情

報(特 許 ・技 術情報 、判例 、金融 ・株 価 な ど)を 利 用す る層 と、漠 然 と 日本 に関す る情 報

を幅 広 く求 め る層 であ る。 前者 は 内容 が特 殊な ため、 コ ンサ ルテ ィング会社 に頼 った り専

門サ ー ビス(Quickな ど)を 契約 す るケー スが 多 く、後者 は適 当 な情 報 サー ビスが な

い ために潜在 的 に欲 求不 満 を募 らせ て いる。 しか しいず れ に して も、一 般的 な商用 デー タ

ベ ー スで はニー ズの一 部 しか満 た さな い状 況 にな って い る。

(4)そ の 他

上 記以外 に も営利事 業 と しての 限界が露 呈す る場 合 があ る。 コス ト要 因 と も関連 す るが 、

直接 あ るいは短期 的に利益 に結 びつ きに くい事業 、 リス クの 大 きい活動 は後 手 にまわ る傾

向 があ る とい えよ う。下 記は その一 例 であ る。

(a)普 及啓 発活動

顧 客 にな る可 能性の高 い人 には手 厚 くサ ポー トす るが、 営業 的に 引 き合 わな い個 人客 や

社会 的弱者 、海 外居住者 に対 して は消極 的 にな りが ちであ る。 まれ に しか利 用 しな い超 小

口ユーザ に対す る二次的検 索(代 行 検 索等)は あま り普 及 していな い。 また、契 約 しユ ー

ザIDを 取 得 した者 に対 してサ ポー トす るの が原則 であ り、 フ ァー ス ト ・ア クセス ・ポ イ

ン トと しての役 割は果 た しに くい。

(b)コ ンサル テ ィ ング

コ ンサルテ ィングその ものが事 業化 で きる場合は取 り組 む が、 いわ ゆる技 術 や ノ ウハ ウ

の 供与 はほ とん ど行 われて いな い。

(c)調 査 研究

純 粋 にア カデ ミックな ものや、 長期 にわ た る もの はあ ま り取 り上 げ られな い。

(d)新 技 術へ の対応

商用 サー ビスの性格 上、技 術的 な面 で市 場に先行す ると い うよ りは 、あ る程度 普及 した

技 術 に後か ら追随す る、 とい う傾 向 が生 じやす い。

(e)著 作 権 ・情 報 の信頼 性 ・公序 良俗 等へ の配慮

金銭 的対価 を得 て情 報 を提供す る とい う性 格上 、情 報 提供 者や顧 客 か らの ク レーム には
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か な り神 経質 に な ら ざるを得 ない 。 こ うい った著作権 ・信頼 性等 の問題 を軽視 す るわ けに

は いか ないが 、商用 ベ ンダー は情 報 を積極 的に公 開す るとい うよ り、 問題 が生 じる可能性

のあ る情報 は 避 け るとい う、"守 り"の 姿勢 に流 れ る傾 向が あ ることは否定 で きない だろ う。

6.1.3既 存 非 営 利 団 体 の 問 題

数 多 くの 自治 体 、特 殊法 人、 公共 団体な どがデー タベ ー スを作 成 してい るが 、 こ うい っ

た非営利 団体 も問題 を かか えて い る。具 体 的には他の章 でふ れ られ るだろ うが 、以下 、簡

単 に ま とめ る こ とにす る。

(1)技 術 力 、 資 金 力 、 マ ンパ ワ ー が な い

こ うい った 団体は デ ー タベ ー ス作 成 を本 業 と してい るわ けでは な く、本業 の 成果物 ・副

産物 と して デー タベ ー ス(あ るいは、 デー タベ ース化 されな い情 報の集 積)が で き上 が っ

た とい う場合 が 多 い。従 って、 システ ム開発の技術力 、外 部提供 の ノ ウハ ウも乏 しく、人

材 も少 ない 。 また、副 産物 で あ るが故 にこ うい った事 業 にか け る資金 も決 して多 い もの で

は ない 。

(2)受 け 皿 が な い

外 部提 供 を積極 的 に行 お うと して も、適 当なネ ッ トワー クが ない。商用 サ ー ビスの側 か

ら見 る と、非 営利 団体(官 庁、 自治 体、公共 団体等)の もつ 情報 は採 算 が合 わな いケー ス

が多 く、 受 け皿 には な りに くい。

(3)散 在 して い る の で 価 値 を 生 み 出 さな い

上記 の結 果 と して、 それ ぞれの デ ータは相互 に関連 もな く孤 立 してお り、大 量の デー タ

を集 積 した り、 多様 な デ ータを 同時 に検 索す る ことによ って 生 じる付加価 値 は発 生 しな い。

6.2非 営 利 セ ン タ ーが な ぜ 必要 か

前 項 で示 した 営利 目的 の商用 サ ー ビスでは対応 できな い問題 点の多 くが 、 この 報告書 で

提 案 す るセ ンタ ーの機 能 によ り解 決 で きる可 能性 が あ る。 「デ ータベ ース 白書1993」

でデ ー タベー ス業者 によ って指摘 されてい る"今 後 の課 題"も 、 われ われの 問題意識 と共

通 す る部 分が あ る。 こ こでは、非 営利 のデ ータベ ー ス ・セ ンターの必 要性 につ いて順 を追

って述 べ てい くこ とに しよ う。
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「デ ー タ ベ ー ス 白書1993」 よ り

〔図6-3デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス の 今 後 の 課 題 〕

6.2.1非 営 利 団 体 の 意 義

本来 行政情 報 は、対価 を得 て コマー シ ャル ・ベ ー スで提 供 され る もの とい うよ りは、 で

きるだ け安 価(で きれば 無料)で 、 知 りた い人 に知 りたい ときに提 供 され るべ き もの であ

る。ま た海 外 に対 して も、 これま での 日本 に対す る誤解 を解 くた めに も、個 別企業 や民 間

を中心 と した製 品 ・技術 情報 中心 の情 報 発 信ば か りではな く、非 営利 団体 であ る本 セ ンタ

ーが"日 本情 報 の フ ァー ス ト・ア クセ ス ・ポ イ ン ト"と して活動 して い くことが重要 な意

義 を もってい る。

普 及啓 蒙、調査 研究 な ど非 営利 団体 な らで はの活動 も、本 セ ンター の重要 な役 割の ひ と

つ であ る。一企 業や 団体の利 害 に こだわ る必要 はな いので 、地域 や業 界全 体の利 益 とな る

活 動 に長期 的視 野か ら取 り組む こ とがで き る。

同語反復 的 では あるが 、そ もそ もこれ は、 単体 と しての採 算 は考慮 しない公 共的 プ ロ ジ

ェク トであ る。商用化 して も利益 の確 保 が難 しいデ ー タを積極 的に提 供 して い くこ とが可

能 であ り、 また義務 で もあ るといえ るだろ う。

6.2.2「 標 準 化 」 の メ リ ッ ト

情 報流通促 進 のための 武器 と して第4章 で詳 しく述べ られ た 「標 準化 」 は、本 プ ロ ジェ

ク トが志 向す る非 営利 セ ンターで は必須 の もの とい える。 「標準化 」 の メ リッ トは ここで

あ げ る もの に と どま らな いが、大 き く分 け て、 開発 者(提 供者)と 利用 者 の双方 に利 便が

考 え られるの で、 これ につ いて説 明 しよ う。
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(1)開 発 者(提 供 者)側 の メ リ ッ ト

デー タベ ー スの 開発 ・提供 は個 々の 団体 で別 々に行 われ て いるが 、 これを一 機 関 に統 合

す れば、か な りの 点での 省力化 が期待 で きる。

(a)コ ス ト削減

デー タベ ー スや シス テ ムの重 複 開発 がな くな るため、 これ らにか け る コス トの大 幅 な削

減が期 待 でき る。初期 投 資、構 築後の メ ンテナ ンス経 費、入 力 コス トな ど、多 くの点 で経

費節減 が考 え られ る。 ま た、広 報、サ ポー ト、運営管理 、 請求な どの業務 の一 本化 も可 能

で、 いわ ゆる シス テム面 以外 で もコス トが減 らせ る。

(b)工 期 ・手 間 の圧縮

新規 にデ ー タベ ースを 取 り込ん だ り構 築 した りす る場合 に も、 あ らか じめ 「標準 化」 さ

れ た仕 様 に従 うた め工 期 がか か らない。 また、運用 開始後 の変更や機 能追 加 も効率 的 に行

え る。

(c)サ ポー ト業 務の効 率 化

提供 デ ータ ご とに違 うコマ ン ドを覚 えた り、利 用手 引 きを複数作 る必要 がな くな る。限

られ た数の ス タ ッフで利 用者 サポ ー トを徹底す るためには 、標準化 が不 可 欠で あ る。

(d)ノ ウハ ウの 蓄積

同一 方式 で多 数の デ ー タベ ース を提 供す るため、様 々な トラブル や問題事 例 が起 こ り う

る。 この ため、 ノウハ ウが蓄 積 しやす く、将来 的 に も価値 が大 きい。 また人材 の育 成 も容

易 にな る。

(2)利 用 者 側 の メ リ ッ ト

(a)検 索手段 の 統一化

デ ー タベ ース ごとに別 々の コマ ン ド体系 を修得 した り、特 殊 な用語 を覚 え た り必 要 がな

くなる。商用 サ ー ビス と違 って本セ ンターの利 用者 は専門検 索者(サ ー チ ャー)で は な い

もの と思 われ るた め、標 準化 され た検 索手段 がで きる ことは普及の ため に大 きな力 とな ろ

う。

(b)ネ ッ トワー クの統 合

多数 のデ ー タベ ースの利 用 が可能 にな る。一 回の ア クセ ス(ダ イア リング、 発 呼、 ログ

オ ン)で 連続 して多数 の情 報 を検 索す る ことがで きる。つ ま り、 いわ ゆる ワ ン ・ス トップ

・シ ョ ッピングが可能 に な る。情 報は散在 してい るの では価 値を生 み 出さな い。多 くの デ

ー タが 集積す る ことで流 通 が促 進 され
、付加 価 値が高 ま るとい う好循環 が期 待 で き る。

6.2.3そ の 他 の セ ン タ ー の 機 能 と メ リ ッ ト

(1)海 外 へ の 提 供

統合 セ ンター で活動 す ることに よ り、前節 で述べ たよ うな情報提供 サー ビス の海 外進 出

を阻ん で きた様 々な要 因 の解 消 が期待 でき る。ま た、 日本へ の情報 ア クセ ス窓 口の 一本 化

によ り、海外 で の利用者 側 の利 便性 も飛躍 的 に向上 しよ う。

商品 ・技 術 な ど専 門情 報 は多 く海外 に知 られてい るのに対 して、生 活 ・文 化 な ど 「普 通

の 日本」 につ い ては あま り知 られてお らず 、 「顔 の ない 日本 」 と言わ れて久 しい。 日本 人
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の 間で も、 日本 文化の外 国へ の紹介 に あた って、重 点をお くべ き分 野 は"日 常の生 活様 式

(風 俗 、習慣 、行事 な ど)"・と答 え た もの が59.4%を 占め 、"ス ポ ー ツ""古 典 芸能"
"伝 統芸能"を 押 さえて圧倒 的に1位 とな

ってい る(総 理 府広 報室 「国際文化 交流 」調査 。

「月 刊世論 調査 」平成5年9月 号 、総 理府 広報 室編)。 こ うい った 「普通 の 日本」 に関す

る情 報の提 供は 民間営利 団体 には到 底な し得 ない もの であ り、ま た、海 外の利 用者側 も一

定の 対価 を払 って まで入 手 しよ うとす るとは思 われ ない。 こ うい った情報 の性 質上 、通 常

のデ ー タベ ー ス とは違 った収集 ・提供 を考 え た方が よいが、本 セ ンター の よ うな非 営利 団

体 が率 先 して取 り組むべ き課題 とい え るだろ う。

(2)非 営 利 団体 独 自の 活 動

前節 で詳 しく述べ た、(a)の よ うな営利業 者 には負担 とな る事 業 に も積極 的 に取 り組 め

よ う。 また、相互 に コ ンペ テ ィター であ る商 用 サー ビス業者 では困難 な(b)な どの活動 も

考 え られ る。

(a)普 及啓 蒙活動 、 コ ンサルテ ィ ング(技 術 や ノウハ ウの供与)、 調査研 究 、新技術 へ

の対応

(b)複 数機 関の 間の調整 複数 機 関で別 個 に同様 なデー タを収集 ・デ ー タベ ー ス化 す

る計画 があ る とき に、中立 的立場 か ら調整す る。場合 によ ってはセ ンターが 開発 の

支援 を行 う。

(3)ア ナ ウ ン ス メ ン ト効 果

設 立後 順調 に情報提 供者 がふえ 、知名度 が 高 まれ ば、セ ンターのネ ー ム ヴ ァ リュー も確

実 に高 ま ってい こ う。そ うなる と新 た にネ ッ トワー クやデ ー タベ ー スを構築 しよ うとす る

団体 は 、まず セ ンター と交 渉す るケー スが多 くな る と想定 され る。 また、一 般利用 者の 間

で も知名度 が上 がれば 、 フ ァース ト・ア クセ ス ・ポイ ン トと して情 報収 集 の際 はま っ さき

に セ ンター と接触 す るこ とになろ う。 この よ うに、情 報提供 者 ・利 用者 の双 方(こ れ は必

ず しも厳 密に分 け られ る もの では ないが)に 対す るアナ ウ ンス メ ン ト効 果が将 来 的に は期

待 でき る。

(4)商 用 デ ー タ ベ ー ス 業 者 へ の 有 料 提 供

か つて個 別 に収 集 されて いた情 報 がセ ンタ ーに集約 されれ ば、業者 が今 まで コス ト面 か

ら商用 化 に二の 足を踏 んで いた もの をデー タベ ース化 し、比 較的安 価 に商用 サー ビス向 け

に提供 す る ことが可能 にな る。 この場 合、 セ ンター本来 の 目的で ある一 般向 け提供 よ りも

かな り高額 の料 金 を課す かわ りに、下 記の よ うな大量提供 メデ ィアでの販 売 な どある程度

のカ ス タマイズ も考 慮す るもの とす る。 こ うい った事業 が可能 に なれば 、商用 デ ィス トリ

ビュータ に とって も好都 合で業界 全体 の発 展 に貢献 す る とと もに、 セ ンターの 財政 に も寄

与 す るだ ろ う。
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7,セ ン タ ー の 概 要

7.1セ ン タ ー の 役 割

関西広 域デ ータベー スセ ンター は、 公共 的、非 営 利 的な組 織 と しての設 立 を考 え る。 そ

の主 な 目的は 、情 報技術 の普及 ・進展 に伴 う情報 化 の 中で、情 報価 値が高 い に もかか わ ら

ず 、 これま でコマー シ ャル ・ベー ス で、あ るいは単 独の 組織 では 、普 及 ・活用 し得 なか っ

た情 報 を流 通 させ るための支援 を行 い、推進す る こ とにあ る。

そ して、 その 組織の活 動 は、大 き く2つ に分 け られ る。

1つ は、広 くデー タベ ースの領 域 に関 して、 関西地 域 にお いて必要 と され る、① 調査 ・

研究 を行 うこと、② 教育 、啓 発活動 、 コンサル テ ィ ングを行 うこ と、③ デー タベ ースの 開

発 の支援 を行 うこと、 な どの活動 で あ る。今後 、情 報化 が普及 す る上 で、デ ー タベ ー スの

ユ ーザ 層の拡大 と、6章 に も述べ た よ うに、デ ー タベ ース に関 しては 、潜在 的 に も社会 的

にニ ー ズが高 いに もか か わ らず、 その 潜在的利用 者 が特 定で き ないた め、 コス トの負担 を

誰 がす るのか社 会的 コ ンセ ンサ スが得 られ ていな いな どの理 由か ら、 開発 に手 が 着 け られ

て いな いデ ータベー スの 開発 支援 を行 うことは、社 会 的に見 て も欠 かす ことが 出来 な い機

能 であ る。

特 に、関西 には数多 くの 中堅、 中小企 業が存在 し、 関西地 域の経 済 の基 盤 を支 えて い る

が 、 これ らの 中堅 ・中小企業 に お けるデー タベ ース の利用 が 今後増 加す るの に伴 い、啓 発

・教 育 活動 を行 うとと もに、そ れ らのデー タベ ース 開発 活動 を支援 す る ことは 、他の地 域

へ の模 範例 と して も重要 な活動 であ る と考 える。

次 にセ ンター活動 と して挙 げ るの は、行政情 報の 円滑 な利 用促 進を 図 るための 、行政 文

書情 報 の電子 「標準化 」 につ い ての 支援 活動 であ る。本 報告 書 にお いては、 これ までの章

にお いて も、 この活動 を行 うた めの必 要性 と背景 につ いて述べ てき た。

次 節 か らは、 この行 政情 報の標 準化 、特 に文 書情 報の 標準 化 に焦点 を 当てて 、考察 をす

る。

7.2行 政情 報 の 標 準化

7.2.1行 政 文 書 情 報 に お け る標 準 化 の意 味

行政 情報 の標準化 の意義 は以 下の2点 に集約 され る。それ は 、 「情 報公 開」 と 「行 政事

務 の効 率化」 であ る。前者 は行政 と外部 との接 点 での情 報の 流 れの道 筋をつ け る こ とで あ

り、後者 は行政 内部の 、 あ るいは行 政組織 間の情 報 の 円滑 な流 れを形 づ くる ことで あ る。

第5章 の前半 では 、後者 の視 点か らこの意 味を探 った。 こ こでは前者 の立 場 に立 って標

準化 の 意味 を考 え たい。

行政情 報 の公 開は 、先 ごろ成立 した行政手続 法 との 関連 で と らえ る必要 があ る。

一 方の情 報公 開基準 につ いては 平成3年12月 の 「行政情 報 公 開基準 につ いて 」(情 報 公

開問題 に 関す る連絡会 議 申 し合 わせ)で は 「法規顎 関係 文書 」以 下、 文書 の種類 を23の

区分 に細分化 し、 それぞ れの文 書 ご とに公 開 ・非公 開の基準 が示 され て いる。 この よ うな
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体系 だ った 内容分類 は他 の領 域で は な しえな い。 しか し残 念 な ことに、形 式 の標 準化 に 関

しては言 及 され てい ない 。^

新社 会 資本整 備 に よ って行 政機 関の情報 技術の導 入 は順次 拡 大 してい る。 ま た、FTT

H(フ ァイバ ・ッ ウ ・ザ'・ホー ム)を 含むB-ISDNの 回線整 備 な ど、 次世 代通 信網 も

着実 に整 備が 進む だ ろ う。 このよ うなハ ー ド面 での通信基盤 の整 備が 進ん だ と して も、 そ

の上 を流通 す る情 報が 未整備 であ れば利用 価値 は半減す る。 ひと ころハー ドよ りソフ トと

盛 ん に いわれ たが 、 いわば ソフ トよ り も情 報、 しか も標準化 され た情 報 が大 切 とい うこと

であ ろ う。

7.2.2行 政 文 書 情 報 の標 準 化 の 動 向

5章 で述べ たよ うに 、行政事務 は文書を 中心 に業 務が進 め られ る。行 政 内の 、あ るいは

行政 間 、行 政 と民 間 との情 報交換 には、すべ て 「文 書」 とい う紙 を媒体 とす る伝達手段 が

用 い られ てい るの であ る。 この行 政 におけ る文書の作 成 ・流通 ・保存 の システ ムは、長 い

伝統 に裏 付 け られ、 成熟 した体系 で ある。 それ ゆえに、標準化 の効果 が期 待 で き る反面 、

標準 化 をか た くな に拒否 す る一面 が ある こと も確 か であ る。

また 、 システ ム であ るか らに は何 らかの運用 上の きめ ごと、す なわ ち 「標 準」 があ る。

文書 の 場合 、標 準化 は 「形式」 につ いて定め られ るであろ う。 さ らに、具 体 的 にいえば 、

「規 格 」 と 「書式 」 が、 文書の 「形式」 を形成 して いる。繰 り返 しにな るが 、 これはあ く

まで も、人 間が 見 る ことを前提 と した紙 の上の書 類 の形 式につ いて であ る。以 下 では行政

文書 の標 準化 の現 状 を 「規格 」 と 「書式」 の視 点か ら追 って みたい。

(1)規 格 につ い て の 標 準 化 の 動 向

行政 文 書の規 格 統一 につ いては 、最 近大 きな動 きが あ った。用紙 規格 のA判 への 統一 で

あ る。用 紙規格 の 統一 は1981年 の第2次 臨 時行政改革審 議会以 来 の課題 であ ったが、

現 行 のB判 と国際 的 な標 準規格 で あ るA版 のいず れを採択す べ きか、 明確 な結論 が え られ

ぬま ま に10年 近 くが経 過 した。 そ して1992年11月 に 「行政 文 書の用 紙規 格 のA判

化 に係 わ る実施 方針 につ いて」(各 省庁事務連 絡 会議の 申 し合わせ)でA版 採用 につ い て

の 関係 省庁 間の 合意 が成 立 した。 さらに、 これを 受けて、国 の行政機 関の文 書 は1993

年 か ら3年 間の 間 に、実施 不可能 ない くつか の例外 を除いてすべ てがA判 へ 統一 され る こ

と とな った。 〔表7-1〕
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〔表7-1行 政文書 の用紙 規格のA判 化 実施 計画(平 成5年 度 以 降)の 概要 〕

省庁等名

5年 度内実施のもの 6～7年 度 実 施 の もの 8年 度以降実施のもの
■

起
案
用
紙
関
係

部
内
配
付
資
料
関
係

会
議
資
料関

係

政
省

令
通
達
関
係

電
算
処
理
関
係

.

あ
他

■

起
案
用
紙
関
係

部
内
配
付
資
料
関
係

会
議
資
料関

係

政
省

令
通
達
関
係

電
算
処
理
関
係

元
値

1

政
省

令
通
達
関
係

電
算
処
理
関
係

勇
他

総理府本府 ○ ○ ○ ○ ○
. 1

○

公正取引委員会 ○ ○ ○ ○
.

○ ○ ○ ○ ○

警察庁 ○ ○ ○ ○ ○
.

○
1

0

公害等調整委員会 ○ ○ ○ ○
1

○

宮内庁 ○ ○ ○ ○
.

○

総務庁 ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道開発庁 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
■

○ ○ ○

防衛庁 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
.

○ ○ ○

経済企画庁 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

科学技術庁 ○ ☆ ☆ ○ ○ ○
.

環境庁 ○ ○ 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○

沖縄開発庁 ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土庁 ○ ○ ○ ○ ○
.

O
I

○

法務省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

外務省 ☆ ☆ ☆ ○ ○

大蔵省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

文部省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・○ ○ ○ ○ ○

厚生省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
.

○

農林水産省 ○ ☆ ☆ ○ ○
・

○ ○ ○ ○

通商産業省 ☆ ☆ ☆ ○ ○
.

○ ○ ○ ○

運輸省
.

○ ○ ○ ○ ○
■

○ ○
.

○ ○ ○

郵政省 ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○

労働省
.

○ ○ ○ ○ ○
1

○ ○ ○ ○

建設省
.

○ ○ ○ ○ ○
■

○
■

○ ○ ○

自治省
■

○ ○ O ○ ○ ○ ○
■

○ ○ ○

人事院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

会計検査院 ○ ○ ○
.

○ ○ ○
.

内閣法制局
■

○ ○ ○
. .

合 計(28省 庁等)
■

23
1

23 23 24 1 22

.

2 0 0 19 5 17

1

18 13 18

1前年度までの累積 26 28 28 24 1 22 28 28 28 26 5 24

.

27 15 25

(注)1「 ○」印は当睦年度にA判 化 を実施するものを示 し、「☆」印は、前年度以前に既に
実施 したものを示す。

2合 計欄は、○印を合計 した数を示す。
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これ まで広 く用 い られ てきたB版 の書 式をA判 に置 き換 え るためには 、莫大 な費用 と労

力 を要 す る。 に もかか わ らず 、 この よ うな決定 がな された理 由は規格 の統 一 が行政 の効 率

的運用 に資す ると ころが大 であ る と判断 され たため であ る。

まず第 一 に、用 紙規格 の統 一 には行政 と外部 との情 報の流 れ を円滑 にす る効 果 が期 待 で

きる。 民間企 業 との情 報交流 や国 際化へ の対応 をはか る ため には、規格 の整 合性 を保つ 必

要 があ る。 ア メ リカ文化 圏を除 く諸外 国での標準 形式 であ り、企業 の 半数以 上 が採用 して

いるA判 が 支持 され る理 由は ここに ある。

第二 に、行 政 内部、 あ るいは行 政相 互の事務 の効率化 を高 め る効果 が挙 げ られ る。用紙

規格 の 統一 で フ ァイ リングの方式 が統 一 される。 さ らに、A4が 主 とな るこ とで 、文書 は

必 然的 に横 書 きに統一 され る。 さ らに、文書量 を圧 縮す る効 果 も期待 で きる。 先 に示 した

「実施 方針 につ いて」 で は、単 に用紙規 格 を変更 す るだ けでな く、文 書 その ものの 見直 し

が 求 め られ て い る。簡 潔 に して要 を得 た情報 伝達 の ため に、 でき るだけ書類 を1枚 にす る

こ とが 求 め られ て いるの であ る。 文 書量の 削減は紙 資源の 節約 だけ でな く、情 報の爆 発 的

増 加 に歯止 め をか ける効 果 も期待 され る。規格化 は業 務 その ものの見 直 しを もた らすの で

あ る。

(2)書 式 につ い て の 標 準 化

そ れで は標準 化の第2の ポイ ン トであ る書式の標 準化 は どの よ うな状況 に あ るのだ ろ う

か。 ま た、用紙 規格 の統一 は どの よ うな影 響を及 ぼ した のか。

行政 文 書の書 式 は、政令 に定 め られ た形 式 だけでな く、慣例 に よ って形 式が 数多 く存 在

す る。行政 書式 の模 範文 例集 には数 百 にの ぼ るこれ らの書 式 が納 め られ てい る。現 時点 で

は、行 政 文書 の書式 が どの程度 存在 す るの かは把握 で きてい な い。 これ らの書 式 は一度 定

め られ たな ら長 期 間改訂 され る ことがな いのが通例 であ る。改 訂 されな い ことで システ ム

が安 定す る効 果は あ る ものの 、OA化 や 電子化 に対応 してい な い書 式 も多 く存 在 す る。A

版 へ のす みや かな 移行 が 求め られ てい る現在 、 これ らの 申請 や届 出の様式 が急 速 に、か つ

一 度 に改 訂 され る とい う状況が起 こ ってい る。

た とえば住 宅建築 の確 認 申請 書 は1993年3月 か らA4版 へ と改訂 され た。新 書式 で

は、 タ テ罫 がす べ て廃 止 され てい るが、 これは コ ン ピュー タ上 での取 り扱 い に配慮 した措

置で あ る とされ る。 ここに見 られ るよ うに規格 の統 一は 、書式 の在 り方 にま で影 響を及 ぼ

す こ とにな るので ある。

この よ うに 、行政 の基幹 システ ムであ る 「文書」 の標 準化 は、 さらに洗練 され た もの と

な りつつ あ る。 しか し、 紙 に依 存 した現状 では、FAXや コ ピー な どの濫 用 で文 書は文 書

量 を幾 何級 数 的 に増加 させ るとい う状況 を回避す る ことはで きな い。情報 の 電子化 の一 層

の推 進が 望 まれて いるの であ る。

この認識 は今 に始 ま った ことで はな い。行 政機 関で もOA機 器の導 入 は盛 ん で 、すで に

多 くの情 報が機 械可読 形 式 で保 存 され てい る。 に もかか わ らず 、 これ らの情 報 に ア クセ ス

す るの は容 易 では な く、 存在す ら確 認 できない。パ ソコ ンや ワー プ ロな どが混 在す る環境

で基本 的な フ ォー マ ッ トの統一 す らな されていな い現状 では 、情 報へ の ア クセ シ ビ リテ ィ

ーを改 善す る最 良の 方法 は、すべ ての情報 を電子化 し、 同 じ構造 に整 理 し集 中的 に管理 す

る、す なわ ちデー タベ ー ス化 だろ うが、 これ らの デー タはデ ー タベ ー ス化 を念 頭 に置 いて

一83一



蓄積 され たわ けではな いの で実現 は きわめ て困難で あ る。

こ こにデ ジタル情報 と しての標 準化 の必要性 があ る。つ ま り、人 間が見 る ことを前 提 と

した文書 と、 電子的 な文書 の両側 か らの標準化 であ る。 セ ンターの役 割 と して 第一 に挙 げ

るべ きは 、行政 文書 デー タ標準化 の基 準作成 と管理 であ る。

7,2.3官 報 にみ る 行 政 文 書 情 報 の 標 準 化 の 在 り方

た とえば、行 政機構 の公 的な情 報 開示の メデ ィアで ある官 報を例 に取 って、 具体 的 な標

準化 の方 向 を検 討 してみ よ う。官 報 は行政情 報を入 手す る手 近 な手段 であ り、 誰 で もが購

入 可能 であ る。 しか し現状 で はデー タベ ース化 されて いな い ために、情 報を再 利用 しよ う

とす れば、入 手 したデー タを再度 入力 し直 した りとい った手 間が かか って いた。 デ ー タベ

ース化(正 しくは電子化 か)が 完成 すれば この よ うな二 重手 間 や入 力 ミス は避 け られ る。

た だ し、 こ こで デー タベ ー ス システ ム は必 須の機 能 ではな い。検 索 システ ムを備 え な くて

も、 書式 を標準化 す るだ けで官報情 報の 活用可能性 は一 挙 に高 ま る。 この こ とは ここ まで

に繰 り返 し述べ て きた とお りであ る。

以 下で は官報 に盛 り込 まれた政令 、 省令 、告 示な どさま ざまな情報 を例 に取 り、 どの よ

うな標準化 が可 能 であるか を検討す る。

(1)政 令 や 省 令 の 追 加 ・削 除

政令 ・省令 な どの 追加 、削除 、訂正 記事 も頻 繁 に掲 載 され て いる。 関連 す る行政 機 関、

民間企業 は確実 にこれ らの記事 を捕捉 して、加除式 のバ イ ンダー な どを用 い て更新 作業 を

行 わ な くて はな らない。 変更 ・修 正 が、 どの法令 の どの 箇所 に あた るの かを特 定 で きる形

式で記事 デ ータが 提供 され るこ とが望 ま しい。 この よ うな形 式 であれ ば、利用 者側 で ア プ

リケ ー シ ョンを 開発 し、 加除式 のバ イ ンダー と同 じ処理 が よ り少 な い労 力 で可 能 とな る。

この よ うな処理 は官報 に掲載 され た段 階 で即刻処理 されな くて はな らな い。通 常 のデ ー タ

ベ ース システ ムは、ア クセ スす るまで更新 され た事 実 を知 る ことが できな い。利用 者 が 必

要 とす る情 報は更 新 され た都度 、即 時 に利 用者 の手元 に届 くシステ ムが必要 とな る。 イ ン

ターネ ッ トのニ ュー ス配 信 のよ うな方式 で フ ァイル転送 を お こなえば 即 時の提供 は充 分 可

能 だ。 このた めフ ァイルの 内容が厳 密 に定義 されて いれば 、利用 者 の側 でそれ ぞれ の利 用

目的 に沿 った処理 が可 能 にな る。

(2)数 値 デ ー タ

官報 では資料版 な どで統 計デ ー タの 速報 が公開 され るこ とが あ る。 た とえ機械 可読 形 式

で提供 され たと して も、罫線 な どを含 む表 形式で公 開 された な ら再利 用 の可能性 は半減 す

る。 このあ た りの事情 は 先に示 した建 築確 認 申請 と 同 じであ る。 も し表 の形式 とデー タ部

分を分離 す る形式 で情 報提 供が な されれば 、デー タ と して利用 者 の側 で加工 、蓄積 が可 能

とな り、情報 活用の 範囲 は飛躍 的 に拡 大す る。

(3)届 け 出様 式

省令 に定 め られ た届 出様 式 は官報 で告示 され る。官報 が機械 可読 形 式で提供 され ていれ

ば、様 式 を改め て作 成す るこ とな く、デ ータ をその まま様式 の ひな形 と して利 用 可能 に な

る。 この場 合 には受け手 と送 り手 が 同 じ形 式の 文書作 成環境 を持 ってい る ことが必要 とな

る。 これ は先 に ワープ ロソフ トの機 能 と して示 した もの と同 じであ る。
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(4)人 名 や 社 名

入 札公 告 、決算 公告 、叙勲 、国 家試験の 合格者 な ど人 名や 会社名 も紙 面 に多 く登 場す る。

これ らが人名 ・社 名で あ るか は コ ンピュー タには判定 でき ない。 デー タに識別 子 を付与 す

る ことで、人 名 に注 目 したデー タの再編 な どが可能 にな る。 民間利用 では ビ ジネ スチ ャ ン

ス も生 まれ て こよ う。 ま た、人名 ・社名 に限 らずデ ータの性 質 を表示す るこ とで利用 可 能

性 が拡大 す る例 は多 いだ ろ う。

官報 は情 報の 種類 によ って、記事 の様式 が固定 してい る。 この ため 、今 の紙面 の形式 が

その まま電 子化 され た と して も、様 式 を手 がか りに必要 な情 報 だけを 抜 き出す仕組 みを 利

用者 が用 意す る ことは 可能 だ。 しか しよ り確実で迅 速な処理 を望 む な らば 、上記 のよ うな

デ ー タの情 報 内容 を判 別す る識 別 子が必要 であ る。 これが 、 「文 書」 での 標準化 と電子 化

した場 合の最 も大 きな違 い とな る。 これ が先 に述べ たよ うに、 デ ジタル文 書の標 準化 では 、

システ ムを 再現 で きる書式情 報を デー タに与え、 さらに情報 の 内容 を判別 す るための情 報

を付加 す る ことが必要 で ある。

官報 の場 合 は特 に、業務 内容 に応 じて、利用者 それぞれ が独 自の利 用法 を持 って いる も

の と思 われ る。 これ らの用途 にす べ て対応す ることはか な りの 困難 を伴 う。特 に、検 索 シ

ステ ムを用 途 に応 じて用意す るこ とは不 可能 に近 い と考 え られ る。 電子化 され たデ ータ の

標 準化 は、 利用 目的 を意識 しつつ も汎用 的 なフ ォーマ ッ トを用 意す る とい うこ とで ある 。

また、官 報の 場合 は刊行物 で あ るために行政文 書 と して例 外 的 に欠 けてい る要 素が あ る。

それ は一般 の業 務 に伴 って作 成 され る行 政文書 は、処理 と対 にな って いる とい うことで あ

る。 た とえば 電子化 され た文書 での押 印の有効性 の問題 な どは、法 的 な裏 付 けを含 めて検

討 す る必要 が あ るこ とをつ け加 えて おきた い。また、情報 公 開に 関 しては先の情 報公 開基

準 に照 ら して 、公 開の範 囲や制 限を文 書 と ともに管理 してお くことが有効 で あ ると思 わ れ

る。 この よ うな文書 管理 上の情報 もまた、行政情 報では 付加すべ き要 素 にな るだ ろ う。

7.2.4標 準 化 以 後 の 情 報 流 通 の 在 り方

開放型 ネ ッ トワー ク上 での標準 化 され たデータの流通 はデ ー タベ ー スその ものの あ り方

を変化 させ るか もしれな い。

荒俣 宏 は現在 の デー タベ ー スの状 況を、パ ブ リックな 「利用 者 コ ン シャス」の デー タベ

ー スがオ ンライ ンやバ ッチの形 で安 価に提供 される方 向 と、利 用者 自身 がデ ー タベ ース 制

作 者 とな って独 自に作 り上げ てい く 「制作者 コンシ ャス」 な デー タベ ース との混沌 の 中に

あ る と位 置づ け てい る。 ここで 「利用者 コ ンシャス」 なデー タベ ース とは、利 用者 の工 夫

を待 って有 益化 す るよ うなデー タベ ースで あ り、デー タベ ー スの提 供者 はデ ー タの 活用 に

関 して指針 は 示 さない。 「制作者 コ ンシ ャス」なデー タベ ー スは この対極 にあ る もので 、

蓄 積 され たデ ー タの利 用 をあ らか じめ想定 して作 成 され る。 その多 くはきわ めて特殊 な領

域 に対 す る用途 か ら作 成 され た もの で、そ の情 報を求 めてい る人 に と っては 貴重 な情 報 で

あ るが多数 の利 用 は期 待 で きない。 そ して 、荒俣は 「利用 者 コ ンシ ャスのパ ブ リックな情

報 を高 度 に利用 す る方法 と、制作 者 コ ンシ ャスなプ ライベ ー トな情 報 を一般 の利用 に供 す

る方法 とを開発 す るため には、 ま さに情 報哲 学までを も含め た 「デー タベー ス総合 学が確

立 されな けれ ば な らな い」 と述べ て い る。
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現在 、イ ンターネ ッ ト上 ではア ーカ イブ フ ァイル とい う圧 縮 され た形式 のデ ー タの塊 が

フ ァイル単位 で流 通 して いる。 この フ ァイル に含 まれ るデ ー タの形 式が何 らか の規 則性 を

持 ってい たな ら、 この デ ータを取 り込 んだユーザ は 自身 の処 理環境 の 中で 自由に デー タベ

ー スに再編で きる
。情 報機器 の処理 能力 の向上 は急速 に進 ん でいるの で、セ ンターマ シ ン

の助 けを借 りず と もかな りのボ リュー ムのデ ータを処理 す る こ とは可能 であ る。

従来 、 「制作者 コ ンシ ャス」なデ ー タベ ー スは独 自にデー タ を収集 し、整 備す る もの とさ

れ てき たが 、 この よ うな処理 形態 が身近 な もの にな れば、 利用者 コ ンシ ャスなデ ー タベ ー

ス と制作者 コンシ ャスな デー タベ ース との融合 が可能 に なる だろ う。 もちろん 、 この融 合

は一 朝一 夕に達 成 され る もの ではな い。現実 の情 報流 通 では 外部か らの情報 の取 り込 み で

か な りの問題 点を抱 え てい る。

ま た、 ここに は大 きな民間の ビジネスチ ャンス を見つ け るこ と もで きる。先 に述べ た 官

報情 報 を再度例 に とって説明 しよ う。官報情 報で は形式 、内容 まで踏 み込 ん だ標準化 が 必

須 で あ ると述べ た。 これはオ ープ ン ・ア ン ド・フ リー なネ ッ トワー クで の情 報 提供者 の 義

務 で あ るともいえ る。 しか し、以 上 で述べ たよ うに情報 の価 値 を最 終的 に決定 す るのは 利

用 者 であ る。先 の分類 に従 えば、 電子化 され、標 準化 され た官報情 報 はデー タベ ース化 さ

れて いな くて も 「利用者 コ ンシ ャス」な デー タベ ー ス と して機能 す る。官報 の購読 者 は さ

ま ざまな意 図や 目的 を も って購読 して いる。一般 紙 と異な り、 官報情報 の性格 か ら考 え て

購 読者 の利用 ノ ウハ ウは 、それ ぞれの利用 目的に応 じてか な り特化 してい る と考 え られ る。

個 々の利用者 はそれ ぞれ の ノウハ ウを用 い て、 この 標準化 され た情 報 を利用 す る方法 を構

築 れば よい。 この段 階で標 準化 され た情 報 は 「制作者 コ ンシ ャス」 なデー タベ ース にな る。

制作 者 コ ンシャス なデー タベ ースを構築 す るほ どの ニー ズが ない、 あ るいは ノ ウハ ウが な

い購 読者 のため に システ ム構築 を代行す るサー ビスが成 り立つ 。第4章 で述べ た よ うに 、

CD-ROMで これま での ス トック情 報を提供 し、新規情 報 はオ ンライ ンで提供 す る ビ ジ

ネ スの実現性 も高 い。 この よ うに標準化 さえ充分 な レベ ルに あれば 、二次 加工 を施 し再 販

す るビ ジネスが生 まれ る可能性 は非 常に高 い と考 え られ る。

7.3セ ンタ ーの行 政 情 報 標 準化 支 援 サ ー ビス

セ ンターの行 うサー ビスは、以上 で考察 してきた行政 情報 、特 に文書情 報 の標準化 を行

う上 で発生す る数 々の課 題 につ いて支援 を行 うことであ る。

まず最初 に挙 げ られ るの が、 中央 官庁 か ら、地 方 自治体 に至 るまで 、行政 に おいて作 成

され 、用 い られ、 そ して流通 してい る各 種の文 書 につ い て、網羅 的 に調査 を行 うことであ

る。 次 に、標準 化 を行 うため に、調査 ・収 集 を した文書 を分類 し、標 準の ひな型 を作 成す

るこ とである。 当然 の こ となが ら、 その 分類 には、 いろ いろ な角 度か らの チ ェ ックが加 え

られ る必要 があ る。それ らの文 書の紙ベ ー スの書式 が いかな る もの か、文 書が どこで作 成

され、保 管 され るか、 どの よ うなル ー ト、手段 でいか な ると ころ に配 布 されて い るか、 そ

の 改正 の方法は 、等 々であ る。ま たそれ らの 分類 が、 電子的 に どの よ うな取 り扱 いにな る

か とい うこと も調査 す る必要 があ る。

続 いて、行政文 書の デ ジタル情 報 と しての標準化 の調 査 ・研究 であ る。 これは 、先 に も

述べ たよ うに、 人間が み るこ とを前 提 と した文 書の標 準化 に対比 され る、 電子 的 な文書 の
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標準化 であ る。

次 に、 電子 的 に標準化 され た行政情 報が 行政 活動 において実 施 され た場合 に、行 政組 織

その もの 、そ して社 会 に与 え る効果 と影響 に 関す る調査 ・研究 であ る。 この調 査 は、広 範

にわ た って慎重 かつ じっ く りと行 う必要が あ る。

そ して 電子 的行政 情 報 が広 く活用 され るよ うにな った時の 、行政 お よび社会 に対す る教

育 ・啓 発活 動 で ある。特 に、多 くの地 方 自治体 に対す る電子 的行 政情 報 の利用 を促 進す る

ためには 、系統 だ った教 育 の ため の システ ムが 開発 されなけれ ばな らな いが 、 その 開発 支

援を行 う。

7.4セ ン タ ー の 付 加 的 サ ー ビ ス

セ ンターの付 加 的な サ ー ビスは 、人的 なサ ポー トが中心 となるで あ ろ う。人 的 サー ビス

の ひとつの あ り方が 利用 者 の問い合 わせ に応 じる とい うもの であ る。 従来 、 この機 能 を担

って きたの が 「サ ーチ ャー」であ った。従 来の デー タベ ースサ ー ビスが 「利用 者 コ ンシ ャ

ス」 な形態 、す な わ ち利 用 の ノウハ ウはす べ てユーザ に委ね 、提供者 は一 切保 障 しな い形

態を と ってい た ために 、 サーチ ャーはユ ーザ側 の機 能 とされ てき た。 これが一 見 したと こ

ろで は平等 に解 放 され て いるよ うに見え るデ ータベ ースの利用 が、大企 業 に偏 る原 因 と も

な ってい る。

デ ー タの所 在 が わか らない、解 決す べ き課題 を構 造化 で きない とい った ことは 、 これ か

らさ らに増 え るだ ろ う。 た とえば首都 圏の シ ンクタ ンクの リサ ーチ ャー数 人 に対 して 関西

の情報 に期 待す るこ とを尋ね た ところ、 「新 しい ビジネスを次 々に生 み 出す 関西の 経営 者

の顔が 見 える情 報が ほ しい」 「関西 のプ ラ ンニ ングす るため に1年 間住 ん だ よ うな感 覚 を

与 え て くれ る情 報が ほ しい」 とい った回答 が返 って きた。現 在 のデー タベ ー スを検 索 して、

この よ うな 問題 に答 え られ る結 果を得 ることは でき ない。 この よ うな 問 い合 わ せ ば海外 の

利 用者 か らも多 い と思 わ れ る。

そ う遠 くない将 来 、知 的デ ータベ ース技術 の向上 によ って これ らの課 題 を 自動 化 す るこ

とも可能 に な るだろ う。 しか し、現在 の ところデ ー タベ ースの最大 の弱 点 であ る検 索不 能

な 「質 問」 に対す る回答 は、人 的サー ビス を付加す ること以 外 には考 え られ な い。 これ は

高次 のサ ーチ ャー ・サ ー ビス とい うべ き もの であ る。

民 間ベ ースです でに この よ うなサ ー ビスを提供 して い る企業 もあ る。 日本 能率 協 会の マ ー

ケテ ィ ングデ ー タバ ンクは 「問 い合わせ 」 に対 して 人間が対 応 し、必 要 な資料 を探 して 、

所在 を教 えて くれ た りFAXで 現物 を送 って くれ た りす る。 このサ ー ビスは著 作権 の 問題

が あ り、運 用 は非 常 に厳 しい状況 にあ ると い うが、 セ ンターが公共 的 な立 場 で取 り組 む の

で あれば可 能性 が あ る。

また、 ブ レテ ィ ンボー ドも有効 な方法 であ る。現在 で もパ ソ コ ン通 信 の 中を覗 けば 、様

々な領 域 に渡 る、様 々な レベ ルの質 問に対 して、的確 な(時 には的 はず れな)回 答 が 瞬時

に寄せ られ る光 景 を 目にす る ことが で きる。 イ ンタ ーネ ッ トでメール を送 れば 、普 段 、直

接接触 で きな いよ うな高 名 な研 究者 が 自著 の 内容 につ いて詳細 な解 説 を返送 して くれ る こ

ともあ る。 た だ しこの よ うな機 能はす で にパ ソコ ン通信 やイ ンターネ ッ ト上で 成立 して い

るわ けで、改 め てセ ンターの機 能 と して必要 か ど うか は疑 問 があ る。 ブ レテ ィ ンボー ドの
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ロ グを 標 準 的 な 形 式 で 整 理 して 、 ネ ッ トワー ク上 で 公 開す る か 、CD-ROMの よ^う'な 媒

体 を 介 して オ フ ラ イ ンで ア クセ ス で き る方 法 を と る の が よ い か も しれ な い 。

7.5セ ン タ ー の 運 営

セ ンター が ここ までに述べ てき たよ うな機能 を担 うとす れば、 もは やデー タベ ー スセ ン

ター とは言 いが たい。 内容 に応 じた適切 な命名 を改 め ておこな う必要 があ るだ ろ う。

ま た、 このよ うな機能 は一企業 が 負 うべ き業 務 では ない。 あるいは企 業 と企 業 とが 相互

に利害 が一致 す るか らは じめる業 務 で もな い。

さ らに この機 能は行 政が担 当すべ き で もない。行 政 内部 の標準化 だけで あれ ばそ れぞれ

の組織 内 で処理 す る ことは可能 で あ る。 しか し、行 政組織 を横 断す る標準化 を視 野 に入 れ

た作業 は特 定の 行政組 織が な しえ る もので はな い。行政 の第三者 機 関の存在 が必 要 とな る。

これ につ いてはEDIに おけ る産業 情 報化推 進 セ ンターの位置づ けが 参考 にな ろ う。

このセ ンター が わが国 のイ ンフ ォス トラ クチ ャーの確立 に大 きな役 割を 果 たす機 関で あ

るこ とか ら、政 府の 支援 の もと、 公的 資金 を導 入 して運 営 され るべ きであ る。

セ ンター設立 後 当面は行政情 報 の標 準化 に向 けて実施 可能性 の調査 を お こな い、 調査 の

進捗 に会 わせ 、行政機 関の情 報標 準化 の指導 を お こな うことが業務 の 中心 にな るだろ う。

ただ し、海外 に対 す る情 報提供 は9月 の 関西新 空港 開港 に伴 い、情 報ニ ー ズの急 増が 予

想 され る ことか ら早 急 な対応が望 まれ て い る。 海外 の標準化 の動 向や その方式 な どを早 急

に調査す ると と もに地域 の総合 的な情 報入 手窓 口、 あ るいは 相談窓 口を開設す る必 要が あ

ろ う。 セ ンター は この機 能を併設 す る もの とす る。

ネ ッ トワー ク保有 は 当面課題 とは な らな い。 商用 イ ンター ネ ッ ト運 営 会社 な どのサ ー ビ

スを利用 す る こ ととす る。
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8,今 後 の 課 題 と展 望

行 政情 報の標 準化 、特 に 電子化 そ してネ ッ トワー ク化 を念 頭 にお いた標準化 は、 まだ諸

外 国に おいて も十分 な検 討が な され ていな いの が現状 であ る。 また図面 や図表 、 そ して 各

種の イ メー ジ情報 につ いては、 その書 式(図 式?)や 取 り扱 いにつ いての コ ンセ ンサス が

行 き渡 っていな い状況 で もあ る。

一方 、電子 的文 書の取 り扱 いにつ いて も、社会 的慣習 や法 制上 にま だ多 くの課 題が見 ら

れ る。 そ して電子化 され た情 報 は検 索 や加 工が飛躍 的に 便利 にな る反 面、改 ざんや消去 と

い った こと も容 易 に行 われ やす い ことか ら、セキ ュ リテ ィにつ いての配慮が 必要 にな る。

ま た、昨今 のマル チ ・メデ ィア に関す る情 報技術の 普及 に み られ るよ うに、情報 技術 は

日進 月歩 であ り、将来 の情 報技 術 の進展 は とどま るこ とが な い。 その よ うな 中 で将来 的 に

見 て、 でき るだけ不 確 実性 を排 除 した電子 的情 報の標 準化 が求 め られ る ことにな る。

社 会 的にみ て も、情 報化 の浸 透 は急速 に行 われて いる とは言 え、 コ ンピュー タや 各種情

報機器 を操 作す る ことに不 慣れ な、 あ るい は抵抗 を示す 人 々が多 い こと も事実 であ る。

以上 の よ うに、行 政情 報 の電子 的 標準化 を行 い、それ らの情 報 が広 く使 われ るために は、

数 多 くの問題 が 山積 して い る。 しか し、き たるべ き社会 の 中で、情 報化 は避 けて通れ な い

道 で あ り、行 政 にお いて も現 在推 進 を して いかねば な らな い課 題 で もあ る。

すべ ての革新 には、 常 に光 と陰 が存在 す る。 そ して陰の 部分 を いかに克服 し、プ ラスの

面 に転 じるか とい うことが、 ま さに な さなければ な らな い こ とで ある。 関西 広域 デー タベ

ー スセ ンターの活動 の一 つ と して
、本報告 書で取 り上 げ た行 政情 報の 標準化 に 関す る支 援

活動 は 、行政 が新 たな社 会 におい て創 り上 げてい く 「イ ンフ ォス トラ クチ ャー」へ の不 可

欠の一 歩 であ る と考 え る。
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